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第 1章 

序論 
 

 

1.1   研究の背景  

1.1.1   環境騒音問題をめぐる情勢  

	
 都市や経済の発展に伴い，世界各国で自動車騒音や鉄道騒音，航空機騒音などの環境騒音

が問題となっている。我が国では，主に自動車騒音を対象とした「騒音に係る環境基準」の

他，「新幹線鉄道騒音に係る環境基準」，「航空機騒音に係る環境基準」のそれぞれによって騒

音レベルの基準値が定められ [1]，基準値を満たすための騒音対策 (必要に応じた遮音壁の設

置など) が行われている。その一方，環境基準の達成状況としては，自動車騒音の常時監視

結果が国立環境研究所により公開されている [2] ものの，その監視結果は道路沿線に限られ，

任意の地点における騒音状況の把握には程遠いのが現状である。 

	
 一方，諸外国に目を向けると，騒音対策の先進国である欧州連合 (EU) では，我が国以上

に騒音が人々の生活や健康に悪影響を及ぼすとの認識のもと，様々な騒音政策が実施されて

いる。EUでは，2002年の EU指令 [3] により，ある規模以上の地域に対する騒音マッピング

の実施と，その中で見出された騒音に係る課題や影響を管理するためのアクションプランの

実行を 5年毎に繰り返すことが指示された。EU指令に基づき，騒音伝搬予測モデルの開発や，

伝搬予測モデルを用いた騒音マッピング，さらにモデルの実際の適用を支援するための技術

ツールの開発などが，今に至るまで継続的に行われている [4]。騒音マップは，騒音レベルの

実測値ではなく，騒音伝搬予測計算に基づき作成される。実測値のマッピングとなると，都

市域全体に騒音測定装置を設置する必要があり現実的ではないが，推計値を算出することで，

道路沿線のみならず，面的な騒音評価が可能となっている。 

	
 EU でこのような騒音政策が盛んな背景として，騒音は人々に不快感を与えるだけでなく，

睡眠障害や，心臓血管系への影響といった健康影響を引き起こす可能性があるとの認識が強

いことが理由として挙げられる。WHO 欧州事務局は 2018 年に環境騒音ガイドライン [5] を

発表し，「環境騒音は，健康影響リスクが生じる最も重要な環境要因のうちのひとつである」

と述べている。当ガイドラインでは，騒音曝露による健康影響に関する科学的知見を世界中

から収集した上で精査し，音源ごとに図 1.1 のような量反応関係を示している。そして，そ

れらの知見をもとに，自動車騒音，鉄道騒音，航空機騒音，風車騒音，娯楽関連騒音のそれ

ぞれに関する勧告値を定めている。 

	
 ここで我が国の環境基準に話を戻すと，我が国の環境基準は「生活環境を保全し，人の健

康の保護に資する上で維持されることが望ましい基準」として定められている。しかしなが

ら，近年の騒音に関する訴訟に対する判例において「受忍限度論」が採用されていることか
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らも，環境基準は実質的には「生活妨害」を対象とした基準値として扱われており，騒音に

よる「健康影響」からの住民の保護を目的とした EU のガイドラインとは根本的な相違があ

る [6]。文献 [6] によると，我が国の環境基準値は多くの場合で EU のガイドラインの勧告値

を上回り，このことは我が国の環境基準値では健康影響が生じ得ることを示唆する。このこ

とからも，今後は我が国でも，騒音を「どの程度我慢できるか」という基準で考えるだけで

なく，健康被害という視点から考えることも必要と考えられる。 

 

 
図 1.1	
 量反応関係の概念図 (図中%HAは percentage of the population “highly annoyed”を表す) 

 

 

1.1.2   現状の騒音伝搬予測モデルの問題点  

	
 騒音伝搬計算による騒音レベル推計は，適切な騒音対策を実施するために有効であり，重

要な役割を担う。騒音伝搬予測モデルは，各国の国情に即したモデルがそれぞれの国で作成

されており，例えば我が国では道路交通騒音予測モデルとして「ASJ RTN-Model」[7] が開発

されてきた。ASJ RTN-Model では，図 1.2 に示すような，騒音源である自動車の音響的パワ

ーの発生から受音点までの伝搬に至る過程が細かくモデル化されている。 

 

 

図 1.2	
 騒音伝搬に影響を及ぼす各要素 

騒音レベル

%
H
A

気温，湿度

音源

障害物
( 建物等 )

受音点

距離

風

地表面
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 騒音伝搬計算は，音源系および伝搬系の二つに大別される。このうち音源系は，5 年ごと

のモデルの改訂とともにより詳細にモデル化されてきた。自動車音源のパワーレベル算出式

に関しては，自動車の車種や指向性，路面性状などによる影響を考慮する係数が多数存在す

るが，それらは 0.1 dB単位でモデル化されている。その一方，伝搬系については，伝搬の途

中で受ける気温や湿度，降雨や風といった自然現象の影響はモデル化が困難であり，今日ま

でに厳密なモデル化がされてこなかった。しかしながら，気温や湿度，降雨や風によって，

騒音レベルが変動することは，これまで多数の実測実験等により明らかにされている。図 1.1

のような量反応関係を導出するにあたっては，騒音曝露量推定には 1 dBの精度が求められる 

[8] と言われる中で，より高精度な伝搬計算モデルの構築，とりわけほとんど未着手である伝

搬系における自然現象の影響の正確なモデル化は急務である。 

	
 伝搬系における自然現象の影響の中で，重要でありながら詳細なモデル化が未着手な要素

として，地面が音を吸収する程度を表す「地表面音響特性」がある。地表面での音の吸収量

が多ければ，音は減衰し伝搬しにくくなるが，反対に地表面での音の吸収量が少なければ，

音は良く伝搬する。土の音響特性は，土壌水分量によって変化することがこれまでに多数の

実験室実験にて確かめられてきた。これらの研究によると，土壌水分が多いほど，つまり土

中の空隙が水で満たされているほど，音は吸収されにくい。すなわち，地表面音響特性は同

一地表面においても気象  (降水等 ) により変化すると考えられる。一方，現行の ASJ 

RTN-Modelでは，僅か 4種の地表面に対して，音響特性量の一種である実効的流れ抵抗の値

が定数として与えられているに過ぎない。4値しか存在しない現行の ASJ RTN-Modelによる

地表面音響特性は，地表面状態によって様々に異なる現実の地表面音響特性と乖離している

ことは明らかである。しかしながら，実験室にて水分量を精密に制御した実験下ではなく，

実際の気象の影響を受ける実地表面における地表面音響特性の変動の程度は未知であるため，

気象等の影響を受けて日〜週単位から月〜季節単位まで，様々な時間スケールで複雑に変動

する地表面音響特性は，これまでモデル化されてこなかった。 

 

 

1.1.3   環境騒音伝搬予測における経時変化考慮の必要性  

	
 騒音レベルは近年，瞬時値よりも，時間平均曝露量で評価される傾向がある。例えば先の

EUにおける環境騒音ガイドラインでは，騒音評価指標として，EU指令に基づき，時間帯補

正等価騒音レベル Lden (den: day-evening-night) および夜間等価騒音レベル Lnightが採用されて

いる。ここで Ldenとは，昼間，夕方，夜間の時間帯別に騒音の影響に関する重み付けをして

評価した 1 日にわたる等価騒音レベルである [9]。また，EU では騒音による健康影響が重要

視されているが，健康影響の評価のためには，騒音の瞬時値よりも，長期にわたる騒音曝露

の総量を把握する必要がある。このように，騒音の時間変動の解明が近年求められている。 
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1.2   研究の目的  

	
 以上の背景を踏まえ，本研究では，騒音伝搬予測に関わる要素の中でも未だ詳細なモデル

化がされていない地表面音響特性に着目し，その経時変化モデルを構築することを本研究の

目的とする。また，将来的には騒音マップを作成することを念頭に置き，地表面音響特性の

空間分布を推定する。地表面音響特性の空間分布と，経時変化モデルを組み合わせることで，

地表面音響特性の時空間変動の推定を試みる。 

 

 

1.3   地表面の音響特性に関わる物理量  

	
 地表面の音響特性に関わる物理量はいくつか存在する。本節では，話を地表面に限定せず，

より一般的な「媒質，試料」まで含めて，それらの音響特性に関わる物理量をまとめる。 

 

■ インピーダンス 

	
 音場中のある点における，音圧と粒子速度の比を音響インピーダンスという。すなわち，

音圧を p，粒子速度を vとした場合，音響インピーダンス Zは以下で表される。 

 𝑍 =
𝑝
𝑣

 (1.1) 

	
 特性インピーダンス Zcは，定常状態の音波が媒質中を伝搬するときの，媒質中のある点で

の音圧と粒子速度の比で定義される。一方，表面インピーダンス Zsは，試料表面の音圧と粒

子速度の比で定義される。特性インピーダンスは試料固有の値をもつが，表面インピーダン

スは試料表面で観測される値であることに注意が必要である。例えば，図 1.3のように厚さ d

の試料が剛壁上に設置された場合，試料の特性インピーダンスは試料背面の剛壁の有無に関

わらず固有の値であるが，表面インピーダンスは試料背面の剛壁からの反射音も考慮した値

となる。すなわち，特性インピーダンスは試料固有の特性を表す一方，表面インピーダンス

は試料設置条件も含めた音響特性を表す。地表面においては，十分に湿った地面の上に積雪

がある場合や，地面の層が 2 層以上あることを考慮する場合等には，特に特性インピーダン

スと表面インピーダンスを区別して用いる必要がある。 

	
 剛壁上に厚さ d の試料が密着して設置された場合，平面波の垂直入射における試料の特性

インピーダンス Zcと表面インピーダンス Zsの関係は，次式で表される[10]。 

 𝑍% = 𝑍&	
  coth	
  𝛾𝑑 (1.2) 

ここで γは伝搬定数である。 
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図 1.3	
 剛壁上に設置された厚さ dの媒質 

 

	
 また，特性インピーダンスおよび表面インピーダンスを，空気密度 ρ および空気中での音

速 cの積 ρcで割って基準化したものを，それぞれ特性インピーダンス比，表面インピーダン

ス比とよぶ。すなわち，特性インピーダンス Zcと特性インピーダンス比 zc，表面インピーダ

ンス Zsと表面インピーダンス比 zsの関係は以下となる。 

 𝑧& =
𝑍&
𝜌𝑐
	
  , (1.3) 

 𝑧% =
𝑍%
𝜌𝑐
	
   (1.4) 

 

 

試料

剛壁

音波

厚さ d
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■ 吸音率 

	
 材料に入射する音のエネルギーを Eiとすれば，図 1.4のようにそのエネルギーの一部 Erが

反射し，一部 Eaが材料中に吸収され，残りの Etが透過すると大別できる [11]。すなわち，Ei, 

Er, Ea, Etの関係は以下である。 

 𝐸3 = 𝐸4 + 𝐸6 + 𝐸7 (1.5) 

このとき吸音率 αは， 

 𝛼 =
𝐸3 − 𝐸4
𝐸3

=
𝐸6 + 𝐸7
𝐸3

 (1.6) 

で定義され，反射音以外はすべて吸音と考える。 

 

 
図 1.4	
 入射音に対する反射・吸収・透過音の模式図 

 

 

■ 流れ抵抗 

	
 流れ抵抗とは，試料中の空気の流れにくさを表す量であり，ISO (International Organization for 

Standardization: 国際標準化機構) にて流れ抵抗の測定方法が定められている [12]。流れ抵抗

の測定法には，直流法と交流法があるが，以下では直流法を例にとり，測定法の原理を説明

する。 

	
 図 1.5 に，直流法による試料の流れ抵抗の測定模式図を示す。直流法では，円形または方

形の管に試料を取り付け，管内に一方向の気流を生成させる。試料両面の空気の圧力差Δp 

[Pa] によって，試料中に体積気流速度 qV [m3/s] の流れが生じた場合，airflow resistance (R [Pa 

s/m3] ) は以下で定義される。 

 𝑅 =
∆𝑝
𝑞=

 (1.7) 

	
 ISO では，流れ抵抗を表す量として，R の他に，qV を流れに対して垂直方向の試料の断面

積 A [m2] で除して気流速度とした specific airflow resistance RS [Pa s/m] 

 𝑅> =
∆𝑝
𝑞=/𝐴

= 𝑅𝐴 (1.8) 

Ei
Er

Ea

Et

材料
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や，RSを流れ方向の試料の長さ d [m] で除して試料の単位厚さあたりとした airflow resistivity r 

[Pa s/m2] 

 𝑟 =
𝑅>
𝑑

 (1.9) 

を定義している。本研究では，この airflow resistivityを流れ抵抗と称する。 

 

 
図 1.5	
 直流法による流れ抵抗測定の模式図 (ISO 9053規格書 [12] より抜粋) 

 

	
 一般に，流れ抵抗が大きい試料中は空気が流れにくく，したがって音も伝わりにくい。こ

のように流れ抵抗は，試料中の空気の流れにくさを表す量であると同時に，試料中の音の伝

わりにくさを表す量としても用いられる。 

 

■ 実効的流れ抵抗 

	
 地面は，一般に無限厚さであるため，多孔質試料のように空気を通して実験的に流れ抵抗

値を求めることはできない。そこで，地表面上で音圧等を測定し，スペクトル特性 (直接波

と反射波の干渉によるディップなど) や超過減衰量の距離による変化などを求め，それらの

測定値に対して，理論式によって求まる理論値がもっとも良く一致するときの理論式中の流

れ抵抗の値を，特に実効的流れ抵抗とよぶ [13]。媒質中の流速と圧力差から直接測定される

流れ抵抗と，Miki [14] などにより提案されているインピーダンスモデル中での役割は同じで

あるが，超過減衰から算定される量を特に区別して実効的流れ抵抗とよぶ。 

	
 理論式の中で，インピーダンスを与える部分では，インピーダンスモデルを用いる。イン

ピーダンスモデルとして用いられるモデル式の例として，Delany–Bazley モデルや Miki モデ

ルなどがあるが，モデル中の流れ抵抗の単位には注意が必要である。例えば Delany–Bazley

モデルが提案されている文献 [15] では，式中の流れ抵抗の単位は g / (s・cm3) であり，これ

は CGS 単位系である。一方 Mikiモデルが提案されている文献 [14] では，式中の流れ抵抗の
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単位は Pa・s / m2 = N・s / m4 であり，これは SI単位系である。両者間には，1 g / (s・cm3) = 1000 

Pa・s / m2 = 1 kPa・s / m2の関係が成り立つ。 

	
 流れ抵抗と実効的流れ抵抗は，上述の通り，厳密には異なる量である。しかしながら，「実

効的流れ抵抗」が単に「流れ抵抗」と呼ばれることも多い。 

 

1.4   関連する既往研究  

1.4.1   地表面音響特性の現場測定法に関する研究  

	
 騒音伝搬予測モデルを用いて高精度な伝搬予測をする際には，地表面音響特性の正確な把

握が重要であり，地表面音響特性を測定する手法が複数提案されている。例えば Cramondら 

[16] は，インパルス音を放射し，2受音点で記録された波形から入射波と反射波を時間軸上で

分離し，両者の比から音圧反射係数を求めてインピーダンスを算出する手法を提案している。

また，Takahashiら [17] は，複数の音源をランダムに動かして 2本のマイクロホンに音を乱入

射させて表面音響特性を測定する Environment Anonymous (EA) 法を提案した。EA法は主に

我が国において盛んに研究がなされており，開発段階の吸音材の性能評価 [18] や地表面音響

特性測定 [19] などに適用されている。この他にも表面音響特性の現場測定法は数多く提案さ

れているが，ISO (International Organization for Standardization，国際標準化機構) や ANSI 

(American National Standards Institute，米国国家規格協会) は，表面音響特性現場測定法を規格

化している。ISOは，自由音場にてマイクロホンに音を垂直入射させて測定を行う ISO 13472-1 

[20] と，地面に音響管を立てて測定を行う ISO 13472-2 [21] の 2手法を定めている。ANSIは，

2マイクロホンに対して音源からの音を斜入射させて測定を行うAnsi s1.18 [22] を定めている。 

 

1.4.2   土に関する物理量と音響特性の関係についての研究  

	
 一方，土に関する様々なパラメータ (土壌水分，土質，ポロシティ等) によって変化しうる

地表面音響特性を定量化するために，多くの試みがなされてきた。例えば，土の空隙率や水

分量といった条件を精密に制御した上で音響特性を測定する実験室実験が多数行われてきた。

Yangら [23] は，土の乱入射吸音率を，植生の有無や土壌水分といった条件を変化させながら

残響室で測定し，これら条件の違いにより吸音率が変化することを示した。Horoshenkov ら 

[24] は，音響管を用い，粗い砂および細かい砂を対象として飽和度を変化させながらアドミ

ッタンス (インピーダンスの逆数) を測定した。その結果，飽和度がわずかに変化しただけで

も，アドミッタンスの測定値は大きく異なることを示した。また，Cramond ら [25] は，実験

室ではなく実際の屋外地表面にて土壌水分量を変化させ，文献 [16] の手法により地表面イン

ピーダンスを測定し，土壌水分量の違いによる地表面音響特性の違いを明らかにしている。

そして，こういった測定から，実効的流れ抵抗やポロシティをパラメータとして用いた，屋

外での地表面インピーダンスのモデルが導出されている [26, 27]。これらの研究では概して，

土壌水分量が多いと，土の吸音率は小さいことが示されている。 
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1.4.3   地表面音響特性の季節変化や日変化に関する研究  

	
 前項で述べた実験室実験および現場測定では，ある特定の土壌水分量に対する地表面音響

特性を測定している。しかしながら，土壌水分は，降水や気温といった気象の変化によって

変化すると考えられる。ここで気象は日単位，月単位，季節単位などの様々な時間スケール

で変化するため，それに伴い地表面音響特性も様々な時間スケールで変化することが予想さ

れる。Guillaumeら [28] や Renterghemら [29] は，季節変化や日変化による地表面音響特性の

変化を次のように調べている。Guillaumeらは，人工芝，芝地，草地の 3種の地表面を対象と

し，夏 (5月下旬) および冬 (12月中旬) に地表面インピーダンスの現場測定を実施した。夏

は地面が乾いており，冬は降雨のため地面が湿っている状態であった。地表面音響特性測定

結果から地面の流れ抵抗を推定したところ，3 種類すべての地面において，夏より冬のほう

が流れ抵抗が大きく，すなわち地面はより音響的に反射性であった。また Renterghem らは，

降雨に対する屋上緑化屋根の音響特性を，46日間の測定を通して調べた。降雨量と緑化屋根

の土壌水分を継続的に観測する傍ら，建物下に設置したスピーカから試験用信号を放射し，

スピーカ付近の参照用マイクロホンと，緑化屋根の表面付近のマイクロホン間の減衰を測定

した。その結果，降雨によって土壌水分が増加すると，中音域における音の減衰量が減少す

ることがわかった。 

	
 上述の Guillaume らの調査は，5 月下旬と 12 月中旬という，ある特定の時期においてイン

ピーダンスを測定したものであり，夏から冬にかけての地表面インピーダンスの連続的な変

化は調べていない。また Renterghemらの研究は，46日間という連続した期間での測定ではあ

るものの，この研究での音の減衰量には，緑化屋根の土の吸音だけでなく，屋根の縁での回

折減衰も含まれている。したがって，この研究結果の適用は，建物の屋上に類似した状況に

限られる。 

 

	
 このように，これまで地表面音響特性に関して行われてきた多くの研究は，ある特定の地

面の状況に対する地表面音響特性を測定しているという点において，時間的にピンポイント

であった。また，多くの研究により様々な地表面の音響特性が明らかとなっているが，それ

らはあくまで空間的にピンポイントであるものの集合であり，地表面音響特性の実際の連続

的な空間分布を推定するには至っていない。そこで，本研究にて，地表面音響特性の長期間

にわたる経時変化および連続的な空間分布を明らかにする。 

 

 

1.5   本論文の構成  

	
 図 1.6に本論文の構成を示す。 

	
 本章に続く第 2 章では，地表面音響特性の経時変化に関する基礎的検討として，1 箇所の
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地表面を対象とした気象・土壌水分・地表面音響特性の長期測定を行う。その結果から，長

期にわたるこれらの変動の程度を把握する。また，地表面音響特性の経時変化に影響する気

象要素を選定し，当該気象要素から地表面音響特性を推定するモデルを構築し，モデルの検

証を行う。 

	
 第 3章では，第 2章での検討内容を複数地表面種に展開する。地表面種ごとに，第 2章で

構築した経時変化モデルの適用を試み，モデル定数の導出を行う。 

	
 第 4 章では，地表面音響特性の空間分布を推定することを目的とし，広域における地表面

種類分布の把握を行う。そのために航空画像を撮影し，撮影画像から地表面種類分類を行う。

地表面分類時の条件に関する諸検討を行い，最も精度のよい地表面分類結果が得られる条件

を導出する。当該条件を用い，航空画像内に定める推定エリアを対象として地表面分類を実

施する。 

	
 第 5 章ではまず，第 3 章までに導出された複数地表面種における地表面音響特性経時変化

モデルに対して 1 年分の気象データを与え，地表面音響特性の年間変動を地表面種ごとに計

算する。その計算結果と，第 4 章にて推定された広域の地表面種類分布を組み合わせ，地表

面音響特性マップを作成する。 

	
 第 6 章では，第 5 章で作成した地表面音響特性マップを用いた騒音伝搬計算を行う。計算

ケースを定め，地表面音響特性の経時変化および空間分布を考慮する場合と考慮しない場合

において伝搬計算を実施し，結果を比較する。 

	
 第 7章ではこれまでの内容を総括し，今後の展望を述べる。 
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図 1.6	
 本論文の構成 
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第 2章 

地表面音響特性の経時変化のモデル化に関する基礎的検討 
 

 

2.1   目的  

	
 第 1 章で述べた通り，地表面音響特性は図 2.1 に示すように，地面を構成する土の水分量

により変化することが知られており，土の水分量は降水等の気象要素による変化が推測され

る。そこで本章では，研究の基礎的段階としてある 1 箇所の地面を対象とし，気象，土壌水

分，地表面音響特性を定点で継続的に観測および測定し，これらの変動の程度を把握する。

さらに測定結果を用いて，気象要素から地表面音響特性を算出するモデルを導出する。 

 

 
図 2.1	
 気象・土壌水分・地表面音響特性の関係 

 

 

2.2   測定概要  

2.2.1   測定対象地  

	
 測定は，図 2.2 に示す，新潟大学五十嵐キャンパス内の災害復興科学センター脇を対象地

として行う。対象地は海岸から約 1 km離れた箇所に位置し，砂質土が広がる。図 2.3, 図 2.4

にそれぞれ測定場所の鳥瞰図および平面図を示す。図 2.3, 図 2.4中の X, Y, Zは，後に詳しく

述べるが，気象観測や土壌水分計測，地表面吸音率測定の実施箇所である。 

 

地表面音響特性

土壌水分

気象 騒音源

影響

影響
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図 2.2	
 測定対象地 (国土地理院の基盤地図情報ダウンロードサービス [30] からの入手デー

タにより作成) 

 

 

図 2.3	
 測定場所の鳥瞰図 
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図 2.4	
 測定場所の平面図 

 

2.2.2   測定対象地の土質  

	
 測定対象地の土質分析は，後述の土壌水分計測や地表面音響特性測定の結果と土質を結び

つけてて考える上でも，本研究の適用範囲を明確にする上でも重要である。そこで，以下で

はまず，土の基本的な構成や土の状態を表す諸量について文献  [31]  を参考に述べたのち，本
研究における測定箇所を対象とした粒径組成分布および砂質土の深さについて述べる。 

 

■ 土に関する基本的事項 

	
 土は図 2.5のように，土粒子，水，空気の 3つの要素から構成されている。ma, Vaはそれぞ

れ空気 (air) の質量と体積，mw, Vwはそれぞれ水 (water) の質量と体積，ms, Vsはそれぞれ土

粒子 (solid) の質量と体積，Vvは間隙 (void) 部分，すなわち，空気部分と水部分の合計の体

積を表す。また，m, Vはそれぞれ土全体の質量と体積を表す。ここで，空気の質量は無視で

きると考えると，ma = 0となり，したがって間隙部分の質量は水の質量 mwに等しいと考えら

れる。 

	
 土の含水比 w (土粒子の質量に対する水の質量の割合)，間隙率 n (土全体の体積に対する間

隙部分の体積の割合)，飽和度 Sr (間隙部分の体積に対する水の体積の割合)，体積含水率 θ (土

全体の体積に対する水の体積の割合) をそれぞれ式で示すと，以下の通りとなる。 

 𝑤 =
𝑚$

𝑚%
×100	
  	
   % , (2.1) 

Y
X
Z

0 5 20 [m]10
N

Building

Road
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 𝑛 =
𝑉.
𝑉
×100	
  	
   % , (2.2) 

 𝑆0 =
𝑉$
𝑉.
×100	
  	
   % , (2.3) 

 𝜃 =
𝑉$
𝑉
×100	
  	
  [%] (2.4) 

 

 

図 2.5	
 土の構成図 

 

	
 土は，様々な形，色，大きさの土粒子の集合体である。この土粒子の大きさと散らばり具

合，すなわち粒度分布は，土を分類する上での重要な因子である。粒径による区分は図 2.6に

示すように，大きく分けると粒径が 75 mm以上のものを岩石質材料，75 mm未満のものを地

盤材料という。また，それぞれの粒径の範囲によって，石，礫，砂，シルト，粘土と区分さ

れ，砂と礫の 0.075〜75 mmの範囲のものを粗粒分，シルト以下の 0.075 mm未満の大きさを

持つ土を細粒分と区分けされている。 

 

 

図 2.6	
 粒径による区分と名称 

 

■ 粒径組成分布の調査 

	
 土粒子の粒径組成を，JIS A 1204の「土の粒度試験方法」[32]  に従って調べる。粒径組成を
調べるには，通常，ふるい分析および沈降分析を実施する。ただし，結果の詳細は後述する

が，本測定で対象とした土の粒径は主に 0.075 mm以上であるため，本研究では沈降分析は省

略し，ふるい分析を以下に示す手順に従って実施する。 

mw

ma = 0

ms

Vw

Va

Vs

m
Vv

V

土粒子

水

空気

(solid)

(water)

(air)

体積 質量

粘土 シルト
細砂 中砂 粗砂 細礫 粗礫中礫 粗石 巨石

砂 礫 石

細粒分 石分

岩石質材料

粗粒分

地盤材料

0.005 0.075 0.250 0.85 2 4.75 19 75 300

粒径 [mm]
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1.   対象箇所の湿潤土を採取し，それを乾燥させることにより，ms [g]  の絶乾状態の試料を
用意する。 

2.   ms [g]  の乾燥試料を，目開き 2 mmのふるいによってふるい分けする。 

3.   目開き 2 mmのふるいに残留した試料について，目開き 2 mmのふるい上で水洗いし，2 

mm以下の土粒子を洗い流す。その後試料を乾燥させ，質量を測定する。 

4.   目開き 2 mmのふるいを通過した試料について，目開き 75 µmのふるい上で水洗いし，

75 µm以下の土粒子を洗い流す。その後試料を乾燥させる。 

5.   目開き 2 mmのふるい通過，目開き 75 µmのふるい残留分に対するふるい分析を行う。

ふるいは，目開きが 850 µm, 425 µm, 250 µm, 106 µm, 75 µmのものを順番に用い，各ふる

い (目開き di) に残留した試料の質量 m(di) [g]  を測定する。 

6.   以上により測定した，各ふるいに残留した試料質量から，粒径 diに対する通過質量百分

率 P(di) [%]  を下式により計算する。 

 𝑃(𝑑7) = 1 −
𝑚(𝑑7)
𝑚%

×100	
  	
  	
  [%] (2.5) 

ここで Σ m(di)  は目開き di以上のすべてのふるいについて，m(di)  の総和をとったもので
ある。 

 

 

	
 表 2.1に，本測定対象地の土の粒度試験結果として，各ふるいの残留試料質量 m(di) [g], 加

積残留試料質量 Σ  m(di) [g], 通過質量百分率 P(di) [%]  を示す。図 2.7に，粒径 d [mm]  に対す
る通過質量百分率 Pd [%]  を示す。これより，試験に使用した試料は中砂を多く含む土である
ことがわかる。 

 

表 2.1	
 測定された m(d), Σ  m(d), P(d) 

ふるい目開き 

d [mm] 

残留試料質量 

m(d) [g] 

加積残留試料質量 

Σ  m(d) [g] 

通過質量百分率 

P(d) [%] 

  	
 	
 2  0.5  0.5 99.5 

  	
 	
 0.85  0.4  0.9 99.1 

  	
 	
 0.425  4.5  5.4 94.6 

  	
 	
 0.250 45.9 51.3 48.7 

  	
 	
 0.106 32.0 83.3 16.7 

  	
 	
 0.075  1.3 84.6 15.4 
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図 2.7	
 対象土の粒径加積曲線 

 

■ 砂質土の深さの調査 

	
 地面は一般に，いくつかの土壌の層が水平に積み重なっている。対象地の地表面付近は砂

質土であるが，この砂質土の層の深さを以下の 2手法より調べる。1つ目の手法として，スコ

ップで地面を掘り進める。砂質土とは異なる土質の土が露出したら，地表面からの深さをコ

ンベックスで測る。このとき，地表面にテグスを張ることで，地表面の位置出しを行う。こ

の作業を，互いに 1–2 m 程度離れた 2 箇所にて行う。2 つ目の手法として，ステンレス管を

ゴムハンマーで地面に埋め込む。埋め込んだステンレス管を取り出すことで，土をサンプリ

ングする。その後管内の土を取り出し，地表面からの砂質土の深さを調べる。ステンレス管

は，内径 29 mm，長さ 200 mmのものを用いる。 

	
 結果として，スコップで地面を掘り進めると，いずれの箇所においても，砂質土の層の下

に，粘土質の層が露出した。地表面から粘土質層の露出面までの深さをコンベックスで測っ

たところ，1箇所目が深さ 19.5 cm，2箇所目が深さ 21.5 cmであった。また，上記 2箇所とは

別の箇所の地面にステンレス管を埋め込み，ステンレス管の中身を取り出して地表面からの

砂質土の深さを調べたところ，砂質土の深さは 16 cmであることがわかった。以上 3箇所で

の計測結果の平均から，本測定対象地の砂質土の深さは約 19 cmである。 

 

2.2.3   気象の観測  

	
 気象は，既設の複合気象センサ (WXT520; Vaisala) で観測した。WXT520 の設置状況を図

2.8に示す。センサ部分は，地表面から高さ約 2 mの位置に設置されている。WXT520では，

風向，風速，降水，気圧，気温，湿度の 6 つの気象要素の観測が可能である。このうち降水

については，降雨量，降雨継続時間，降雨強度のほか，降ひょう量，降ひょう継続時間，降ひ

ょう強度が観測可能であるが，降雪は観測できない。WXT520 で観測される気象要素とその

特性のうち，主要なものを表 2.2に示す。 
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図 2.8	
 WXT520の設置状況 

 

表 2.2	
 WXT520の仕様  [33] 

気象要素 特性 説明/値 

気圧 測定範囲 600〜1100 hPa 

精度 ± 0.5 hPa (0～+30 °Cにて)，± 1 hPa (–52～+60 °Cにて) 

分解能 0.1 hPa 

気温 測定範囲 –52～+60 °C 

精度  ± 0.3 °C (センサエレメント+20 °Cにおいて) 

分解能 0.1 °C 

相対湿度 測定範囲 0～100 %RH 

精度 ± 3 %RH (0～90 %RHにて)，± 5 %RH (90～100 %RH

にて) 

分解能 0.1 %RH 

降雨 収集面積 60 cm2 

野外の日毎累積量精度 5 %*以内，天候による 

分解能 0.01 mm 
* この現象の性質から，降雨量の読みには空間的な相違による偏差が，特に短期間の場合

に生じ得る。精度の数値には風によって生じ得る誤差は含んでいない。 
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 WXT520 により，図 2.3 中の点 X において，1 分毎に前述の気象要素を観測する。観測さ

れた気象要素のうち，相対湿度は，前日の吸音率測定開始時刻から当日の吸音率測定開始時

刻までの期間で平均し，その日の相対湿度とする。降雨量は，相対湿度と同じ期間で累積し，

その日の降雨量とする。気温は，土壌水分の蒸発量に関わると考えられるが，夜間は日中よ

りも気温が低いため，土壌水分の蒸発量は日中よりも明らかに少ないと考えられる。ここで

気象庁によると，府県天気予報においては図 2.9 のように１日の時間細分図が定められてお

り，「日中」は「午前 9時頃から 18時頃まで」と定義されている [34]。これに従い，前日の吸

音率測定開始時刻から当日の吸音率測定開始時刻までの期間のうち，18時 00分から翌日の 8

時 59分までの区間を除いた日中だけの気温を平均し，その日の気温とする。 

 

 
図 2.9	
 一日の時間細区分 (文献  [35]  に掲載されていた図をもとに再構成) 

 

 

2.2.4   土壌水分の計測  

	
 地面の土壌水分を，埋設型土壌水分センサ (SM150; Delta-T社) にて計測し，SM150による

計測データを防水型土壌水分計測ロガー (MIJ-12; 日本環境計測株式会社) にて記録する。

SM150の仕様を表 2.3に示す。SM150は，地表面から深さ 10 cmの位置に水平に挿し，土壌

水分を 5分ごとに計測する。埋設した SM150による計測データを記録するロガーは，図 2.10

のように，地面に打ち込んだ木の杭に固定することで地上に設置する。 

	
 土壌水分は，点 Yにて 2014年 10月 3日から計測を開始した。ただし，点 Yにて工事が行

われたため，2014年 11月 1日からは計測点を点 Zへと変更している。点 Y, Zの地表面性状

を図 2.11に示す。音響特性測定中 (20分程度) に観測された土壌水分の平均を，その日の代

表結果とする。 
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表 2.3	
 SM150の仕様  [36] 

精度 ±3.0 % (0〜70 %，0〜60 °Cにて) 

測定範囲 0〜100 % (ただし，70 %以上では測定精度が低下) 

出力電圧 DC 0〜1 V (0〜0.6 m3/m3) 

供給電圧 DC 5〜14 V (18 mA for 1s) 

使用温度範囲 –20～+60 °C 

設置環境 防水設計 IP68相当 

 

 
図 2.10	
 水分計設置状況の立面模式図 

 

	
  
図 2.11	
 (a) 点 Y，(b) 点 Zの地表面性状 

 

	
 SM150は，土壌中の誘電率を計測し，それを電圧として出力する。SM150のマニュアル [36] 

によると，一般的なミネラル土壌の場合，出力電圧 V [V] のときの体積含水率 θは下式によ

り算出される。 

100 mm
Ground surface

Soil moisture sensor (SM150; Delta-T)

Data logger
(MIJ-12; Environmental Measurement Japan)

Wooden pile

100mm 100mm

(a) (b) 



第 2章	
 地表面音響特性の経時変化のモデル化に関する基礎的検討 

 – 28 – 

 
𝜃 = (−0.0714 + 1.7190𝑉 − 3.7213𝑉A + 5.8402𝑉D − 4.3512𝑉E

+ 1.2752𝑉F)×100	
  	
  [%] 
(2.6) 

	
 前述の通り，体積含水率は土全体の体積に対する水の体積の割合を表す量である。ここで，

地面に入射する音のエネルギーは土中の空隙にて消費されることを考慮すると，体積含水率

よりも，間隙部分の体積に対する水の体積の割合を表す飽和度のほうが，地表面音響特性と

土壌水分の関係を良く表すと考えられる。そこで，本研究では，土壌水分を表す物理量とし

て飽和度を用いる。 

	
 飽和度 Srは，体積含水率 θおよび間隙率 nを用い，式 (2.2), (2.3), (2.4) から以下の式で求ま

る。 

 𝑆0 =
𝜃
𝑛
×100	
  	
  	
  [%] (2.7) 

すなわち，間隙率 nが分かれば，体積含水率 θと飽和度 Srの相互の変換が可能である。nは，

以下の手順により求める。 

1.   対象地面の土をそのままの状態でサンプリングし，体積 Vを算出する。 

2.   土をサンプリング容器から取り出し，絶乾状態とする。 

3.   体積 Vsが未知である絶乾状態の土と，体積 Vwaterが既知である水をメスシリンダーに入

れ，全体の体積 Vallを読み取る。これより，土粒子の体積は Vs = Vall – Vwaterで求まる。 

4.   1. から Vが，3. から Vsが求まる。式 (2.2) において Vv = V – Vsとし，nを以下により求

める。 

 𝑛 =
𝑉 − 𝑉%
𝑉

×100	
  	
  	
  [%] (2.8) 

 

	
 手順 1. におけるサンプリングは，内径 29 mm，長さ 140 mmのステンレス管を，ゴムハン

マーを用いて地面に直接打ち込み，打ち込んだ後で園芸用こてを用いてステンレス管を掘り

出すことにより実施した。サンプリングした試料は，ステンレス管の上部から 7 mm ほど下

までに収まっていた。管の内径と長さから，採取した土の全体積 Vは以下より求まる。 

 𝑉 =
29
2

A
×𝜋×(140 − 7) = 87849	
  	
  [mmD] ≅ 88	
  	
  [ml] (2.9) 

	
 また，先に示した，間隙率を求める手順の 2.と 3.より，土粒子の体積 Vsは 55 mlとわかっ

た。以上より土の全体積 V と土粒子の体積 Vsがわかったので，式 (2.8) に代入し，以下の通

り間隙率 nを求める。 

 𝑛 =
𝑉 − 𝑉K
𝑉

×100 =
88 − 55
88

×100 = 37.5	
  	
  [%] (2.10) 
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2.2.5   地表面音響特性の測定  

	
 地表面音響特性は，2014年 7月 25日から点 Yで測定した。ただし，点 Yにて工事が行わ

れたため，飽和度と同じく，2014 年 11 月 1 日からは測定点を点 Z へと変更している。音響

特性は，1日 1回，気象状況等にもよるが，おおよそ 15時頃に測定した。降雨時には音響特

性測定は実施していない。 

	
 地表面音響特性は，表面音響特性現場測定法の一つである EA法により測定した。EA法は，

複数個の補助音源をランダムに動かし，複数回の試行をアンサンブル平均して伝達関数を算

出し，表面音響特性を測定する手法である。以下，EA法の理論について述べる。 

	
 まず，単一音源による，入射角 θ での入射時を考える。音源は十分に遠方にあると考え，

平面波入射を仮定する。図 2.12に，単一の平面波音源に対する測定模式図を示す。時間因子

を ejωt (j: 虚数単位，ω: 角周波数，t: 時間) と仮定すると，2本のマイクロホン Mi (i = 1, 2) に

おける音圧 piは，以下で表される。 

 𝑝M = 𝑝N𝑒PQRSTU%V + 𝑝W𝑒XPQRSTU%V (2.11) 

ただし pIおよび pRはそれぞれ，マイクロホン直下の地表面上の点における入射波および反射

波の複素振幅であり，kは波数，xiは地表面–マイクロホン Mi間の距離を表す。式 (2.11) より，

入射角 θにおける音圧反射係数 rθおよび地表面インピーダンス比 zθは，以下となる。 

 𝑟V =
𝑝W
𝑝N
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
    

 =
𝑝Z − 𝑝A𝑒PQ(R[XR\)TU%V

𝑝A𝑒XPQ(R[XR\)TU%V − 𝑝Z
𝑒APQR\TU%V, 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  (2.12) 

 𝑧V =
1

cos𝜃
1 + 𝑟V
1 − 𝑟V

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  	
  	
    

 =
1

cos𝜃
𝐻ZA 1 − 𝑒APQR[TU%V − 𝑒PQ R[XR\ TU%V(1 − 𝑒APQR\TU%V)
𝐻ZA 1 + 𝑒APQR[TU%V − 𝑒PQ R[XR\ TU%V(1 + 𝑒APQR\TU%V)

 (2.13) 

ここで H12 = p2 / p1は 2マイクロホン間の伝達関数である。 

 

 

図 2.12	
 入射角 θでの単一平面波音源を用いた測定模式図 

 

x1x2

M1

M2

θ

θ

Source

Ground surface
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 ついで，実際の EA 法による測定環境のように，複数音源によりあらゆる角度からマイク

ロホンに音が入射する場合を考える。この場合，測定時のある瞬間の音波の入射角度を特定

するのは困難である。そこで簡単のため，実際の入射条件に関わらず，常に垂直入射 (すなわ

ち，cos θ = 1) を仮定する。このとき，式 (2.13) の zθは，zEAとして以下のように書き換えら

れる。 

 𝑧bc =
𝐻ZA 1 − 𝑒APQR[ − 𝑒PQ R[XR\ (1 − 𝑒APQR\)
𝐻ZA 1 + 𝑒APQR[ − 𝑒PQ R[XR\ (1 + 𝑒APQR\)

 (2.14) 

EA法による吸音率 αEAは，zEAから，以下により計算される。 

 𝛼bc = 1 −
𝑧bc − 1
𝑧bc + 1

A
 (2.15) 

 

	
 図 2.13に，実際の EA法による測定のセッティングを示す。2本の 1/2インチマイクロホン 

(UC-59; RION) を束ね，地表面–下側マイクロホン中心間距離が 15 mmとなるよう，マイクロ

ホンスタンドにより固定する。音源として 4–6個のポータブルスピーカ (Microwireless; JBL) 

を用い，それぞれにピンクノイズが収録された音楽再生プレイヤー (iPod shuffle; Apple) を接

続する。ポータブルスピーカを手に持ち，マイクロホンに対してあらゆる方向から音が入射

するよう，2マイクロホンの約 1.5 m上空でランダムに動かす。2マイクロホン間の複素音圧

比を，FFT分析器 (SA-78; RION) にて求める。上限周波数は 10 kHz，周波数間隔は 6.25 Hz，

平均回数は 150 回とする。この測定を，30 cm四方の 4点の測定点で実施する。4測定点での

平均吸音率 αEA,aveは，4 測定点でのアドミッタンスの平均 βEA,aveを用い，下式から算出する。 

 𝛼bc,e.f = 1 −

1
𝛽bc,e.f

− 1

1
𝛽bc,e.f

+ 1

A

, (2.16) 

 𝛽bc,e.f =
1
𝑛

1
𝑧bc,P

h

PiZ

 (2.17) 

ここで nは測定点の数 (n = 4) であり，zEA, jは測定点 j (j = 1, 2, 3, 4) での EA法による表面イ

ンピーダンス比である。測定対象が低吸音性の場合，各測定点におけるインピーダンスの値

は特に低周波域で大きくなり，これらの平均から吸音率を計算すると，計算上の誤差が大き

くなることがある。これを回避するために，インピーダンスの逆数であるアドミッタンスを

算出し，アドミッタンスの平均から吸音率を算出している。 
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図 2.13	
 EA法による測定模式図 

 

2.3   垂直入射吸音率の算出  

	
 EA法により測定される物理量は，乱入射時のノーマル表面インピーダンス比 zEAおよび zEA

に対応する吸音率 αEAである。これらは，より一般的な物理量として知られる，垂直入射時の

表面インピーダンス比 zおよび吸音率 αとは異なる物理量である。そこで，zEAおよび αEAを，

インピーダンスモデル，EA法の数理モデル [37]，反復法を用いてそれぞれ zおよび αへと変

換する。このとき用いるインピーダンスモデルとしては多数考えられるが，本章では Wilson

が提案したインピーダンスモデル [38] を用いる。 

	
 Wilson によると，特性インピーダンス比 zcおよび伝搬定数 γは以下の式で表される。 

 𝑧T = 	
  
𝑞
Ω

1 +
𝜅 − 1

1 + 𝑗𝜔𝜏fpq
1 −

1
1 + 𝑗𝜔𝜏.Ur

XZ/A

, (2.18) 

 𝛾 = 	
  𝑘𝑞 1 +
𝜅 − 1

1 + 𝑗𝜔𝜏fpq
1 −

1
1 + 𝑗𝜔𝜏.Ur

Z/A

 (2.19) 

ここで κは比熱比である。式 (2.18), (2.19) は，q, Ω, τvor, τentの 4つのパラメータをもつ。Wilson

は，q / Ω, τvor, τentは以下の通り近似できると述べている。 

 
𝑞
Ω
≅ 1, (2.20) 

 𝜏.Ur ≅ 	
  2.1𝜌/𝜎x, (2.21) 

 𝜏fpq ≅ 	
  3.1𝜌/𝜎x (2.22) 

ここで ρ, σWはそれぞれ空気密度，流れ抵抗を表す。式 (2.20)–(2.22) を式 (2.18), (2.19) へ代入

すると，以下が得られる。 

 𝑧T = 1 +
𝜅 − 1

1 + 𝑗3.1𝜌𝜔/𝜎x
1 −

1
1 + 𝑗2.1𝜌𝜔/𝜎x

XZ/A

, (2.23) 

 𝛾 = 𝑘 1 +
𝜅 − 1

1 + 𝑗3.1𝜌𝜔/𝜎x
1 −

1
1 + 𝑗2.1𝜌𝜔/𝜎x

Z/A

 (2.24) 

Approx. 1500

Pink noise

Loudspeakers (Microwireless; JBL)

Dimension: [mm]

Ground surface

Dual-channel FFT analyzer

(SA-78; RION)
13

15

1/2-inch microphones

(UC-59; RION)
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上式より，Wilsonによるモデルは近似を用いると，σWのみの 1パラメータで記述される。以

下では，Wilsonによる 1パラメータモデルをWilsonモデルと呼ぶ。 

	
 zEAおよび αEAの変換手順は次の通りである。まず，Wilson モデル中の流れ抵抗 σWの初期

値 σ0を設定する。式 (2.23), (2.24) の σWに σ0を代入し，zcおよび γを計算する。 

	
 地面が積雪で覆われていない場合は，地面は十分な厚さがあると考え，表面インピーダン

ス比 zsを以下により算出する。 

 𝑧% = 𝑧T (2.25) 

	
 地面が厚さ D [m] の積雪で覆われている場合は，zsは zcおよび伝搬定数 γを用いて以下で

算出される [10]。 

 𝑧% = 𝑧T	
  coth	
  𝛾𝐷 (2.26) 

	
 その後，次に述べる EA 法の数理モデルを用い，2 マイクロホン間の伝達関数の計算値 

H12, calcを求める。EA法の測定方法に倣い，nm個の補助音源をランダムに動かし，N回の試行

をアンサンブル平均して伝達関数を算出すると考える。ここで nmおよび Nは，実測時の条件

に倣い，nm = 4, N = 150とする。また，ここでの「試行」とは，高速フーリエ変換において信

号をサンプリングする回数を表す。入射音圧振幅は一定とし，測定系のノイズは無いと仮定

する。 

	
 図 2.14に，l回目 (l = 1, 2, …, N) の試行において，音源 m (m = 1, 2, …, nm) からの平面波が

入射角 θl,mで入射するときの模式図を示す。局所作用性試料に対する音圧反射係数 rl,mは，θl,m

を用いて下式で表される [10]。 

 𝑟|,} =
𝑧%cos𝜃|,} − 1
𝑧%cos𝜃|,} + 1

 (2.27) 

試行 l回目におけるマイクロホン Mi (i = 1, 2) での音圧 pi,lは，nm個の音源からの音の重ね合

わせにより表される。このとき𝑝N = 𝑒P~�,�  (ψl,m は地表面における入射波の位相) とすると，

pi,lは次式となる。 

 𝑝M,| = 𝑒P~�,� 𝑒PQRSTU%V�,� + 𝑟|,}𝑒XPQRSTU%V�,�
h�

}iZ

 (2.28) 

式 (2.28) 中の ψl,mは，各試行及び各音源につき–180°〜180°の一様乱数で与える。θl,mは，確率

密度関数 f (θ) = sin θに従い，ランダムに生成される。ここで f (θ) = sin θは，単位半径半球面

上を音源が一様に移動する場合，すなわち，単位立体角当りの入射確率が一定である場合を

表す。 

	
 pi,lを用い，2マイクロホン間の伝達関数の計算値 H12,calcは以下より得られる。 

 𝐻ZA,Te�T =
𝑝Z∗ ∙ 𝑝A
𝑝Z∗ ∙ 𝑝A

 (2.29) 

ここで*は複素共役， 𝑝Z∗ ∙ 𝑝M は次式のアンサンブル平均である。 
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 𝑝Z∗ ∙ 𝑝M =
1
𝑁

𝑝Z,|∗ ∙ 𝑝M,|

�

|iZ

 (2.30) 

	
 式 (2.29) により得られる H12,calcを用い，EA法による表面インピーダンス比 zEA,calcおよびそ

れに対応する吸音率 αEA,calcを，それぞれ式 (2.14), (2.15) を用いて計算する。 

	
 ついで，すべての周波数に対して，αEA の計算値と実測値の間の二乗平均平方根 (RMSE: 

Root Mean Square Error) を，下式により計算する。 

 RMSE =
1
𝑁�

𝛼bc,Te�T,� − 𝛼bc,�fe%,�
A

�

 (2.31) 

ここで αEA,calc,fおよび αEA,meas,fはそれぞれ，周波数 fにおける αEAの計算値と実測値を表し，Nf

は周波数 400 Hz – 4 kHzにおける離散周波数の総数，Σ記号は同離散周波数における総和であ

る。 

	
 その後，σ0よりも RMSEが小さくなる σ1を，反復的解法の一つである L-BFGS-B法 [39, 40] 

により σ1 ≥ 10–10の範囲で求める。σ1を用いて式 (2.23)–(2.31) の計算を行い，αEAおよび RMSE

を計算する。同様の過程を σ1 以降についても繰り返す。以上の計算を SciPy [41] の

optimize.minimize() 関数により繰り返し実行し，収束判定値以下となったときの σi (iは計算繰

り返し回数) を最終的な σWの推定値とする。 

	
 σWの推定値を式 (2.23), (2.24) に代入し，式 (2.23)–(2.26) を計算して zsを得る。zsから，吸音

率 αを以下より得る。 

 𝛼 = 1 −
𝑧% − 1
𝑧% + 1

A
 (2.32) 

 

 

図 2.14	
 試行 l回目における入射時の模式図 

 

	
 図 2.15 (a)–(c) に，EA 法により測定された αEA，推定された σWを用いて EA 法の数理モデ

ルから計算された αEA，σWを用いて式 (2.32) により計算された αの例を，σWの値とともに示

す。図 2.15 (a) は比較的吸音率の高い日，図 2.15 (b) は比較的吸音率の低い日の代表例として

x1x2

M1

M2

θl,m

θl,m

Source m

Ground surface
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それぞれ，2014 年 8 月 1 日，同 11 月 16 日の結果を示している。図 2.15 (c) は積雪のある日

の代表例として 2014年 12月 22日の結果を示しており，この日の積雪深は 19 cmである。図

2.15 (a)–(c) のすべてにおいて，αEAの計算値と実測値はよく一致していることから，EA法の

数理モデルは妥当と考えられる。また，αと αEAの間には，中高音域で乖離が見られる。これ

は αEAは，吸音率を表す物理量として一般的に用いられる α と異なる特性を持っていること

を示す。それゆえに，次節以降では，αEAではなく αを用いる。 

 

 
図 2.15	
 (a) 2014年 8月 1日，(b) 2014年 11月 16日，(c) 2014年 12月 22日における，αEAの

実測値および計算値，αの計算値，σWの推定値 

 



第 2章	
 地表面音響特性の経時変化のモデル化に関する基礎的検討 

 – 35 – 

2.4   長期測定結果  

2.4.1   気象，土壌水分，地表面音響特性の日変化  

	
 図 2.16に，2014年 7月 25日から 2015年 1月 24日の間に観測および測定された気象要素，

土壌水分および地表面吸音率の日毎の変化を示す。WXT520 による観測値には欠測が含まれ

るが，数時間未満の欠測であればその部分は無視して 1 日分で平均および累積を行い，数日

にわたって欠測が続く場合はその日の観測データは無しとしている。また，SM150による計

測値について，11月 6日は欠測であったが，この日の観測データは無しとしている。 

	
 図 2.16 (a) に日平均気温 Tを示す。日平均気温は測定開始時期から 12月上旬にかけて，す

なわち夏から冬にかけて緩やかに低下している。図 2.16 (b) に日平均相対湿度 φRを示す。日

平均相対湿度は測定期間を通して上下変動するが，測定期間を通してある一定の傾向は見ら

れない。図 2.16 (c) に，日積算降雨量 Rおよび各日の吸音率測定中に計測された土の飽和度 Sr

を示す。ただし降雨量に降雪量は含まれない。図より，降雨があると飽和度は急激に上昇し，

その後数日間で元の値程度まで下降する。さらに飽和度は，飽和度の計測開始時期から 12月

上旬にかけて緩やかに増加する傾向が見られ，気温とは逆の傾向を示す。これは，気温が低

下すると土中の水分の蒸発が少なくなるためと考えられる。図 2.16 (d) に，雨などによる欠測

を除いた中心周波数 250 Hz, 500 Hz, 1 kHz, 2 kHzにおける 1/3 オクターブバンド平均吸音率

αを示す。すべての周波数について，αには日変動が見られる。また，地表面吸音率は降雨が

あると急激に低下し，これは飽和度と逆の傾向である。吸音率は，測定開始時期から 11月の

終わりにかけて緩やかに下降し，おおよそ飽和度と逆の傾向である。12月および 1月に，吸

音率が急激に 1近くまで上昇しているのは，積雪によるものである。測定地点が点 Yから点

Zに変更となった影響は，飽和度および吸音率の結果からは特に見られない。 
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図 2.16 (a) 気温，(b) 相対湿度，(c) 降雨量および飽和度，(d) 中心周波数 250 Hz, 500 Hz, 1 

kHz, 2 kHzにおける地表面吸音率の日毎の変化 

 

 

2.4.2   モデル化に用いる気象要素の選定  

	
 モデル化に用いる気象要素を選定するために，図 2.17 (a)–(c) にそれぞれ日平均気温 T，日

平均相対湿度 φR，日積算降水量 Rと，飽和度 Srの散布図，回帰直線，回帰式 (x: 説明変数，
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y: 目的変数)，相関係数 rを示す。図 2.17 (a) より，気温と飽和度の間には負の相関が見られ

る。これは，気温が高いと，土中の水分が蒸発しやすく，地面が乾きやすいためと考えられ

る。一方，図 2.17 (b) に示したように，相対湿度と飽和度の間にはほとんど相関は見られない。

これは，相対湿度は，土壌水分計が埋めてある地中 10 cm の深さの土には直接的には影響を

与えないためと考えられる。また，図 2.17 (c) より，降雨量に関しては，降雨量 0 mmのとき

の飽和度のばらつきが大きいため，相関係数は小さい。これより，気温と飽和度は相関関係

をもっているが，相対湿度と降雨量はそうでないことがわかる。 

	
 しかしながら，相対湿度および降雨量は，飽和度との間に，単純な相関関係とは異なる因

果関係をもっている可能性がある。そこで，相対湿度と飽和度，および降雨量と飽和度の相

互相関係数を計算し，これらの関係を定量的に把握する。連続時間信号である二つの不規則

変動 x(t)と y(t)との間の相互相関関数 Cxy(τ) および相互相関係数 Rxy(τ) は，以下で定義される 

[42]。 

 

𝐶R� 𝜏 = 𝑥 𝑡 	
  𝑦 𝑡 + 𝜏 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  

= lim
�→�

1
𝑇

𝑥 𝑡 	
  𝑦 𝑡 + 𝜏 	
  𝑑𝑡
�/A

X�/A
 

(2.33) 

 𝑅R� 𝜏 =
𝑥 𝑡 	
  𝑦 𝑡 + 𝜏

𝑥A(𝑡) 𝑦A(𝑡)
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
   

 =
𝐶R� 𝜏

𝐶RR 0 	
  𝐶�� 0
	
 	
 	
 	
  (2.34) 

ここで τは遅れ時間である。一方，二つの離散時間信号 xnと yn (ともに n = 0, 1, 2, …, N – 1で

あり，Nはサンプル数) の相互相関関数 Cxy(m) は，次式で定義される [43]。 

 𝐶R� 𝑚 =
1
𝑁

𝑥 𝑛 ∙ 𝑦 𝑛 + 𝑚
�XZX}

hi�

 (2.35) 

ここで mはずらしの数であり，m = 0, 1, 2, …, N – 1である。Cxy(m) を 以下によって–1から 1

までで基準化し，相互相関係数 Rxy(m) を得る。 

 𝑅R� 𝑚 =
𝐶R� 𝑚

𝐶RR 0 	
  𝐶�� 0
 (2.36) 

	
 10月 4日から，積雪前である 12月 4日までの 1日ごとの相対湿度 φRおよび降雨量 Rなら

びに飽和度 Srを対象とし，相互相関係数を計算する。相互相関係数の計算にあたり，それぞ

れの時間波形から平均値を引き，さらに飽和度に関しては，前述の通り計測開始時期から 12

月上旬にかけて緩やかな上昇が見られたが，このトレンドを除去する。また，欠測である 11

月 6 日の飽和度は直線補間して求める。その後，式 (2.36) によって相互相関係数を計算し，

結果を図 2.18, 図 2.19に示す。図 2.18より，相互相関係数のピークは明瞭でなく，よって相

対湿度と飽和度に因果はない。一方図 2.19 より，相関係数は遅れ時間 0 日で最大値をとり，

ピークが明瞭であることから，降水量と飽和度は時間遅れがなく連動している。この関係は
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次節にて，単なる回帰式ではなく，単位降水量による飽和度の応答としてモデル化する。 

 

図 2.17	
 飽和度と(a) 気温，(b) 相対湿度，(c) 降雨量の散布図 

 

 
図 2.18 (a) 1日ごとの相対湿度から平均値を引いた値，(b) 飽和度から直線回帰成分を引いた

値，(c) 相対湿度と飽和度の相互相関係数。ただし𝜑�は φRの平均値を，𝑆0は Srの直線回帰成

分を表す。 
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図 2.19 (a) 1日ごとの降雨量から平均値を引いた値，(b) 飽和度から直線回帰成分を引いた値，

(c) 降雨量と飽和度の相互相関係数。ただし𝑅は R の平均値を，𝑆0は Sr の直線回帰成分を表

す。 

 

2.4.3   飽和度と地表面吸音率の関係  

	
 飽和度と地表面吸音率の関係について，図 2.20に，飽和度と，点 Yおよび点 Zにおける中

心周波数 250 Hz, 500 Hz, 1 kHz, 2 kHzの地表面吸音率の，散布図，回帰直線，回帰式 (x: 説明

変数，y: 目的変数)，相関係数 r を示す。ただし積雪時の飽和度および吸音率は除いている。

すべての中心周波数において，飽和度と地表面吸音率の間には負の相関が見られる。周波数

が上昇するにつれ，回帰直線の傾きが急になり，相関係数の値が大きくなる。また，点 Yお

よび点 Z を比較すると，測定時期の違いにより，両点における飽和度の値の範囲が異なって

いるが，図 2.20 (a)–(d) すべてにおいて，点 Yにおけるプロット群と点 Zにおけるプロット群

は大きく乖離することなく部分的に重なっている。図 2.21に，点 Yおよび点 Zにおける，類

似した飽和度における周波数に対する吸音率 αの例を 2つ示す。図 2.21 (a), (b) いずれにおい
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ても，点 Yおよび点 Zでの αはほぼ同じ値を示しており，これは両点における音響特性の違

いはほとんどないことを示す。したがって，測定点の移動は，音響特性結果に重大な影響を

及ぼさないといえる。そのため，両点で得られたデータは区別せずに連続したデータとして

扱う。 

 
図 2.20	
 飽和度 Srと，中心周波数 (a) 250 Hz, (b) 500 Hz, (c) 1 kHz, (d) 2 kHzにおける地表面

吸音率 αの散布図 

 

 
図 2.21	
 点 Yおよび点 Zにおける，(a) 10月 28日および 11月 28日，(b) 10月 17日および

11月 12日の地表面吸音率 α 
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2.5   地表面音響特性のモデル化  

2.5.1   モデル化の概要  

	
 前節で述べた結果から，気象要素から飽和度を経て地表面吸音率を導出する，図 2.22に示

す 2段階モデルを構築する。Stage 1では，降雨量と気温から飽和度を導出する。Stage 2では，

飽和度から地表面吸音率を導出する。簡単のため，積雪時に計測および測定された飽和度お

よび地表面吸音率はモデル化には使用しない。積雪の影響はモデル化のプロセスから省略す

る。 

 
図 2.22	
 気象要素に対する地表面吸音率の 2段階モデル (a, b, c, d, mf, nf, p, q: モデル定数，

𝜎x(𝑡): 実効的流れ抵抗のモデル計算値，𝑧�(𝑡): 表面インピーダンス比のモデル計算値，𝛼�(𝑡): 

地表面吸音率のモデル計算値) 
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■ Stage  1 
	
 降雨によって急激に上昇し，その後時間の経過とともに減少していくという飽和度の挙動

を，タンクモデル [44] を用いてモデル化する。図 2.23 (a) に示すように，降雨があると，降っ

た雨の一部は表面付近の地層に蓄えられ，一部は下の地層へと浸透する。この挙動を図 2.23 

(b) のようにタンクに見立てたものがタンクモデルである。 

 

 

図 2.23	
 (a) 土壌中の水分の模式図，(b) タンクモデル 

 

	
 タンクモデルでは，土中に蓄えられている水分を，タンク中に蓄えられる水と考える。図

2.23 (b) に示すように，タンク容器の断面積は 1とする。したがって，容器内の水深と貯留高

は一致する。容器底面にある孔は，下層への浸透を表している。この孔からの流出量は，タ

ンク中の水面の高さに比例すると仮定する	
 [44]。表層の貯留の収支，すなわち単位時間あたり

の貯留の変化量は，降雨としてタンクへ流入する分と，下層への浸透としてタンクから流出

する分の差より，以下で表される。 

 
𝑑𝑉(𝑡)
𝑑𝑡

= 𝑅(𝑡) − 𝑏𝑉(𝑡) (2.37) 

ここで t, V(t), R(t), bはそれぞれ時刻，タンク内の貯留量，降雨量，底面の孔からの浸透係数

である。式 (2.37) の一般解は，以下である (本章末尾の Appendix参照)。 

 𝑉(𝑡) = 𝑒X�� 𝑅(𝑡)𝑒��𝑑𝑡 + 𝐶Z  (2.38) 

ただし C1は積分定数である。ここで，t = 0においてインパルス的な単位降雨量があると考え

る。すなわち，降雨量 R(t) が以下であると考える。 

 𝑅(𝑡) = 𝛿(𝑡) (2.39) 

ただし δ(t) はディラックのデルタ関数である。このとき，式 (2.38) の括弧内の積分は 

Unit base area

Rainfall

Infiltration

Storage

R(t)

V(t)

Rainfall

Storage

Infiltration

(a) (b)
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 𝛿(𝑡)𝑒��𝑑𝑡 = 𝐻 𝑡 𝑒�∙� = 𝐻(𝑡) (2.40) 

となる。ただし H(t) は Heavisideのステップ関数であり 

 𝐻(𝑡) = 	
  1	
  	
   𝑡 ≥ 0
	
  0	
  	
  (𝑡 < 0) (2.41) 

である。よって式 (2.38) は t ≥ 0のとき 

 𝑉 𝑡 = 𝑒X�� 1 + 𝐶Z  (2.42) 

となり，上式で a = 1 + C1とおくと 

 𝑉 𝑡 = 𝑎𝑒X�� (2.43) 

となる。以上より，単位降雨量を入力したときの飽和度の出力，すなわち飽和度のインパル

ス応答 h(t) は，次式となる。 

 ℎ(𝑡) = 𝑎𝑒X��	
  	
  [%/mm] (2.44) 

ここで a [%/mm], b [1/day] はそれぞれモデル定数を表し，tの単位は [day] で表す。式 (2.44) 

はすなわち，図 2.24のようにインパルス的な単位降雨量があったとき，それに応じて飽和度

は指数関数的に減衰していくことを表す。さらに図 2.25のように，継続的な降雨が飽和度に

及ぼす影響は，単位時間降雨量 R(t) にインパルス応答 h(t) を畳み込むことで表す。つまり，

降雨量からの飽和度のモデル計算値𝑆0,Z(𝑡)は，式を用いると以下となる。 

 𝑆0,Z(𝑡) = ℎ(𝜏)𝑅(𝑡 − 𝜏)𝑑𝜏
�

�
	
  	
  [%] (2.45) 

 

 

図 2.24	
 インパルス応答モデル 

 

 

図 2.25	
 インパルス応答の畳み込み 

δ(t) h(t)

t tO O

R(t) Sr, 1(t)

t tO O
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 ついで気温が飽和度へ及ぼす影響は，長期的なトレンドとして組み込む。前節で述べた通

り，飽和度は気温と逆の長期的な傾向を持っている。この，飽和度を気温と逆方向に増減さ

せる作用を，以下のように表す。 

 𝑆0,A(𝑡) = −𝑐 𝑇(𝑡) − 𝑑 	
  	
  [%] (2.46) 

ここで 𝑆0,A(𝑡) は気温からの飽和度のモデル計算値であり，c [%/°C], d [°C] はそれぞれモデル

定数である。 

	
 以上をまとめると，降雨と気温を合わせ，飽和度のモデル計算値 𝑆0(𝑡) は以下となる。 

 𝑆0 𝑡 = 𝑆0,Z 𝑡 + 𝑆0,A(𝑡) = ℎ(𝜏)𝑅(𝑡 − 𝜏)𝑑𝜏 − 𝑐 𝑇(𝑡) − 𝑑
�

�
	
  	
  [%] (2.47) 

	
 𝑆0(𝑡) を以下の Cases 1–3の方法により計算し，𝑆0(𝑡) が実測飽和度と最も近くなるケースを
確かめるため，それら計算結果を比較する。Case 1 では，R(t) として降水量の 1 時間積算値

を，T(t) として気温の 1時間平均値を用いる。Case 2では，R(t) には Case 1と同様に降水量の

1 時間積算値を用いるが，T(t) には，気温の 1 時間平均値を夜間を除いて 24 時間後方移動平

均した値を用いる。Case 2 の T(t) は，長期的な気温変動が飽和度へ及ぼす影響を加味するこ

とを意図して設定している。Case 3では，より長期間の時間スケールとして，R(t) には降水量

の日積算値を，T(t) には気温の日平均値を用いる。 

 

 

■ Stage  2 

	
 Stage 2では，Stage 1で算出した飽和度のモデル𝑆0(𝑡)から，地表面吸音率をモデル化する。
Stage 2では 2通りの方法によりモデルを導出する。それぞれの方法によって導出されたモデ

ルを Model 1，Model 2と呼び，両者を比較する。なお，Stage 2では，Models 1, 2ともに，欠

測および積雪時の測定値は除いてモデル化を行う。 

	
 Model 1では，𝑆0(𝑡)に対する，1/3オクターブバンド中心周波数 f [Hz]における吸音率 αf(t)
の回帰式を，fにおける推定吸音率𝛼�(𝑡)のモデルとし， 

 𝛼�(𝑡) = −𝑚�𝑆0(𝑡) + 𝑛�	
  	
  [−] (2.48) 

と表す。ここで，mf [1/%] および nf [–] は中心周波数 f [Hz] におけるモデル定数である。 

	
 一方 Model 2では，Model 1のように単純に回帰式をモデルとするのではなく，Cramondら 

[25] による，地表面吸音に対する土壌水分の影響に関する先行研究に従ってモデルを構築す

る。文献 [25] では，実効的流れ抵抗と土壌水分の関係は以下の式で表されると述べられてい

る。 

 𝜎 = 𝑝�	
  ln
1

1 − 𝑊/𝑊¦
+ 𝑞�	
  	
  [kPa	
  s/mA] (2.49) 

ここで σ [kPa s/m2] は Delany-Bazleyモデルで用いられる実効的流れ抵抗であり，W [%] は含

水比，WS [%] は飽和状態のときの含水比である。さらに p0, q0 [kPa s/m2] はモデル定数であ

り，(p0, q0) = (360, 150) である。 
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 式 (2.49) 中の W / WSは，式 (2.1) で示した含水比の定義から，以下のように式変形される。 

 
𝑊
𝑊¦

=

𝑚$
𝑚%

×100
𝑚$,%eq
𝑚%

×100
  

 =
𝑚$

𝑚$,%eq
	
  (2.50) 

ここで mw,satは飽和状態のときの土中の水の質量である。水の単位体積質量を ρwとすると，

mw = ρwVw, mw,sat = ρwVvであるから，式 (2.50) は以下となる。 

 
𝑊
𝑊¦

=
𝜌$𝑉$
𝜌$𝑉.

=
𝑉$
𝑉.
=

𝑆0
100

 (2.51) 

	
 また，式 (2.49) 中における σ は Delany-Bazley モデルで用いられる実効的流れ抵抗であり，

本章で用いている σWとは異なる量である。ここで，Wilsonモデルが提案されている文献にお

ける Delany-Bazleyモデルの表記から，σWと σの間には以下の関係が成り立つ。 

 𝜎x = 𝜌𝜎 (2.52) 

	
 以上より，式 (2.49) は以下のように書き換えられる。 

 𝜎x(𝑡) = 𝑝	
  ln
1

1 − 𝑆0(𝑡)/100
+ 𝑞	
  	
  [kPa	
  s/mA], (2.53) 

 𝑝 = 𝜌𝑝�, (2.54) 

 𝑞 = 𝜌𝑞� (2.55) 

ここで 𝜎x(𝑡) はWilsonモデルで用いられる実効的流れ抵抗のモデル計算値である。 

	
 式 (2.53) により求まった実効的流れ抵抗を用い，式 (2.23)–(2.26), (2.32) により，周波数 f [Hz] 

における表面インピーダンス比 𝑧�(𝑡) および地表面吸音率 𝛼�(𝑡) を求める。このとき，モデル

定数 p0及び q0は，文献 [25] で使用された土に特有の値である可能性があるため，p及び qは

本研究データにフィッティングさせて求める。 
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2.5.2   モデル定数の決定  

■ Stage  1 
	
 Stage 1について，Cases 1〜3の各条件について，積雪がなく飽和度が安定している期間で

ある 2014年 10月 4日から 10月 30日までの観測結果により，式 (2.44) および (2.47)  のモデ

ル定数 a, b, c, dを，飽和度の実測値と計算値の差が最小となるよう非線形最小二乗法により

決定し，表 2.4の結果を得た。 

 

表 2.4	
 各 Caseにおいて決定されたモデル定数 a, b, c, d 

Case a [%/mm] b [1/day] c [%/°C] d [°C] 

Case 1 2.012       2.890      1.012 45.08 

Case 2 2.086       3.883      2.067 32.69 

Case 3 0.3137      24.37 2.649 29.16 

 

	
 表 2.4に定まったモデル定数を用いて，2014年 7月 25日から 2015年 1月 24日までについ

て飽和度のモデル計算値を求める。ここで，降雨量の欠測期間は降雨量を 0，気温の欠測期間

は気温を直線補間して計算する。図 2.26, 図 2.27, 図 2.28にそれぞれ，Cases 1, 2, 3について，

2.5.1節で述べた方法により平均または積算した気温および降雨量，ならびに飽和度のモデル

計算値および実測値を示す。図 2.26より，Case 1では 10月から 11月では飽和度の計算値は

実測値に概ね近いが，12月以降では計算値と実測値の乖離が大きい。また，飽和度の計算値

には，実測値は見られない細かな変動が見られる。この細かな変動は，気温の 1 日の中での

増減を反映したものである。一方，図 2.27より，Case 2では気温を移動平均したことにより

気温のグラフは滑らかになり，それに伴って飽和度の計算値にみられた上下変動が小さくな

っている。さらに，特に 12 月以降で図 2.26 よりも飽和度の計算値は実測値に近い。図 2.28

より，Case 3では，R(t)と T(t)は 1日ごとに平均または積算された値であるため，滑らかであ

る。また，飽和度のモデル計算値は実測値におおよそ近くなっている。 
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図 2.26	
 1時間平均気温，1時間積算降雨量，1時間ごとの飽和度 (Case 1) 
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図 2.27	
 1時間平均気温を移動平均した値，1時間積算降雨量，1時間ごとの飽和度 (Case 2) 
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図 2.28	
 日平均気温，日積算降雨量，1日ごとの飽和度 (Case 3) 

 

	
 Cases 1–3により得られた結果を比較するため，図 2.29に，各 Caseにおける 1日ごとの飽

和度のモデル計算値を，実測値とともに示す。1時間ごとの変動をモデル化する Cases 1, 2で

は，1 日ごとの変動をモデル化する Case 3 と比較するため，地表面音響特性測定時刻に対応

する飽和度のモデル計算値を抜き出し，図 2.29 に示している。Cases 1–3 のいずれも，𝑆0(𝑡)
は，10月から 11月にかけては Sr(t)の増減を概ね捉えている。Cases 1–3のいずれでも 12月に

𝑆0(𝑡)と Sr(t) が乖離するのは，積雪によって土壌水分の蒸発が阻害されたり，雪解け水が地面
へ浸透したりする影響を，モデルが含んでいないためと考えられる。また，Cases 2, 3による

計算結果は互いに近く，Case 1による計算結果よりも実測値に近い。さらに Cases 2, 3による

計算結果を比較すると，図 2.29の (A), (B) で示す箇所のように，Case 2による飽和度のモデ

ル計算値の方が，Case 3よりも実測値の急激な上昇に追従している。したがって，Case 2が

全てのケースの中でもっとも適当な方法と考えられる。しかしながら，Case 2 による飽和度

のモデル計算値は，一部で 0を下回ったり，100を超えたりしている。そこで，Stage 1にお

ける出力である飽和度のモデル計算値 𝑆0(𝑡)は，0–100 %の間に収まるよう，次式とする。 
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 𝑆0(𝑡) =
0	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  (𝑆0_«e7�¬,	
  	
  	
  ­e%f	
  A(𝑡) 	
  < 0)

𝑆0_«e7�¬,	
  	
  	
  ­e%f	
  A(𝑡)	
   % 	
  	
  	
  (0 ≤ 𝑆0_«e7�¬,	
  	
  	
  ­e%f	
  A(𝑡) 	
  < 100 − 𝜀)
	
  	
  	
  100 − 𝜀	
  	
  	
  	
  	
  	
   % 	
  	
  	
  (100 − 𝜀 ≤ 𝑆0_«e7�¬,	
  	
  	
  ­e%f	
  A(𝑡)	
  )

 (2.56) 

ここで ε = 10–10は，式 (2.53) の発散を防ぐために導入された値である。また 𝑆0_«e7�¬,	
  	
  	
  ­e%f	
  A(𝑡)

は，図 2.29にプロットされている，Case 2における飽和度である。 

 
図 2.29	
 日毎の飽和度の実測値および計算値 

 

 

■ Stage  2 
	
 まず Model 1について，125 Hz–4 k Hzの全中心周波数に対して mfおよび nfを求め，相関係

数 rfとともに表 2.5および図 2.30に示す。mfおよび nf，ならびに rfの絶対値は，周波数の上

昇に伴い増加する。また，主要な中心周波数である 250，500，1 k，2 k Hzにおける吸音率 αf 

(t) と予測飽和度𝑆0(𝑡)の散布図，𝛼�(𝑡)の回帰式，回帰直線および相関係数 rfを図 2.31に示す。

吸音率と飽和度の間には，負の相関がみられる。また，周波数の上昇に伴い回帰直線の傾き

が急となり，さらに回帰直線の切片が増加しているが，これは図 2.30で示された特徴と対応

する。 
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表 2.5	
 各中心周波数における mf，nf，rf 

 mf nf rf 

1/3 oct. 

band 

center 

freq. 

f [Hz] 

125  1.12 × 10-3 1.04 × 10-1 -0.818 

160  1.26 × 10-3 1.17 × 10-1 -0.818 

200  1.39 × 10-3 1.30 × 10-1 -0.819 

250  1.55 × 10-3 1.45 × 10-1 -0.819 

315  1.72 × 10-3 1.62 × 10-1 -0.820 

400  1.90 × 10-3 1.79 × 10-1 -0.821 

500  2.09 × 10-3 1.99 × 10-1 -0.821 

630  2.31 × 10-3 2.21 × 10-1 -0.822 

800  2.54 × 10-3 2.45 × 10-1 -0.823 

1000  2.79 × 10-3 2.70 × 10-1 -0.824 

1250  3.05 × 10-3 2.98 × 10-1 -0.825 

1600  3.33 × 10-3 3.29 × 10-1 -0.826 

2000  3.62 × 10-3 3.61 × 10-1 -0.827 

2500  3.93 × 10-3 3.96 × 10-1 -0.829 

3150  4.24 × 10-3 4.33 × 10-1 -0.830 

4000  4.57 × 10-3 4.73 × 10-1 -0.831 
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図 2.30	
 各中心周波数における mf，nf，rf 
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図 2.31	
 飽和度の計算値 𝑆0(𝑡)と地表面吸音率 αf(t)の散布図，回帰直線，回帰式，相関係数 

 

	
 ついで Model 2 について，式 (2.53) のパラメータ値を本研究データにフィッティングさせ

たところ，(p, q) = (7495, 266) となった。図 2.32に，Stage 1にて計算された一日ごとの飽和度

𝑆0(𝑡)と実効的流れ抵抗 σW(t) の散布図および式 (2.53) で (p, q) = (7495, 266) とした場合の曲線

を示す。さらに，(p, q) = (433.8, 180.75)，すなわち Cramondらにより提案された値 (p0, q0) = 

(360, 150) を，ρ = 1.205 [kg/m3] の仮定のもと式 (2.54), (2.55) により変換した値を用いた場合の

曲線も合わせて示す。散布図では，飽和度の上昇に伴い流れ抵抗も増加する傾向が見られ，

二つの曲線もこれと同様の傾向を示す。しかしながら，(p, q) = (433.8, 180.75) の曲線は，散布

図とあまり一致していない。一方，(p, q) = (7495, 266) の曲線は，流れ抵抗の個々の値におお

むね沿っている。したがって，(p, q) = (7495, 266) を Model 2で用いる。 
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図 2.32	
 飽和度と流れ抵抗の散布図 (点線: (p, q) = (433.8, 180.75) による曲線，実線:  (p, q) = 

(7495, 266) による曲線) 

 

 

2.5.3   モデルの比較検証  

	
 Stages 1, 2のモデルがともに求まったので，モデルの検証を行う。125–4 k Hzの全中心周波

数に対し，日ごとの推定吸音率を，Models 1, 2によりそれぞれ求める。図 2.33に，実測吸音

率と，Stages 1, 2 を通して計算された推定吸音率の日毎の変化を，主要な中心周波数である

250, 500, 1 k, 2 k Hzについて示す (ただし，積雪時の実測吸音率はプロットから除く)。Models 

1, 2ともに，推定吸音率は，実測吸音率と比べて日ごとの吸音率の上下幅は特に高周波数にお

いてやや小さいが，実測吸音率の長期的な変動を概ね捉えている。中心周波数 250 Hz では，

Models 1, 2の差はほとんどないが，周波数が高くなると，Models 1, 2の間にわずかに開きが

見られる。 
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図 2.33	
 実測吸音率と推定吸音率の日毎の変化 
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 実測吸音率と推定吸音率の中長期的な平均値およびばらつきの程度を比較するため，日ご

との吸音率を月ごとに平均する。図 2.34に，図 2.33に示した 250, 500, 1 k, 2 k Hzにおける，

実測吸音率の月平均値𝛼�Upq°�¬,�(𝑡)および推定吸音率の月平均値𝛼�Upq°�¬,�(𝑡)，ならびに標準

偏差を示す。図 2.34より，周波数が低い 250, 500 Hzでは，Models 1, 2による推定吸音率の平

均値は，実測吸音率の平均値とほぼ一致している。しかしながら周波数が高くなるにつれて，

推定吸音率と実測吸音率の平均値の乖離が大きくなっている。さらに，125–4 k Hzの全中心周

波数に対して，両モデルによる𝛼�Upq°�¬,�(𝑡)と𝛼�Upq°�¬,�(𝑡)の間の誤差の二乗平均平方根 

(RMSE: Root Mean Square Error) を求め，図 2.35に示す。周波数が高くなると，Models 1, 2と

もに RMSEが大きくなる。これはすなわち，両モデルによる推定値は低周波域で実測値とよ

く一致するといえる。また，各周波数における RMSEの値は，Model 2の方が Model 1よりわ

ずかに小さい。以上のことから，RMSEの値が小さい Model 2の方が，Model 1よりも実測に

対する推定精度が高いと言える。しかしながら，単純な回帰直線によるモデルである Model 1

も，Model 2に比べて大幅に精度が劣るわけではない。 

 

 

図 2.34	
 実測吸音率と推定吸音率の月平均値と標準偏差 
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図 2.35	
 Models 1, 2による推定吸音率と実測吸音率の間の RMSE 

 

 

	
 ただし，提案した両モデルの特徴を振り返ると，Model 1は飽和度から地表面吸音率を直接

推定するモデル，Model 2は飽和度から実効的流れ抵抗および表面インピーダンス比を経て地

表面吸音率を推定するモデルであった。実際の音響伝搬計算において，地表面の音響特性と

して伝搬計算式に与える物理量は吸音率ではなく表面インピーダンス比や実効的流れ抵抗で

あることを考えると，Model 1よりも Model 2の方が有用性が高い。 

	
 図 2.33で示した日毎の吸音率のうち，実測値と Model 2による推定値の散布図を図 2.36に

示す。図 2.36より，実測値と推定値は全ての周波数において概ね同程度の値である。このこ

とから，構築したモデルにより，地表面吸音率の変動を概ね説明できるといえる。 
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図 2.36	
 日毎の実測吸音率と推定吸音率の散布図 

 

 

2.6   まとめ  

	
 本節では，第 2章のまとめを述べる。 

	
 新潟大学キャンパス内にて，2014 年 7 月から 2015 年 1 月の約半年間にわたり，気象，土

の飽和度，地表面音響特性の測定を実施した。飽和度は降雨があると急激に上昇し，その後

数日間のうちに元の値まで減少した。測定期間を通し，飽和度は緩やかに上昇する長期的傾

向が見られたが，これは測定期間を通して緩やかに下降した気温とは逆の傾向であった。地

表面吸音率は，日変化が見られ，測定開始時期から 11月の終わりにかけて緩やかに低下する

長期的傾向が見られた。この長期的傾向は，前述の通り緩やかに上昇する飽和度の長期的傾

向とは逆であった。 

	
 また測定結果より，気象要素から地表面吸音率を推定する 2段階モデル (Stages 1, 2) を導

出した。Stage 1では，降雨量と気温が土の飽和度に与える影響がモデル化された。このモデ

ルは，降雨の影響をインパルス応答モデルとして表現し，さらに気温の長期的傾向を組み込

んだモデルである。飽和度は，異なる方法により累積または平均された降雨量および気温を

用いる 3ケースにより計算された。その 3ケースの中でも，降雨量の 1時間積算値および，
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気温の 1時間平均値を 24時間後方移動平均した値を用いて計算された飽和度が，実測された

飽和度に最も近かった。また，Stage 2 では，飽和度が地表面吸音率に与える影響が，2 通り

の方法 (Models 1, 2) によりモデル化された。Model 1は，モデル化された飽和度と 1/3オク

ターブバンド実測吸音率から回帰直線を求め，その回帰直線により地表面吸音率を 1/3 オク

ターブバンドごとに計算するものである。Model 2は，モデル化された飽和度から，実効的流

れ抵抗および表面インピーダンス比を経て地表面吸音率を計算するものである。 

	
 Models 1, 2によりそれぞれ計算された地表面吸音率と，実測された地表面吸音率を比較し

たところ，両モデルとも推定吸音率は実測吸音率よりも日変動幅は小さいが，月次の平均値

をよく捉えていた。モデル同士を比較すると，Model 1 は単純な回帰直線によるモデルであ

り，Model 2よりも少ない手順でモデルを導出できる。また，Model 1による推定吸音率の長

期的傾向は，実測吸音率とおおよそ同程度である。一方，Model 2は，実効的流れ抵抗を介し

たモデルであるため，地表面の音響特性量として吸音率しか推定されない Model 1 とは異な

り，吸音率に加え，表面インピーダンス比も推定可能である。また，Model 2の方が，Model 

1よりも RMSEが小さいことから，Model 1よりも精度よく地表面吸音率を推定できていると

いえる。 

 

 

Appendix:  式  (2.38)  の導出  
	
 次の形の微分方程式を 1階線形微分方程式という [45]。 

 
𝑑𝑦
𝑑𝑥

+ 𝑝 𝑥 𝑦 = 𝑞(𝑥) (2.57) 

式 (2.37) を変形すると， 

 
𝑑𝑉(𝑡)
𝑑𝑡

+ 𝑏𝑉 𝑡 = 𝑅(𝑡) (2.58) 

となり，式 (2.57) と同様の形で表される。この 1 階線形微分方程式を，文献 [45] に従って以

下のように解き，式 (2.38) を導出する。 

	
 まず，式 (2.58) の右辺の R(t) を 0とした同次方程式 

 
𝑑𝑉(𝑡)
𝑑𝑡

+ 𝑏𝑉 𝑡 = 0 (2.59) 

の一般解を求める。式 (2.59) は変数分離型であるから， 

 
1

𝑉(𝑡)
𝑑𝑉(𝑡)
𝑑𝑡

= −𝑏	
 	
 	
 	
   

 ln 𝑉(𝑡) = −𝑏𝑡 + 𝐶 (2.60) 

となる (Cは積分定数)。V(t) > 0であるから 

 𝑉 𝑡 = 𝑒X��±²   

 	
 	
   = 𝐴𝑒X�� (2.61) 

ただし𝐴 = 𝑒²である。ここで，非同次方程式である式 (2.58) の解を求めるために，同次方程式 
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(2.59) の一般解 (2.61) の定数 Aが tの関数であると仮定し，式 (2.58) に代入して A(t)を決定す

る。すなわち，A = A(t) を仮定し，式 (2.58) に𝑉 𝑡 = 𝐴(𝑡)𝑒X��を代入すると 

 𝑑
𝑑𝑡

𝐴(𝑡)𝑒X�� + 𝑏 ∙ 𝐴 𝑡 𝑒X�� = 𝑅 𝑡 	
 	
   

 
𝑑𝐴(𝑡)
𝑑𝑡

𝑒X�� − 𝑏 ∙ 𝐴 𝑡 𝑒X�� + 𝑏 ∙ 𝐴 𝑡 𝑒X�� = 𝑅 𝑡 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
   

 	
 	
 	
 	
 	
 	
  	
  
𝑑𝐴(𝑡)
𝑑𝑡

𝑒X�� = 𝑅(𝑡) (2.62) 

を得る。両辺に ebtをかけると 

 
𝑑𝐴(𝑡)
𝑑𝑡

= 𝑅(𝑡)𝑒�� (2.63) 

となり，上式を tについて積分すると 

 𝐴(𝑡) = 𝑅(𝑡)𝑒�� + 𝐶Z (2.64) 

を得る (C1は積分定数)。この結果を，同次方程式の一般解である式 (2.61) に代入すると 

 𝑉(𝑡) = 𝑒X�� 𝑅(𝑡)𝑒��𝑑𝑡 + 𝐶Z   

となり，式 (2.38) が得られる。 
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第 3章 

複数種地表面における地表面音響特性の経時変化のモデル化 
 

 

3.1   目的  

	
 第 2 章では，一箇所の地表面を対象とし，気象，土壌水分，地表面音響特性の長期測定結

果から，地表面音響特性の時間変化をモデル化した。このモデルの中では，いくつかのモデ

ル定数の値を定めたが，これらの値は地表面の種類によって異なると考えられる。本章では，

複数地表面を対象とした同様の長期測定により，地表面の種類ごとにこれらモデル定数の値

の決定を試みる。 

 

3.2   測定概要  

3.2.1   測定対象地  

	
 測定は，図 3.1 に示す，愛知県東郷町に所在する名古屋大学大学院生命農学研究科附属フ

ィールド科学教育研究センター東郷フィールド (以下，東郷フィールド) を対象地として行

う。東郷フィールドには，畑や田んぼ，草地など，多種の地表面種類が存在するため，この

場所を対象地として選定した。 

 
図 3.1	
 測定対象地周辺地図 (国土地理院の基盤地図情報ダウンロードサービス [30] からの

入手データにより作成) 
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 多種の地表面種類が存在する東郷フィールド内のうち，土壌水分計測および地表面音響特

性測定の実施箇所として，地表面性状が異なるよう，A–Dの 4箇所を選定する。各箇所の地

表面性状は，A: 畑，B: 草地，C: 田んぼ，D: 固い地面である。図 3.2に，2017年 6月 23日

に撮影された航空写真および 4測定箇所 A–Dを示す (航空写真撮影については第 4章で後述

する)。また図 3.3 に，各測定箇所の現地の様子を示す。A は畑の隅であり，後述の土壌水分

計測および音響特性測定期間中に作物は植えられていない。B には日中にはヤギが放牧され

ており，ヤギが草を食べるため，時期によらず草の背丈は比較的短く一定に保たれている。C

は，土壌水分計測および音響特性測定開始時期である 2019年 5月上旬時点では，秋の稲刈り

後，3 月に一度田おこしをしてそのままにされている状態であり，雑草が生えている。その

後，田んぼに水を入れる時期 (6 月上旬頃) より前までのみ，C では各種測定を実施した。D 

は倉庫前の開けた場所であり，地面は土が押し固められている。 

	
 A–Dの地面において，基本的には土壌水分計測および地表面音響特性測定は互いにごく近

い箇所にて行う。ただし，D: 固い地面に関しては，水分計埋設箇所の近くには室外機があり，

室外機からの騒音が音響特性測定に影響を及ぼす可能性があったため，音響特性測定は水分

計埋設地点から 40 mほど離れた地点にて実施した。 

 

 
図 3.2	
 測定対象地航空写真 

 

 

 

 

 

 

 

D  (水分計埋設箇所) A   B  

C  

X  

D  (音響特性測定箇所) 
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図 3.3	
 測定箇所 A–Dの様子 

 

 

B: grass 

C: rice field 

A: farmland 

D: compacted soil 
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 A–Dの各地面において，第 2章で用いた目開き 2 mm, 850 µm, 425 µm, 250 µm, 106 µm, 75 

µmのふるいを用い，土の粒径組成分布を調べた。粒径 d [mm]  に対する通過質量百分率 Pd [%]  
を，図 3.4に示す。A: 畑および B: 草地の土は，粒径 75 µm以下，2 mm以上のの土粒子の質

量が全体のそれぞれ約 30 %，約 70 %であり，粒径組成は互いに似ている。C: 田んぼでは，

A: 畑や B: 草地よりも粒径が小さい土の割合が多い。D: 固い地面では，A: 畑や B: 草地よ

りも粒径が大きい土の割合が多い。図 2.7 と比較すると，A–D いずれの地面においても，第

2章で対象とした土より，75 µm以下の土粒子および 2 mm以上の土粒子の割合が多い。 

 

図 3.4	
 A–Dの各地面の土の粒径加積曲線 
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3.2.2   気象の観測  

	
 気象は，図 3.2中の点 Xにおいて，既設の複合気象センサ (WS700; Lufft社) により 1分毎

に観測する。WS700の設置状況を図 3.5に示す。センサ部分は，地表面から高さ約 2 mの位

置に設置されている。WS700 では，風向，風速，気温，相対湿度，露点温度，気圧，降水，

日射の観測が可能である。WS700で観測される気象要素とその特性のうち，主要なものを表

3.1に示す。 

 

 

図 3.5	
 WS700の設置状況 
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表 3.1	
 WS700の仕様 [46] 

気象要素 特性 説明/値 

気温 測定範囲 –50～+60 °C 

精度  ± 0.2 °C (–20～+50 °Cにて)，± 0.5 °C (それ以外，ただし 

–30 °C以上にて) 

相対湿度 測定範囲 0～100 %RH 

精度 ± 2 %RH 

気圧 測定範囲 300〜1200 hPa 

精度 ± 0.5 hPa (0～+40 °Cにて) 

降水 雨滴測定範囲 0.3〜5.0 mm 

降水分解能 0.01 mm 

降水タイプ 雨，雪 

降水強度 0〜200 mm/h 

精度 実験室状況下で 20 % 

日射 精度 5 % 

波長範囲 300〜1100 nm 

最大放射 1400 W/m2 

 

 

3.2.3   土壌水分の計測  

	
 地面の土壌水分を，埋設型土壌水分センサ (SM150; Delta-T社) にて計測し，SM150による

計測データを防水型土壌水分計測ロガー (MIJ-12; 日本環境計測株式会社) にて記録する。

SM150は，地表面から深さ 5 cmの位置に水平に挿し，土壌水分を 5分ごとに計測する。第 2

章の測定における SM150 の埋設深さは 10 cm であったのに対し，本測定では埋設深さ 5 cm

へと変更したのは，地表面音響特性は地表面からの深い部分よりも，地表面付近のごく浅い

部分の土壌水分量により影響を受けると考えたためである。 

	
 土壌水分は，図 3.2に示す地点 A–Dにそれぞれ埋設する。測定対象地の都合で，測定箇所

により計測開始日と計測終了日が異なるが，それらは表 3.2の通りである。 

 

表 3.2	
 土壌水分計測開始日および計測終了日 

地点 計測開始日 計測終了日 

	
 A: 畑 2019年 5月 9日 2019年 9月 25日 

	
 B: 草地 2019年 5月 9日 2019年 11月 27日 

	
 C: 田んぼ 2019年 5月 9日 2019年 6月 7日 

	
 D: 固い地面 2019年 5月 9日 2019年 11月 27日 
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 第 2 章と同じく，本章においても，土壌水分を表す物理量としては飽和度を用いる。飽和

度 Srを求めるために必要な間隙率 n を，第 2 章で述べた方法と同様にして求める。n を求め

るためには土のサンプリングが必要であるが，新潟大学五十嵐キャンパス内の地面を対象と

した第 2章では，土のサンプリングには内径 29 mm，長さ 140 mmのステンレス管を地面に

直接打ち込み，それを取り出す方法を用いた。しかしながら，東郷フィールドの地面ではス

テンレス管を打ち込めない地面が存在したため，容積がそれぞれ 802, 811 cm3の容器を用い，

押切式ブロックサンプリング [47] により土のサンプリングを実施した。 

	
 A–Dの各地面について，サンプリングに用いた容器の容積 V [ml], 土粒子の体積 Vs [ml]，V

および Vsを用いて式 (2.8) から算出した間隙率 n を表 3.3 に示す。間隙率は，A: 畑で最も小

さく 44.6 %，B: 草地で最も大きく 67.7 %である。 

	
 飽和度 Srは，式 (2.6) により算出された体積含水率 θおよび表 3.3の間隙率 nから，式 (2.7) 

により算出する。 

 

表 3.3	
 各地点における間隙率 n 

地点 
サンプリングに用いた 

容器の容積 V [ml] 

土粒子の体積 

Vs [ml] 

間隙率 

n [%] 

	
 A: 畑 811 449 44.6 

	
 B: 草地 802 259 67.7 

	
 C: 田んぼ 811 393 51.5 

	
 D: 固い地面 802 353 56.0 

 

 

 

3.2.4   地表面音響特性の測定  

	
 A–Dの各地表面を対象とし，2019年 5月 9日から同 7月 26日まで，地表面音響特性を測

定する。地表面音響特性は，表面音響特性現場測定法の一つである ANSI/ASA S1.18-2010 法  

(以下 ANSI 法) により測定する。第 2 章で用いた EA 法は，マイクロホンの上部で複数のポ

ータブルスピーカを振り回すにあたり測定人員が多く必要であるが，本測定にあたっては測

定人員の確保が難しかったため，複数のスピーカを振り回す必要のない ANSI 法を用いた。

いずれの手法を用いる場合でも，測定された伝達関数から実効的流れ抵抗を推定するという

考え方は共通である。 

	
 ANSI法では，図 3.6に示す音源および受音点配置のもと，音源から出力した音を 2受音点

で受音し，両者間の複素音圧比 T(f) (第 2章における伝達関数と同義) を複数の測定点で得る。

音源および受音点の配置として，ANSI法の規格書では配置 A と配置 B の 2つが与えられて

おり，配置 Aでは(hs, ht, hb, d) = (0.325, 0.46, 0.23, 1.75) [m]，配置 Bでは(hs, ht, hb, d) = (0.20, 0.20, 

0.05, 1.0) [m] である。配置 Aは広い周波数範囲をカバーする配置であるのに対し，配置 Bは
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特に周波数 1 kHz以上に重点が置かれ，また固い地面に適している配置である。本研究では，

広い周波数範囲で適用可能な配置 Aを用いる。 

 

 
図 3.6	
 音源及び受音点配置立面図 

 

 

	
 図 3.7および図 3.8に，本研究における測定のセッティング及び測定風景を示す。パイプの

一端に装着したフルレンジスピーカ (P800K; Fostex) への入力音が他端から放射される装置

により，点音源を模擬する。スピーカにはパワーアンプ (NANO-A1; 東和電子株式会社) を

接続し，アンプにはピンクノイズが収録された音楽再生プレイヤー (iPod shuffle; Apple) を接

続する。2受音点にはそれぞれ，1/2インチマイクロホン (UC-59; RION) を 1本ずつ，マイク

ロホンスタンドにより地表面からの高さ 0.46 m, 0.23 mの位置に設置する。ここで使用したマ

イクロホンスタンドは，図 3.8 に示す，2 マイクロホン間の距離を 0.23 m として固定できる

ようにしたものである。マイクロホン間の特性の相違は，マイクロホン位置の入れ替えによ

りキャンセルする。2マイクロホン間の複素音圧比 T(f) を，FFT 分析器 (SA-78; RION) にて

求める。上限周波数は 5 kHz，周波数間隔は 6.25 Hz，平均回数は 150 回とする。測定は 50 cm

四方の 4点の測定点で実施し，以下により 2受音点間のスペクトルレベル差 LD(f)の 4点平均

LDav(f)を求める。 

 LD#$(𝑓) = 20lg
1
𝑛

𝑇0(𝑓)
1

023

 (3.1) 

ここで nは測定点の数 (n = 4) であり，Tj(f) (j = 1, 2, 3, 4) は各測定点にて測定された複素音

圧比である。測定点は，音源と 2 受音点の反射点の中点と定義する。地表面音響特性測定点

と土壌水分計測点の位置関係は図 3.9の通りである。ただし，D: 固い地面では，前述の通り

音響特性測定点と土壌水分計測点は 40 mほど離れているため，図 3.9の通りではない。 

 

 

 

Source
Receiver

ht

hb

hs

d

Ground surface
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図 3.7	
 ANSI法配置 Aによる測定機材配置 

 

 

 
図 3.8	
 A: 畑における ANSI法による測定風景 
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図 3.9	
 地表面音響特性測定点位置と土壌水分計測点位置の平面図 (D: 固い地面を除く) 

 

 

3.3   実効的流れ抵抗の算出  

	
 ANSI法では T(f) からの表面インピーダンス比 zcの算出方法として，Step 1, Step 2の 2手法

が用意されている。Step 1では，10, 32, 63, 100, 160, 320, 1000, 3200 kPa s/m2の 8種類の流れ

抵抗値に対してあらかじめ計算された 2 受音点間のスペクトルレベル差 LD (テンプレート) 

と，測定された LDが最も適合する実効的流れ抵抗 σ [kPa s/m2] を求め，σからインピーダン

スモデルにより zcを算出する。Step 2 では，各周波数における地表面アドミッタンス β を，

複素音圧比の実測値 Tmと理論モデル計算値 Tが最もフィットするよう決定し，βの逆数をと

り zcを求める。 

	
 ここで本測定では，図 2.32 のような流れ抵抗–飽和度の散布図を作成し，モデル定数を決

定することを目的としている。すなわち，音響特性測定結果から流れ抵抗を算出する必要が

あるが，Step 1 では計算過程において実効的流れ抵抗が得られるものの，その値は先に示し

た 8 つの値いずれかという離散量でしか得ることができない。σ が離散量というのは，流れ

抵抗–飽和度の散布図を作成し，モデル定数を決定するという観点からすると，本研究におい

ては不適である。他方 Step 2は前述の通り，複素音圧比から βを直接決定する方法であり，

計算過程において実効的流れ抵抗は算出されない。そこで本研究では，以下の通り LD の実

測値と計算値のフィッティングを実施し，σを連続量として推定する。なお，時間因子は e–jωt

を仮定する。 

	
 2受音点間のスペクトルレベル差 LDの理論計算値 LDc(f) は，以下により求まる。 

 LD(𝑓) = 20lg	
  ( 𝑇(𝑓) ) (3.2) 

2受音点間の複素音圧比 T(f)は下式で定義される。 

 𝑇(𝑓) =
𝑝6(𝑓)
𝑝7(𝑓)

 (3.3) 

ただし pu(f), pl(f)はそれぞれ上側及び下側の受音点における複素音圧である。ここで，それぞ

れの受音点における複素音圧 p(f)は，下式で計算される。 

0.2 m

0.5 m

0.5 m

: Measurement point of acoustic properties
: Measurement point of soil moisture
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 𝑝(𝑓) =
𝑒09:;
𝑅=

+ 𝑄(𝑓, 𝛽)
𝑒09:B
𝑅C

 (3.4) 

ただし kは波数である。また βは表面アドミッタンスであり，周波数の関数である。Rd, Rrは

それぞれ直接経路及び反射経路の長さであり，hs, d, 受音点高さ hrを用いて下式で求める。 

 𝑅= = ℎE − ℎC G + 𝑑G, (3.5) 

 𝑅C = ℎE + ℎC G + 𝑑G (3.6) 

Qは複素音圧係数であり，以下により求められる。 

 𝑄 = 1 + 2𝜏𝛽 𝑗 𝜋𝑊(𝑤) , (3.7) 

 𝑊 𝑤 = 𝑒NOPerfc −𝑗𝑤 , (3.8) 

 𝑤 = 	
  𝜏 cos𝜃 + 𝛽 , (3.9) 

 𝜏 =
1
2
𝑗𝑘𝑅C (3.10) 

ただし θは入射角である。式 (3.7) 中の βは，下式の Delany–Bazleyモデル式 [15] により特性

インピーダンス比 zcを計算し，逆数をとることで与える。 

 𝑧Z = 1 + 9.08
1000𝑓
𝜎

N_.`a

+ 𝑗11.9
1000𝑓
𝜎

N_.`b

 (3.11) 

ここで fは周波数 [Hz] である。 

	
 上式より求まる LDc(f) と，複数測定点における LDの測定値の平均 LDav(f) の二乗平均平方

根誤差を最小とするパラメータ値を推定する。推定パラメータは，σ のみの 1 パラメータの

場合に加え，LDの実測値には機材設置位置誤差が含まれることを考慮し，σに加え音源高さ

hsも併せた計 2パラメータの場合の両方を実施し，両者の結果を比較する。2パラメータ推定

の場合には，音源および 2 マイクロホンは一体となって上下すると考え，各マイクロホンの

高さは，ht = hs + 0.135 [m]，hb = hs – 0.095 [m] として σおよび hsの推定を行う。 

 

 
図 3.10	
 ANSI法の配置 Aにおける音源及びマイクロホン設置位置 

 

 

 

Ground surface

hs = 0.325 [m] hb = 0.23 [m]
    = hs – 0.095 [m] 
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 図 3.11に，LDのフィッティングの例として，A: 畑にて 6月 21日に測定された LDavおよ

びフィッティングから推定された 1および 2パラメータ値を用いて計算された LDcを，推定

パラメータ値とともに示す。また，参照用として，1パラメータによる推定結果である図 3.11 

(a) には，Step 1におけるテンプレートも併せて示す。σのみを推定した図 3.11 (a) では，LDav

のピーク周波数はテンプレートよりも高周波側にずれている。また，LDavと LDcは振幅は同

程度であるものの，LDavのピーク周波数は LDcよりもやや高い。この実測値のピーク周波数

のずれは，マイクロホン設置位置誤差によるものと考えられる。一方，σ と併せて hsも推定

した図 3.11 (b) では，ピーク周波数は LDav, LDcともに概ね一致する。同様に，B: 草地にて 7

月 10 日に測定された LDavおよびフィッティングから推定された 1 および 2 パラメータ値を

用いて計算された LDcを，推定パラメータ値とともに示す。σのみを推定した図 3.12 (a) では，

LDavおよび LDcのピーク周波数は概ね一致するものの，両者の振幅は乖離している。一方，

σと併せて hsも推定した図 3.12 (b) では，図 3.12 (a) よりも LDavおよび LDcの振幅が近い値と

なっている。 

	
 ANSI法の音源–受音点配置において，σのみの 1パラメータを変化させたとき，LDのピー

クディップの周波数及び振幅は，互いに連動して決まる。一方，σだけでなく hsも加えた 2パ

ラメータを変化させたときは，ピークディップの周波数と振幅それぞれを独立に変化させら

れる余地が生じる。そのため，1パラメータフィッティングでは LDavと LDcがあまり合わな

い場合でも，2パラメータフィッティングでは LDavと LDcとよく一致させることができる。 

	
 このように，1パラメータ推定よりも 2パラメータ推定の方が LDavと LDcがよく一致する

ため，妥当な推定ができていると考えられる。よって以降では，2パラメータ推定により，地

面の σを推定する。 

 

 
図 3.11	
 A: 畑における (a) 1パラメータ，(b) 2パラメータによるフィッティング結果 (テン

プレート近傍の数字は実効的流れ抵抗 σ [kPa s/m2] を表す) 
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図 3.12	
 B: 草地における (a) 1パラメータ，(b) 2パラメータによるフィッティング結果 (テ

ンプレート近傍の数字は実効的流れ抵抗 σ [kPa s/m2] を表す) 

 

 

3.4   測定結果  

3.4.1   気象および土壌水分の観測結果  

	
 図 3.13に，2019年 5月 9日 12時から 2019年 11月 27日 11時の間に観測および測定され

た気温，降雨量，飽和度の 1 時間ごとの変化を示す。各要素の欠測は，当該部分をプロット

せずに空白として示す。 

	
 図 3.13 (a) に 1時間平均気温 Tを示す。気温は一日の中で上下変動している。また，長期的

な変動を見ると，気温は測定開始時期である 5 月から 8 月頃にかけて緩やかに上昇し，9 月

頃まで横ばいとなった後，測定終了時期である 11月にかけて緩やかに低下している。図 3.13 

(b) に 1時間積算降雨量 Rを示す。降雨は測定期間を通して見られるが，7月下旬から 8月中

旬にかけて，また 9 月上旬から 9 月下旬にかけては降雨量が比較的少ない。図 3.13 (c) に A: 

畑および B: 草地での，図 3.13 (d) に C: 田んぼおよび D: 固い地面での土の飽和度 Srを示す。

図 3.13 (c) および (d) を図 3.13 (b) と対応させて見ると，降雨があると飽和度は急激に上昇し，

その後数日間で元の値程度まで下降する。これは第 2 章で見られた，降雨と飽和度の関係と

同様である。図 3.13 (c) および (d) より，A: 畑，B: 草地，D: 固い地面での飽和度の時間変化

は類似している。C: 田んぼでの飽和度は，他の地面よりも値が大きい。 
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図 3.13	
 (a) 気温，(b) 降雨量，(c) A: 畑および B: 草地における飽和度，(d) C: 田んぼおよび

D: 固い地面における飽和度の時間変化 
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 表 3.4に，A–D の各地面における 1時間ごとの飽和度の欠測を除いた全測定データ数 Nall，

そのうち飽和度が 100 % を超えるデータ数 Nover100，全測定データ数のうち飽和度が 100 % を

超えるデータ数の割合を示す。図 3.13および表 3.4より，C: 田んぼでは他の地表面よりも飽

和度が 100 % を超えている割合が多いことがわかる。一方，土の間隙の体積に占める水の体

積の割合を表す飽和度が 100 % を超えることは物理的にはあり得ない。これより，C: 田んぼ

では飽和度の計測が妥当に行われなかった可能性が高い。その原因としては，算出した間隙

率が妥当でなかったことや，水浸しになりやすい田んぼのような地面での正確な土壌水分計

測に水分計が対応していない可能性が考えられる。 

 

表 3.4	
 各地面における Nall, Nover100, Nallに対する Nover100の割合 

地点 
欠測を除いた全測定 

データ数 Nall 

飽和度が 100 %を超える 

データ数 Nover100 
𝑁d$eC3__
𝑁#77

×100	
  (%) 

A: 畑 3337 201 	
 	
 	
  6.02 

B: 草地 4847  64 	
 	
 	
  1.32 

C: 田んぼ  693 127 	
 	
 	
 18.3 

D: 固い地面 4848 176 	
 	
 	
  3.63 

 

	
 そこで，C: 田んぼについては，飽和度がおおよそ頭打ちになる値を 100 % として，実測飽

和度全体をスケーリングすることとする。本研究では，田んぼにおける実測飽和度の 99パー

センタイルを，飽和度 100 % と考える。すなわち，変換後の実測飽和度 Sr′は，変換前の実測

飽和度 Srから以下により計算される。 

 𝑆i′ =
100
𝑆i_ll

×𝑆i	
  	
  [%] (3.12) 

ここで Sr_99は田んぼにおける飽和度の 99パーセンタイルを表し，Sr_99 = 142.12 [%] である。 

	
 図 3.14に，田んぼにおける Sr及び Sr′を，Sr_99の値とともに示す。飽和度を変換することに

より，田んぼでの全 693データのうち ，6データ以外では飽和度が 100 % 以下となった。 

 
図 3.14	
 C: 田んぼにおける Sr, Sr′, Sr_99 



第 3章	
 複数種地表面における地表面音響特性の経時変化のモデル化 

 – 76 – 

 

3.4.2   地表面音響特性の測定結果  

	
 地表面音響特性は，約 3ヶ月間の測定期間を通し，A: 畑で 31回，B: 草地で 21回，C: 田

んぼで 11回，D: 固い地面で 21回測定した。図 3.15–図 3.18に，4測定点で測定された LDな

らびに，LDavおよび LDavに対するフィッティングから推定された 2パラメータ値を用いて計

算された LDcの例を，A–Dの地表面ごとに示す。 

	
 図 3.15には A: 畑における測定例として，7月 18日の測定結果を示す。図 3.15 (a) より，4

測定点での LDには，特に周波数 1 kHz以上で上下変動が見られる。それらを平均した LDav

は，図 3.15 (b) に示す通りとなり，LDavに対しフィッティングさせた LDcは LDavと概ね一致

している。推定されたこの日の実効的流れ抵抗 σは 809 kPa s/m2であり， ASJ RTN-Model 2018

で「表面の柔らかい畑地」の実効的流れ抵抗として定められている値である 75 kPa s/m2より

も大きい。この差異は，地点 Aは畑の隅の作物が植えられていない場所であり，地表面が比

較的固く，ASJ RTN-Model 2018が「畑地」として想定している地表面性状とは異なることに

起因すると考えられる。また，推定された音源高さ hsは 0.294 mであり，ANSI法の配置 Aに

よる規定高さ 0.325 mより 3 cmほど小さく推定された。 

	
 図 3.16 には B: 草地における測定例として，6 月 8 日の測定結果を示す。図 3.16 (a) より，

4測定点での LDのばらつきは小さい。図 3.16 (b) より，LDcは LDavとよく一致している。推

定されたこの日の実効的流れ抵抗 σは 215 kPa s/m2であり，ASJ RTN-Model 2018で「草地」

や「芝地」の実効的流れ抵抗として定められている値である 300 kPa s/m2と同程度である。推

定された音源高さ hsは 0.341 mであり，ANSI法の配置 Aによる規定高さ 0.325 mより 1.6 cm

ほど大きく推定された。 

	
 図 3.17 には C: 田んぼにおける測定例として，5 月 17 日の測定結果を示す。図 3.17 (a) よ

り，4測定点での LDには細かな変動が見られ，周波数 2 kHz以上では各点のばらつきが大き

い。田んぼの測定表面には直径数 cmほどの大きさの土の塊が転がっており，地表面が平坦で

なかったため，図 3.17 に示した 5 月 17 日のみならず，全体として安定した測定結果が得ら

れにくい傾向にあった。図 3.17 (b) より，LDcは LDavと概ね一致している。推定されたこの

日の実効的流れ抵抗 σは 88 kPa s/m2であり，ASJ RTN-Model 2018で「田んぼ」の実効的流れ

抵抗として定められている値である 300 kPa s/m2よりも小さい。ただし，田んぼは作物の生育

状況によって地表面性状が大きく変化するが，ASJ RTN-Model 2018で想定している田んぼの

地表面性状は明記されていないため不明であり，両者の値を一概に比較することはできない。

推定された音源高さ hsは 0.339 mであり，ANSI法の配置 Aによる規定高さ 0.325 mより 1.4 

cmほど大きく推定された。 

	
 図 3.18 には D: 固い地面における測定例として，6 月 17 日の測定結果を示す。図 3.18 (a) 

より，ピーク部分である周波数 2 kHz 前後で 4 測定点での LD がややばらつくが，それ以外

の周波数においては 4 点間のばらつきはほとんどない。図 3.18 (b) より，LDavはピーク部分

が明確な山となっていないため，当該部分では LDcが LDavにあまり合わないが，全体として
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は両者は概ね一致している。推定されたこの日の実効的流れ抵抗 σは 1618 kPa s/m2であり，

ASJ RTN-Model 2018 で「固い地面」の実効的流れ抵抗として定められている値である 1250 

kPa s/m2と同程度である。推定された音源高さ hsは 0.319 mであり，ANSI法の配置 Aによる

規定高さ 0.325 mとほぼ同程度であった。 

 

 
図 3.15	
 A: 畑における (a) 4測定点での LD，(b) LDavおよび LDcならびにパラメータ推定値 

 

 

 
図 3.16	
 B: 草地における (a) 4測定点での LD，(b) LDavおよび LDcならびにパラメータ推定

値 
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図 3.17	
 C: 田んぼにおける (a) 4測定点での LD，(b) LDavおよび LDcならびにパラメータ推

定値 

 

 
図 3.18	
 D: 固い地面における (a) 4測定点での LD，(b) LDavおよび LDcならびにパラメータ

推定値 
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3.5   地表面音響特性経時変化モデルの適用  

	
 本節では，第 2 章で構築したモデルの，東郷フィールドでの測定結果への適用を試みる。

モデル適用の可否の判断，およびモデル適用が可能な場合はモデル定数の決定を行う。 

 

3.5.1   Stage  1  

	
 Stage 1について，第 2章では Cases 1–3のうち Case 2 (降雨量の 1時間積算値および，気温

の 1 時間平均値を日中以外の時間の気温を除いて 24 時間後方移動平均した値を用いる場合) 

により計算された飽和度が実測飽和度に最も近かったため，本章でも Case 2により降雨量お

よび気温を積算または平均し，モデル定数の決定に用いる。 

	
 式 (2.44) および (2.46) 中のモデル定数 a, b, c, dを，飽和度の実測値と計算値の差が最小と

なるよう，非線形最小二乗法により決定する。非線形最小二乗法による推定を行う期間は，

気温，降雨量，飽和度の全てで欠測がない期間を選ぶこととし，A: 畑，B: 草地，D: 固い地

面では 2019年 6月 1日から 6月 22日，C: 田んぼでは 2019年 5月 10日から 5月 22日とす

る。推定の結果，表 3.5に示す結果を得た。 

 

表 3.5	
 各地面で定まったモデル定数 a, b, c, d 

地点 a [1/mm] b [1/day] c [1/°C] d [°C] 

A: 畑 1.407 0.2862 1.618	
 	
  44.27	
   

B: 草地 2.936 1.073  1.349	
 	
  54.95	
   

C: 田んぼ 1.153 0.1524 1.914	
 	
  33.91	
   

D: 固い地面  0.8331 0.2324 0.01161	
  4623	
     

 

 

	
 表 3.5のモデル定数を用いて，2019年 5月 9日 12時から 2019年 11月 27日 11時までにつ

いて飽和度のモデル計算値を求める。ここで，第 2 章と同様，降雨量の欠測期間は降雨量を

0，気温の欠測期間は気温を直線補間して計算する。図 3.19–図 3.22に，平均気温，積算降雨

量，飽和度のモデル計算値および実測値を地面ごとに示す。いずれの地面でも，フィッティ

ングを実施した期間においては実測飽和度と計算飽和度はよく一致している。それ以外の期

間では，飽和度の実測値と計算値に一部乖離が見られる。特に 10 月中旬から 11 月上旬の降

雨の多い期間では，いずれの地面でも飽和度のモデル計算値が 100 % を大きく超えている。

当該部分については，後のモデル計算では式 (2.56) により 100 % を超えないよう頭打ちとす

る。全体的に見ると両者は概ね一致しており，気象要素からの飽和度のモデル化は良好に行

われたといえる。 
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図 3.19	
 B: 畑での (a) 1時間平均気温，(b) 1時間積算降雨量，(c) 1時間毎の飽和度 
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図 3.20	
 D: 固い地面での (a) 1時間平均気温，(b) 1時間積算降雨量，(c) 1時間毎の飽和度 
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図 3.21	
 E: 草地での (a) 1時間平均気温，(b) 1時間積算降雨量，(c) 1時間毎の飽和度 
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図 3.22	
 G: 田んぼでの (a) 1時間平均気温，(b) 1時間積算降雨量，(c) 1時間毎の飽和度 
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3.5.2   Stage  2  

	
 Stage 2について，第 2章では Model 1, Model 2の 2つのモデルを構築した。このうち Model 

2 の方が Model 1 よりも精度良く地表面吸音率を推定できたため，本章では Model 2 を用い

る。 

	
 式 (2.53) 中のモデル定数 p, qを，ANSI法による音響特性測定結果から推定された実効的流

れ抵抗 σ(t) と，Stage 1にて計算された飽和度 𝑆i(𝑡) の散布図にフィッティングさせて求める。

この散布図の作成で用いる𝑆i(𝑡)は，Stage 1にて計算された 1時間ごとの飽和度𝑆i(𝑡)のうち，
音響特性測定時刻に対応する飽和度を抜き出したものとする。また，実効的流れ抵抗として，

第 2章ではWilsonモデルによる実効的流れ抵抗 σW(t)を用いていたが，本章では ANSI法の理

論モデルにおいて Delany-Bazley モデルが用いられていることを考慮し，Delany-Bazley モデ

ルによる実効的流れ抵抗 σ(t)を用いる。 

	
 表 3.6に，フィッティングにより定まったモデル定数を地面ごとに示す。図 3.23–図 3.26に，

𝑆i(𝑡) と σ(t) の散布図および式 (2.53) の pおよび qに表 3.6の値を代入した場合の曲線を示す。

図 3.23 より，A: 畑では散布図には右上がりの傾向が見られるものの，曲線は散布図に沿っ

ていない。図 3.24および図 3.25より，B: 草地および C: 田んぼでは散布図に右上がりの傾向

が見られ，それに曲線が沿っている。図 3.26より，D: 固い地面では散布図自体に右上がりの

傾向が見られないため，曲線もほぼ直線となっている。固い地面に関しては，土壌水分によ

る音響特性の変化は小さいと考えられるため，気象によって音響特性が変化するというモデ

ル化はしないこととする。 

 

表 3.6	
 各地面で定まったモデル定数 p, q 

地点 p [kPa s/m2] q [kPa s/m2] 

A: 畑 0.954 700 

B: 草地 435 26.1 

C: 田んぼ 24.8 57.2 

D: 固い地面 1×10–10 1571 
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図 3.23	
 A: 畑における計算飽和度–流れ抵抗の散布図および回帰曲線 

 

 

 
図 3.24	
 B: 草地における計算飽和度–流れ抵抗の散布図および回帰曲線 

 

(A) 
(C) 

(B) 

(D) 
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図 3.25	
 C: 田んぼにおける計算飽和度–流れ抵抗の散布図および回帰曲線 

 

 

 
図 3.26	
 D: 固い地面における計算飽和度–流れ抵抗の散布図および回帰曲線 
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 A: 畑に関して，図 3.23中の (A), (B), (C), (D) で示したプロットは，それぞれ 5月 21日，5

月 22日，7月 23日，7月 18日のものである。これらの測定日に畑の 4測定点で測定された

複素音圧比を図 3.27 に示す (7 月 18 日の 4 測定点における LD は図 3.15 に既に示している

が，比較のため再掲する)。図 3.27 (a), (b), (c) にそれぞれ示す 5月 21日，5月 22日，7月 23

日における 4測定点の複素音圧比は，図 3.27 (d) に示す 7月 18日の複素音圧比と比較すると

測定値が大きく暴れており，また 4 測定点間の測定値のばらつきも大きく，妥当な音響特性

測定ができたとは言い難い。 これらの日には，音響特性測定中の飽和度が高いという共通点

がある。 

	
 東郷フィールドにおける音響特性測定では，ANSI法の配置 Aと配置 Bのうち，配置 Aを

用いて測定した。前述の通り，配置 A は広い周波数範囲をカバーする配置であるのに対し，

配置 Bは特に周波数 1 kHz以上に重点が置かれ，また固い地面に適している配置である。こ

こで，飽和度の大きい図 3.23中の (A), (B), (C) は，音響的には「固い地面」に近い状態である

ことが予想されるため，本来であれば配置 Aよりも配置 Bでの測定が適していると考えられ

る。言い換えれば，配置 Aはこのような固い地面，あるいは流れ抵抗が大きい地面の測定に

はあまり向かないと考えられる。そのため，飽和度が大きいときの地面においては，配置 A

では妥当な音響特性測定がされなかったと考え，図 3.23 中において飽和度が 80 % 以上の日

に測定されたデータは一律に外れ値とみなして除外することとする。 

	
 図 3.23中で飽和度が 80 % 以上のプロットに該当するのは (A), (B), (C) の 3点であり，これ

ら 3点は除外したプロット群に，式 (2.53) の回帰曲線を当てはめた結果を図 3.28に示す。散

布図には右上がりの傾向が見られ，これに対して沿った曲線が得られた。よって，A: 畑に関

しては，図 3.28から求まった (p, q) = (624, 230) をモデル定数として決定する。 
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図 3.27	
 各測定日における 4点で測定された複素音圧比 

 

 
図 3.28	
 A: 畑において外れ値を除外した計算飽和度–流れ抵抗の散布図および回帰曲線 
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3.6   まとめ  

	
 本節では，第 3章のまとめを述べる。 

	
 第 2 章で構築した地表面音響特性経時変化モデルを複数地表面へ適用するために，畑，草

地，田んぼ，固い地面を対象とし，気象，土壌水分，地表面音響特性の測定を実施した。第 2

章における測定結果に見られたように，飽和度は降雨があると急激に上昇し，その後数日間

のうちに元の値まで減少した。この現象は概ね全ての地表面において見られたが，飽和度の

大きさは地表面種によって異なった。また，ANSI法を用いた音響特性測定結果は，地表面種

によって複素音圧比の測定点間のばらつきや算出される実効的流れ抵抗に違いが見られた。 

	
 その後，地表面音響特性経時変化モデルの測定結果への適用を試みた。その結果，固い地

面では飽和度と地面の実効的流れ抵抗の間に関連が見られなかったため，地表面音響特性経

時変化モデルの適用はしないこととした。畑，草地，田んぼについては，モデル化は概ね良

好に行われ，表 3.7に示すモデル定数 a, b, c, d, p, qを得た。 

 

表 3.7	
 各地面で定まったモデル定数 a, b, c, d, p, qのまとめ 

地点 a [1/mm] b [1/day] c [1/°C] d [°C] p [kPa s/m2] q [kPa s/m2] 

A: 畑 1.407 0.2862 1.618 44.27 624 230 

B: 草地 2.936 1.073  1.349 54.95 435 26.1 

C: 田んぼ 1.153 0.1524 1.914 33.91 24.8 57.2 
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第 4章 

広域における地表面種類分布の把握 
 

 

4.1   目的  

	
 前章までに，複数地表面における地表面音響特性の経時変化モデルを構築した。これまで

で明らかになったように，地表面音響特性は，同一地表面においても土壌水分量により変化

するが，地表面種類によっても大きく異なる。 

	
 前章までで明らかになったのは，地表面種類ごとの地表面音響特性の経時変化であるが，

これではある地表面種類のある地点のみの経時変化しか分からない。そこで，地表面種類の

空間分布と組み合わせることで，地表面音響特性の時空間変動が把握可能となる。 

	
 広域の地表面種類を把握する手段はいくつか考えられる。例えば，国土交通省は，国土に

関する基本的な GIS データの一つとして「国土数値情報	
 土地利用細分メッシュデータ」を

整備しており，全国の土地利用の状況について，各利用区分 (田，その他の農用地，森林，荒

地，建物用地，幹線交通用地，湖沼，河川等) を提供している [48]。しかしながら，本データ

はメッシュ幅が 100 mであり，音響伝搬予測の実施を考えると，メッシュ幅が粗い。また，

国土地理院は，宅地利用動向調査をもとにした「細密数値情報 (10mメッシュ土地利用)」[49] 

および「数値地図 5000 (土地利用)」[50] を整備しており，各土地利用項目 (山林・荒地等，

田，一般低層住宅地，密集低層住宅地，中・高層住宅地，公園・緑地等，道路用地など) を提

供している。しかしながら，これらのデータは対象地域が首都圏，中部圏，近畿圏の三大都

市圏の主要部に限られるほか，東郷フィールドが位置する中部圏の最新データは 2003年のも

のである (2020年 2月現在) 等，データの利用には制約がある。さらに，「国土数値情報	
 土

地利用細分メッシュデータ」「細密数値情報 (10mメッシュ土地利用)」「数値地図 5000 (土地

利用)」のいずれにおいても，提供される土地利用項目分類は，必ずしも地表面音響特性の推

定に適する分類であるとはいえない。 

	
 そこで本研究では，広域の地表面音響特性推定のための地表面種類把握の手段として，農

業や防災といった分野でよく利用されているリモートセンシングを用いる。航空機に搭載し

たハイパースペクトル画像撮影装置により航空画像を撮影し，撮影した航空画像から広域の

地表面種類を判別することを本章の目的とする。 
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4.2   航空画像撮影  

4.2.1   画像取得方法  

	
 セスナ 208 型航空機に搭載したハイパースペクトル装置 CASI-1500h (Compact Airborne 

Spectral Imager-1500h) により，東郷フィールド周辺のハイパースペクトル画像を取得する。

撮影は，2017年 2月 27日 11時 22分〜11時 25分 (以下，冬)，同 6月 23日 10時 39分〜10

時 43分 (以下，夏)，同 9月 25日 11時 11分〜11時 14分 (以下，秋) の 3度実施した。 

	
 使用機体の性能諸元を表 4.1に，外観を図 4.1に示す。また CASI-1500hの諸元を表 4.2に，

外観を図 4.2に示す。機体の飛行高度は対地 2000 mであり，CASI-1500hの地上解像度は 1 m 

× 1 mである。スペクトルは，中心波長 373～1048 nm間を，約 10 nmごとに 72バンドに分

割して収録する。各バンドの中心波長と波長幅を，表 4.3に示す。 

 

表 4.1	
 使用機体性能諸元 

製造会社 セスナ・エアクラフト・カンパニー（米） 

発動機 P&WC PT6A-114A×1 

寸度 

全幅 15.88 m 

全長 12.67 m 

全高 4.59 m 

速度 
最大 175 kt (324 km/h) 

巡航 160 kt (296 km/h)  

航続距離 1,689 km 

離陸最大重量 3,995 kg 

自重 (標準装備状態) 2,418 kg 

 

 
図 4.1	
 セスナ 208外観 
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表 4.2	
 CASI-1500hセンサ諸元 

装置名 CASI-1500h (Compact Airborne Spectrographic Imager) 

製造元 ITRES Research Limited	
 (CANADA) 

空間方向ピクセル数 1490 

波長方向ピクセル数 288 

走査角 39.09° 

光学分解能 約 0.49mrad (対地 1,000mで 0.5m/画素) 

取得波長帯域 約 380～1,050nm 

量子化ビット数 14bit (16,384段階) 

データ収録媒体 HDD 

輝度補正 別途キャリブレーションテーブルによる 

幾何補正 GNSS/IMU (Applanix社製 POS/AV) による 

 

 

 
図 4.2	
 CASI-1500h外観 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IMU（姿勢検出器） 

CASI-1500h 
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表 4.3	
 収録波長一覧 

収録 
ch 

中心波長 
(nm) 

波長幅 
(nm) 

収録 
ch 

中心波長 
(nm) 

波長幅 
(nm) 

収録 
ch 

中心波長 
(nm) 

波長幅 
(nm) 

1  373.28  9.52  25  601.71  9.51  49  829.95  9.51  
2  382.80  9.52  26  611.23  9.51  50  839.46  9.51  
3  392.32  9.52  27  620.74  9.51  51  848.97  9.51  
4  401.84  9.52  28  630.25  9.51  52  858.47  9.51  
5  411.37  9.52  29  639.77  9.51  53  867.98  9.51  
6  420.89  9.52  30  649.28  9.51  54  877.48  9.51  
7  430.41  9.52  31  658.79  9.51  55  886.99  9.51  
8  439.93  9.52  32  668.30  9.51  56  896.49  9.50  
9  449.45  9.52  33  677.81  9.51  57  906.00  9.50  

10  458.97  9.52  34  687.32  9.51  58  915.50  9.50  
11  468.49  9.52  35  696.83  9.51  59  925.01  9.50  
12  478.00  9.52  36  706.34  9.51  60  934.51  9.50  
13  487.52  9.52  37  715.85  9.51  61  944.01  9.50  
14  497.04  9.52  38  725.36  9.51  62  953.52  9.50  
15  506.56  9.52  39  734.87  9.51  63  963.02  9.50  
16  516.07  9.52  40  744.38  9.51  64  972.52  9.50  
17  525.59  9.52  41  753.89  9.51  65  982.03  9.50  
18  535.11  9.52  42  763.40  9.51  66  991.53  9.50  
19  544.62  9.52  43  772.91  9.51  67  1001.03  9.50  
20  554.14  9.52  44  782.42  9.51  68  1010.53  9.50  
21  563.65  9.52  45  791.93  9.51  69  1020.04  9.50  
22  573.17  9.51  46  801.43  9.51  70  1029.54  9.50  
23  582.68  9.51  47  810.94  9.51  71  1039.04  9.50  
24  592.20  9.51  48  820.45  9.51  72  1048.54  9.50  

 

 

4.2.2   取得画像詳細  

	
 各画素は，航空機上で量子化ビット数 14 bit で収録された地表面からのスペクトルを，地

上で事前に校正された輝度校正テーブルを元に，量子化ビット数 16 bit の分光放射輝度値に

変換したものに，大気補正を行い算出した分光反射率である。 

	
 図 4.3, 図 4.4, 図 4.5にそれぞれ，2017年 2月 27日 (以下，冬)，同 6月 23日 (以下，夏)，

同 9月 25日 (以下，秋) に撮影された航空画像を示す。航空画像は，対象地の航空ハイパー

スペクトル画像から，RGBに該当する分光波長帯の画像を用いてトゥルーカラー合成したも

のである。R, G, Bに該当する分光波長帯としてそれぞれ band 32 (中心波長 668.30 nm)，band 

22 (中心波長 573.17 nm)，band 11 (中心波長 468.49 nm) の画像を用いた。 
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図 4.3	
 冬に撮影された航空画像の全体 

0 1,000 2,000 [m]

N
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図 4.4	
 夏に撮影された航空画像の全体 

0 1,000 2,000 [m]

N
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図 4.5	
 秋に撮影された航空画像の全体 

0 1,000 2,000 [m]

N
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4.3   地表面分類の概要  

4.3.1   地表面分類の流れ  

	
 画像分類は，類似する特徴をもつピクセルをグループ化する処理である [51]。本研究では，

画像分類により，撮影されたハイパースペクトル航空画像から各ピクセルの地表面種類を判

別する。図 4.6に，本研究にて実施する地表面分類の流れを示す。はじめに，分類する地表面

種類 (クラス) を設定する。そして，分類の基準とする分光反射率を各クラスにつき算出する

ためのトレーニングエリア，分類精度を評価するためのテストエリア，実際に地表面分類を

行う推定エリアを設定する。その後，分類手法を選定し，分類手法における判別関数による

計算時の諸条件を決定する。この条件決定にあたっては，テストエリア内のピクセルに対し

て地表面分類を行い，分類精度評価指標を算出し各条件間で比較することで，最適な計算条

件を決定する。計算条件が決定したら，それら条件を用い，推定エリアのピクセルに対し地

表面分類を実行する。 

 

 

図 4.6	
 地表面分類の流れ 

 

 

4.3.2   分類クラス，トレーニングエリア，テストエリア，推定エリアの設定  

	
 前章では，畑，草地，田んぼ，固い地面の 4 地表面を対象に測定を実施している。また，

ASJ RTN-Model 2018では，地表面種類ごとの実効的流れ抵抗として表 4.4を定めている。こ

れらを踏まえ，本研究での地表面種類分類クラスは，畑 (Farmland)，草地 (Grass)，田んぼ (Rice 

field)，固い地面 (Compacted soil)，その他 (Others) の 5つとする。 

 

 

開始

分類クラスの設定

トレーニングエリア，テストエリア，推定エリアの設定

分類手法の決定

分類計算時の諸条件の決定

決定した条件を用いた

推定エリア内のピクセルに対する地表面分類の実行

終了
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表 4.4	
 ASJ RTN-Model 2018における地表面の種類と実効的流れ抵抗 

地表面の種類 地表面の実効的流れ抵抗 [kPa s/m2] 

コンクリート，アスファルト 20000 

固い地面，排水性舗装路面  1250 

芝地，田んぼ，草地   300 

表面の柔らかい畑地，耕田    75 

 

 

	
 ついで航空画像内から，推定エリア，トレーニングエリア，テストエリアを選定する。推

定エリアは，図 4.7 中の赤枠で示す，約 886 m × 445 m の範囲とする。なるべく複数の地表

面種類を含み，かつ，現地の地表面種類の状況を現地調査によりある程度把握しているため

分類結果の正誤確認がしやすい，東郷フィールド周辺を推定エリアとする。 

	
 トレーニングエリアは，航空画像撮影範囲内かつ推定エリア外から，各クラスに相当する

地面を目視により判断し，そのうち数箇所を設定する。トレーニングエリアを設定する際の

地表面種類の判断は，2019 年の現地調査時にデジタルカメラで撮影した画像・図 4.3–図 4.5

のハイパースペクトル航空画像・Googleマップの航空画像 [52]・東郷町周辺の 2003年の土地

利用図 [53] を確認しながら行った。 

	
 上記で設定したトレーニングエリアから教師データとなる分光反射率を地表面種類ごとに

算出するが，教師スペクトルを用いて推定エリア内の地表面種類を推定する前に，推定精度

をあらかじめ確かめておく必要がある。そこで，推定精度の評価のためのエリアとして，ト

レーニングエリアとは別に，テストエリアを推定エリア内にクラス毎に設定する。 

	
 設定した各エリアを図 4.7 に示す。また，トレーニングエリアおよびテストエリアとして

設定したポリゴン数およびポリゴン内に含まれる全ピクセル数を表 4.5に示す。「その他」に

関しては，詳細は後述するが，「畑」「草地」「田んぼ」「固い地面」のいずれにも属さないピク

セルを「その他」と分類させるため，トレーニングエリアは設けない。ただし，分類精度の

評価用エリアは必要なため，テストエリアには「その他」も含めて設定する。 
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図 4.7	
 推定エリア，トレーニングエリア，テストエリア (背景は冬撮影の航空画像) 

Estimation area

Training area (farmland)

Training area (grass)

Training area (rice field)

Training area (compacted soil)

Test area (farmland)

Test area (grass)

Test area (rice field)

Test area (compacted soil)

Test area (others)
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表 4.5	
 トレーニングエリアおよびテストエリア内に含まれるピクセル数 

Class 
Training area  Test area 

	
 Number of 
	
 polygons 

	
 Number of 
	
 pixels 

 	
 Number of 
	
 polygons 

	
 Number of 
	
 pixels 

Farmland 10  3088  1 1044 

Grass  4  6581  2 1037 

Rice field  7  7493  2 1114 

Compacted soil  3 18503  1 1075 

Others    4 1181 

 

 

	
 表 4.6に，冬における，畑および草地のトレーニングエリア内の地表面性状を，エリアのポ

リゴン輪郭線とともに示す。畑は作物が植えられておらず，草地の草は枯れているように見

える。表 4.7に，冬における，田んぼおよび固い地面のトレーニングエリア内の地表面性状を

示す。田んぼは田植え前につきイネは植えられておらず，固い地面は 3 箇所とも同様の地表

面性状である。 

	
 表 4.8に，夏における，畑および草地のトレーニングエリア内の地表面性状を，エリアのポ

リゴン輪郭線とともに示す。畑は，作物が植えられている箇所と植えられていない箇所が見

られ，草地では草がまばらに生育している。表 4.9に，夏における，田んぼおよび固い地面の

トレーニングエリア内の地表面性状を示す。田んぼは夏は田植え後の時期にあたり，イネが

植えられているようである。固い地面は 3 箇所とも同様の地表面性状であり，冬との差はあ

まり見られない。 

	
 表 4.10に，秋における，畑および草地のトレーニングエリア内の地表面性状を，エリアの

ポリゴン輪郭線とともに示す。畑は，夏と同様，作物が植えられている箇所と植えられてい

ない箇所が見られ，草地でも夏と同様に草がまばらに生育している。表 4.11に，秋における，

田んぼおよび固い地面のトレーニングエリア内の地表面性状を示す。田んぼはイネの収穫直

前の時期にあたり，イネが育っている。固い地面は 3 箇所とも同様の地表面性状であり，冬

および夏との差はあまり見られない。 

	
 表 4.12，表 4.13，表 4.14にそれぞれ，冬，夏，秋における各クラスのテストエリア内の地

表面性状を，エリアのポリゴン輪郭線とともに示す。いずれの季節においても，畑，草地，

田んぼ，固い地面におけるテストエリアの地表面性状は，表 4.6–表 4.11に示した各季節のト

レーニングエリア内の地表面性状と概ね同様である。「その他」のテストエリアとしては，コ

ンクリート 2 箇所，刈り取った牧草を白いビニールで覆った物体，木の箇所の計 4 箇所を選

定しているが，いずれの箇所も季節による地表面性状の変化は小さい。 
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表 4.6	
 冬における，畑および草地のトレーニングエリア内の地表面性状 

Farmland 

   

   

Grass 
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表 4.7	
 冬における，田んぼおよび固い地面のトレーニングエリア内の地表面性状 

Rice field 

	
  

Compacted 

soil 
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表 4.8	
 夏における，畑および草地のトレーニングエリア内の地表面性状 

Farmland 

   

   

Grass 
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表 4.9	
 夏における，田んぼおよび固い地面のトレーニングエリア内の地表面性状 

Rice field 

	
  

Compacted 

soil 
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表 4.10	
 秋における，畑および草地のトレーニングエリア内の地表面性状 

Farmland 

   

   

Grass 
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表 4.11	
 秋における，田んぼおよび固い地面のトレーニングエリア内の地表面性状 

Rice field 

	
  

Compacted 

soil 
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表 4.12	
 冬における，各テストエリア内の地表面性状 

Farmland 

 
Grass 

 
Rice field 

 

Compacted 

soil 

 

Others 
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表 4.13	
 夏における，各テストエリア内の地表面性状 

Farmland 

 
Grass 

 
Rice field 

 

Compacted 

soil 

 

Others 
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表 4.14	
 秋における，各テストエリア内の地表面性状 

Farmland 

 
Grass 

 
Rice field 

 

Compacted 

soil 

 

Others 
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4.3.3   分類手法  

	
 マルチスペクトル画像やハイパースペクトル画像などのリモートセンシングデータを用い

た地表面種類分類手法としては，最尤法 (MLH: maximum likelihood)，ユークリッド最短距離

法 (MED: minimum Euclidean distance) [54]，シャイプディファレンス法 (SD: shape difference) 

[55]，MED法と SD法を組み合わせた MED-SD法 [56] などがある。本研究では，平栗ら [57] 

が提案した，MED-SD 法に閾値を設ける手法を用いて地表面分類を行う。以下で，MED 法，

SD法，MED-SD法，MED-SD法に閾値を設ける手法の概要について述べる。 

	
 MED 法，SD 法，MED-SD 法のいずれにおいても，図 4.8 のように，分類対象ピクセルに

おける分光反射率が，どのクラスの分光反射率に最も類似しているかを計算することで，地

表面種類判別を行う。すなわち，nバンドの分光反射率 x = (x1, x2, ..., xn)t (上付きの tは転置を

表す) が，k種類のクラスにおける分光反射率 mi = (mi,1, mi,2, ..., mi,n)t  (i = 1, 2, ..., k) の中で，

どれに最も類似しているかを考える。 

 
図 4.8	
 地表面種類分類の考え方 

 

	
 MED法では，図 4.9 (a) のように，分類対象ピクセルにおける分光反射率と，クラス iにお

ける分光反射率の，各バンドにおける差を考える。差の二乗和が最小となるクラス iが，分類

対象ピクセルの地表面種類であると分類する。つまり，以下の判別関数 Diを最小とするクラ

ス iに xを分類する。 

 𝐷" = (𝑥& − 𝑚",&)+
,

&-.

 (4.1) 

ここで l (l = 1, 2, …, n) はバンド番号を表す。 

	
 SD法では，以下の判別関数 Φiを最小とするカテゴリ iに xを分類する。 

波長

反射率

波長

反射率

波長

反射率

波長

反射率

波長

反射率

クラス 1 の分光反射率 クラス 2 の分光反射率 クラス 3 の分光反射率 クラス 4 の分光反射率

分類対象ピクセルの分光反射率

x = (x1, x2, ..., xn)t

m1 = (m1,1, m1,2, ..., m1,n)t m2 = (m2,1, m2,2, ..., m2,n)t m3 = (m3,1, m3,2, ..., m3,n)t m4 = (m4,1, m4,2, ..., m4,n)t

分光反射率が最も類似するクラスへ分類
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Φ" = cos3.
𝒙 ∙ 𝒎𝒊

𝒙 𝒎𝒊
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  

= cos3. 𝑥& ∙ 𝑚",&

,

&-.

𝑥&+
,

&-.

𝑚",&
+

,

&-.

 

(4.2) 

式 (4.2) の Φiは，図 4.9 (b) 中に示す，2つの n次元ベクトル x, miの角度に対応する。すなわ

ち，式 (4.2) の Φiが 0に近いほど，2つの分光反射率のグラフの形は類似するといえる。 

 

 

図 4.9	
 (a) MED法，(b) SD法の考え方 

 

	
 MED-SD 法は，ピクセル毎に MED 法と SD 法により算出された値をそれぞれ 0 から 1 の

間で線形化し足し合わせる方法である。すなわち，以下の判別関数 fiを最小とするクラス iに

xを分類する。 

 𝑓" =
𝐷" − 𝐷9:;
𝐷9<= − 𝐷9:;

+
Φ" − Φ9:;

Φ9<= − Φ9:;
 (4.3) 

ここで Dmaxおよび θmaxは各ピクセルにおいてそれぞれ式 (4.1), (4.2) から算出される最大値，

Dminおよび θminは各ピクセルにおいてそれぞれ式 (4.1), (4.2) から算出される最小値である。 

 

	
 上記の方法に従う場合，ある分類対象ピクセルが事前に用意したクラスのいずれにも属さ

ないとき，そのピクセルは fi が最小となるクラスに強制的に割り当てられることになり，誤

分類の一因となる。そこで，fiにクラス毎に閾値を設け，全てのクラスで fiが閾値を上回る場

合に xを「その他」へ，そうでない場合は fiが最小となるクラスへ分類する。閾値としては，

クラス毎にトレーニングエリア内で正答となったピクセルの fiの pパーセンタイルを用いる。

すなわち，クラス毎にトレーニングエリア内で正答となったピクセルの fiのうち，上位 (100 

– p) %を外れ値と考える。 

	
 「その他」のクラスをトレーニングエリアとして設けず，上記のように閾値を設定し分類

するのは，「その他」に分類される地表面種類は，コンクリート，アスファルト，建物，色が

塗られた障害物など多岐にわたるためである。これら一つ一つの分光反射率を個別に把握す

(a) (b)

波長

反射率

x = (x1, x2, ..., xn)t

mi = (mi,1, mi,2, ..., mi,n)t

Φi

x

mi

l番目のバンドにおける反射率の差 : xl – mi,l
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るのは極めて困難であり，現実的でない。そこで，fiに閾値を設けることにより，「畑」「草地」

「田んぼ」「固い地面」の 4クラスのいずれにも属さないピクセルを「その他」と分類するこ

ととする。 

 

4.3.4   分類精度の評価手法  

	
 地表面分類の分類精度は，分類精度表を作成し，そこから各種精度評価指標を算出し評価

する。分類精度表とは，分類の結果得られたクラスと，実際の地上の状態 (グラウンドトゥル

ース) を示す参照クラスをそれぞれ行と列にとった正方の表である [51, 58]。表内の各成分は

ピクセル数を表す。行列の対角成分が正しく分類されたピクセル数であり，それ以外は誤分

類されたピクセル数を表す。すなわち，対角成分のみに値が入り，その他の成分は 0の場合，

誤分類が全くないことを意味する。表 4.15 に，例として，4 つの参照クラス 1–4 に属する全

Nピクセルを対象とし，クラス 1–4の 4つに分類した場合の分類精度表を示す。ここで xijは，

分類精度表の (i, j) 成分である。 

 

表 4.15	
 分類精度表の例 

 参照クラス 

クラス 1 クラス 2 クラス 3 クラス 4 合計 

分類結果 

クラス 

クラス 1 x11 x12 x13 x14 x1+ 

クラス 2 x21 x22 x23 x24 x2+ 

クラス 3 x31 x32 x33 x34 x3+ 

クラス 4 x41 x42 x43 x44 x4+ 

合計 x+1 x+2 x+3 x+4 N 

 

	
 この分類精度表から，様々な精度評価指標が算出されるが，代表的なものとしては，プロ

デューサ精度 (Producer’s accuracy: PA)，ユーザ精度 (User’s accuracy: UA)，総合精度 (Overall 

accuracy: OA)，カッパ係数 (Kappa coefficient: KC) がある [51, 58, 59]。 

	
 PAは，グラウンドトゥルースのうち正しく分類された割合を示す精度評価指標であり，ク

ラス iの PAである PAiは下式で表される。 

 PA" =
𝑥""
𝑥A"

 (4.4) 

ここで xiiは分類精度表の対角成分，すなわちクラス iに正しく分類されたピクセル数を示す。

x+iは参照クラスの総ピクセル数である。 

	
 UAは，分類結果のうち正しく分類された割合を示す精度評価指標であり，クラス iの UA

である UAiは下式で表される。 

 UA" =
𝑥""
𝑥"A

 (4.5) 
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ここで xi+は分類クラスの総ピクセル数である。 

	
 OAは，全ピクセルのうち正しく分類された割合を示す精度評価指標であり，下式で表され

る。 

 OA =
1
𝑁

𝑥""

F

"-.

 (4.6) 

ここで Nは分類精度表内の総ピクセル数，mは分類クラス数を表す。 

	
 KCは，総合精度から分類が偶然的中する割合を除いた精度評価指標であり，下式で表され

る。 

 

KC = 

𝑁 𝑥""

F

"-.

− (𝑥"A×𝑥A")
F

"-.

  

(4.7) 

 𝑁2 − (𝑥𝑖+×𝑥+𝑖)
𝑚

𝑖=1
  

KC の意味は，次の通りである [51]。式 (4.7) の分母と分子をそれぞれ N2 で割ると以下を得

る。 

 

KC = 

1
𝑁

𝑥""

F

"-.

−
1
𝑁+ (𝑥"A×𝑥A")

F

"-.

  

 

 1 −
1
𝑁2

(𝑥𝑖+×𝑥+𝑖)
𝑚

𝑖=1
  

 = 
みかけの一致率 − 偶然の一致率

1 − 偶然の一致率
   

 = 
みかけの一致率のうち，偶然に依存しない一致率

完全な一致のうち，偶然に依存しない一致率
  (4.8) 

以上より，KCは「偶然に依存しない一致率」を評価する指標であるといえる。KCに基づく

一致率の解釈は，一般に「0.4以下: 低い一致，0.41–0.60: 中程度の一致，0.61–0.80: かなりの

一致，0.81–1: 高い一致」である。 

	
 次項では，地表面分類における計算条件を変化させた諸検討を行うが，その際の分類精度

は，上記の精度評価指標にて判断する。 

 

 

4.4   地表面分類時の条件に関する諸検討  

4.4.1   教師スペクトル算出に必要なピクセル数の検討  

	
 今回選定したトレーニングエリア内に含まれるピクセル数は，表 4.5 に示すように，クラ

ス毎に異なる。そこで，各クラスにおいて教師スペクトル算出のためのピクセル数を揃える

とともに，教師スペクトル算出に必要なピクセル数の検討を，平栗らの文献 [57] で行われて

いる検討を参考にし，次のように行う。 
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 トレーニングエリアから，100, 200, 300, …, 1400, 1500ピクセルをランダムに抽出し，抽出

したピクセルの分光反射率を平均して教師スペクトルとする。上記により算出された教師ス

ペクトルを用いて，「その他」を除くテストエリア (畑，草地，田んぼ，固い地面) にて地表

面分類を行い，クラス毎に PAを算出する。上記の試行を 10回繰り返し，PAの最大値と最小

値の差を求める。これを，各季節に撮影された航空画像を用いて行う。 

	
 図 4.10に，冬，夏，秋に撮影された航空画像を用いて上記を実施した結果を示す。いずれ

の季節および地表面でも，1000ピクセル程度を越えると，PAのばらつきが小さくなる。よっ

て以降では，トレーニングエリアから 1000ピクセルをランダムに抽出し，抽出したピクセル

の分光反射率を平均して教師スペクトルとすることとする。 

 
図 4.10	
 PAの最大値と最小値の差の，抽出ピクセル数による違い 
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4.4.2   用いる撮影画像の検討  

	
 本研究では，冬，夏，秋の 3 時期に航空画像を撮影している。そのうち，どの季節の航空

画像が最も精度よく地表面分類できるかを本項にて検討する。 

	
 図 4.11 に，各クラスのトレーニングエリアから抽出した 1000 ピクセルの分光反射率の平

均値 (教師スペクトル) を季節別に示す。 

	
 畑に関して，作物が植えられていない冬では，波長の上昇とともに分光反射率も緩やかに

上昇する特性をもつ。一方，植生がまばらに見られる夏および秋では，波長 700 nm付近にて

やや上昇する特性をもつ。分光反射率の季節による差は，比較的小さい。 

	
 草地に関して，草の生育期でない冬では，分光反射率は波長 700 nm付近にて上昇するもの

の，その変化はわずかである。一方，草の生育期にあたる夏および秋では，分光反射率は波

長 700 nm付近にて大きく上昇している。これは，近赤外の波長は植物の光合成には有効に使

われない波長であることを示している [51]。 

	
 田んぼは，波長 700 nm以上で反射率の季節による差が大きい。これは，田んぼは 2月は田

植え前，6月は田植え後，9月は稲刈り直前と，撮影時期によって地表面性状が大きく異なる

からである。文献 [51] によると，田んぼにおける分光反射率の季節変化は一般に，イネの生

長に伴って，苗が移植された頃の水面に近い状態から，緑の植物特有の反射スペクトルに大

きく変化し，バイオマスの増加とともに，近赤外の反射率が急激に上昇する。その後，成熟

期に向かってクロロフィルの減少とともに全体的に反射率が上昇・平坦化する。収穫後には

残った植物と土壌の両者の特徴が混合した反射スペクトルを示す。本研究で観測された各季

節における田んぼの分光反射率は，前述の田んぼの一般的な分光反射率の季節変化に関する

知見と対応している。 

	
 固い地面では，いずれの季節においても，分光反射率は波長の上昇とともに緩やかに上昇

する。表 4.7，表 4.9，表 4.11より，固い地面の地表面性状は季節による差が小さいが，図 4.11

より，分光反射率の季節による差も小さい。 

	
 季節ごとに各クラスの教師スペクトルを比較すると，冬では畑と田んぼの教師スペクトル

が類似しており，特に相対値が類似している。夏では，畑と草地の教師スペクトルの相対値

が類似しているが，絶対値は特に波長 700 nm以上で草地の方が大きい。秋では，畑，草地，

田んぼの教師スペクトルの相対値が類似しているが，絶対値は互いに異なる。 
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図 4.11	
 各地表面および各季節における教師スペクトル 

 

	
 上記の教師スペクトルを用い，各季節に撮影された航空画像を用いてテストエリアにて

MED-SD 法により地表面分類を行う。本項では判別関数 fiに閾値は設けず，テストエリア内

のピクセルを「畑」「草地」「田んぼ」「固い地面」の 4クラスのいずれかに分類する。その後，

分類精度表を作成し，式 (4.4)–(4.7) の各種精度評価指標を計算するとともに，各テストクラス 

(参照クラス) に属するピクセルがどのクラスへ分類されたか，その割合を計算し分類精度を

評価する。 

	
 まず，冬の航空画像を用いた結果を示す。図 4.12に，テストエリア設定箇所を冬の航空画

像とともに示す。図 4.13に，図 4.12のテストエリアにおける地表面分類結果を示す。表 4.16

に分類精度表を，図 4.14に各参照クラスにおける分類クラスの割合を示す。図 4.12と図 4.13

を比較すると，畑，草地，固い地面のテストエリア内のピクセルは，ほぼ正しく分類されて

いる。一方，田んぼのテストエリア内のピクセルは，田んぼと正しく分類されている箇所も

あるが，一部は畑と分類されている。田んぼのテストエリアにおける誤分類は表 4.16および

図 4.14 にも表れており，図 4.14 より田んぼのテストエリア内のピクセルのうち約 30 %が畑

と分類されている。一方，田んぼ以外のクラスにおける地表面分類の精度は高い。田んぼの

一部が畑と推定されているのは，畑と田んぼの教師スペクトルが類似しているためと考えら

れる。 
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図 4.12	
 冬に撮影された航空画像上の推定エリアおよびテストエリア設定箇所 

 

 

 

図 4.13	
 テストエリアにおける冬の航空画像を用いた場合の分類結果 

 

Estimation area Test area (farmland) Test area (grass)

Test area (rice field) Test area (compacted soil)

Estimation area Test area (farmland) Test area (grass)

Test area (rice field) Test area (compacted soil)
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表 4.16	
 冬の航空画像を用いた場合の分類精度表 

 
 

 

	
  

	
  

図 4.14	
 冬の航空画像を用いた場合の，各参照クラスにおける分類クラスの割合 

 

Farmland Grass Rice field Compacted soil
1039 0 319 0 1358 76.5

0 1027 0 0 1027 100.0
5 10 795 0 810 98.1
0 0 0 1075 1075 100.0

1044 1037 1114 1075 4270
99.5 99.0 71.4 100.0

OA (%): 92.2
KC (–): 0.896

PA (%)

Total UA (%)

Farmland
Grass
Rice field

Reference class

Compacted soil
Total

Classified
class
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 ついで，夏の航空画像を用いた結果を，冬と同様に示す。図 4.15に，テストエリア設定箇

所を夏の航空画像とともに示す。図 4.16に，図 4.15のテストエリアにおける地表面分類結果

を示す。表 4.17 に分類精度表を，図 4.17 に各参照クラスにおける分類クラスの割合を示す。

図 4.15と図 4.16を比較すると，田んぼのテストエリア内のピクセルは，正しく地表面分類が

されている。草地，固い地面では，一部で誤分類があるものの，概ね正しく分類されている。

一方，畑のテストエリア内のピクセルは，その多くが草地と分類されている。これは，テス

トエリアの畑の一部に植生が見られること，および図 4.11に示すように畑と草地の教師スペ

クトルが類似していることが原因と考えられる。表 4.17 および図 4.17 より，草地，田んぼ，

固い地面の PAは概ね高いが，畑の PAは 27.3 %であり，畑のテストエリア内のピクセルの大

半は誤分類されていることがわかる。 
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図 4.15	
 夏に撮影された航空画像上の推定エリアおよびテストエリア設定箇所 

 

 

 

図 4.16	
 テストエリアにおける夏の航空画像を用いた場合の分類結果 

 

Estimation area Test area (farmland) Test area (grass)

Test area (rice field) Test area (compacted soil)

Estimation area Test area (farmland) Test area (grass)

Test area (rice field) Test area (compacted soil)
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表 4.17	
 夏の航空画像を用いた場合の分類精度表 

 
 

 

	
  

	
  

図 4.17	
 夏の航空画像を用いた場合の，各参照クラスにおける分類クラスの割合 

 

 

Farmland Grass Rice field Compacted soil
285 125 0 279 689 41.4
759 912 0 0 1671 54.6

0 0 1114 0 1114 100.0
0 0 0 796 796 100.0

1044 1037 1114 1075 4270
27.3 87.9 100.0 74.0

OA (%): 72.8
KC (–): 0.637

Total
PA (%)

UA (%)

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil

Total
Reference class

Classified
class
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 最後に，秋の航空画像を用いた結果を，冬および夏と同様に示す。図 4.18に，テストエリ

ア設定箇所を秋の航空画像とともに示す。図 4.19に，図 4.18のテストエリアにおける地表面

分類結果を示す。表 4.18に分類精度表を，図 4.20に各参照クラスにおける分類クラスの割合

を示す。図 4.18 と図 4.19 を比較すると，畑および固い地面のテストエリア内のピクセルは，

ほぼ正しく分類されている。一方，草地のテストエリア内のピクセルの一部は田んぼと分類

されている。これは，田んぼは稲刈り前で植生があり，草地と田んぼの教師スペクトルが類

似しているためと考えられる。また，田んぼのテストエリア内のピクセルは，一部は正しく

分類されているものの，畑や草地と誤分類されているピクセルもある。表 4.17および図 4.17

より，畑および固い地面の PAはほぼ 100 %であり，草地の PAも約 80 %と概ね高いが，田ん

ぼの PAは 60 %程度である。 
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図 4.18	
 秋に撮影された航空画像上の推定エリアおよびテストエリア設定箇所 

 

 

 

図 4.19	
 テストエリアにおける秋の航空画像を用いた場合の分類結果 

 

Estimation area Test area (farmland) Test area (grass)

Test area (rice field) Test area (compacted soil)

Estimation area Test area (farmland) Test area (grass)

Test area (rice field) Test area (compacted soil)
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表 4.18	
 秋の航空画像を用いた場合の分類精度表 

 
 

 

	
  

	
  

図 4.20	
 秋の航空画像を用いた場合の，各参照クラスにおける分類クラスの割合 

 

 

	
 以上より，どの季節の航空画像を用いても，誤分類は見られた。ただし，冬の航空画像を

用いた場合には，田んぼ以外では PAがほぼ 100 %であったことから，冬，夏，秋の中では，

冬の航空画像を用いる場合が最も誤分類が少なく精度のよい地表面分類をできる可能性があ

る。そこで，冬の航空画像を用いて分類精度を向上させる方法を次で検討する。 

Farmland Grass Rice field Compacted soil
1044 0 273 17 1334 78.3

0 867 170 0 1037 83.6
0 170 671 0 841 79.8
0 0 0 1058 1058 100.0

1044 1037 1114 1075 4270
100.0 83.6 60.2 98.4

OA (%): 85.2
KC (–): 0.804

Total
PA (%)

UA (%)

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil

Total
Reference class

Classified
class
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4.4.3   MED法と SD法の重み付けに関する検討  

	
 冬の航空画像を用いた分類では，畑と田んぼの誤判定があった。これについて，図 4.11よ

り，畑と田んぼの教師スペクトルは両者間で相対値は類似しているが絶対値は異なっている。

そのため，SD法よりも MED法が分類には有効と考えられる。そこで，式 (4.3) に MED法お

よび SD法の重み付け係数 wMED , wSD を設定した以下の式を提案する。 

 𝑓" = 𝑤MNO
𝐷" − 𝐷9:;
𝐷9<= − 𝐷9:;

+ 𝑤PO
Φ" − Φ9:;

Φ9<= − Φ9:;
 (4.9) 

絶対値の異なるスペクトルの判別には，SD法より MED法の有用性が高いと考えられる。そ

こで，MED-SD法において SD法よりも MED法に比重を置くこととし，その比重を少しずつ

変えるという意図で，(wMED, wSD) = (1, 1), (1.1, 0.9), (1.2, 0.8), (1.3, 0.7), (1.4, 0.6), (1.5, 0.5) の 6

ケースを設定する。これら 6ケースそれぞれを用いて，「その他」を除く 4クラスのテストエ

リアにて地表面分類を行い，分類精度表の作成および各種分類精度評価指標の計算を実施し

た。 

	
 表 4.19–表 4.24に，(wMED, wSD) の 6ケースにおける分類精度表を示す。また図 4.21および

図 4.22 にそれぞれ，表 4.19–表 4.24 より算出されたクラス毎の PA および UA を全ケースま

とめて示す。図 4.23 には，表 4.19–表 4.24 より算出された OA および KC を全ケースまとめ

て示す。図 4.21より，wMEDが大きくなると，畑の PAが低下する。すなわち，テストエリア

の「畑」に属するピクセルのうち，正しく「畑」と分類されるピクセルが少なくなる。一方，

wMEDが大きくなると，田んぼの PA が上昇する。すなわち，テストエリアの「田んぼ」に属

するピクセルのうち，正しく「田んぼ」と分類されるピクセルが多くなる。図 4.22より，wMED

が大きくなると，畑の UAが上昇する。すなわち，「畑」と分類されたピクセルのうち本当に

「畑」のテストエリアに属しているピクセル数が多くなり，誤分類されるピクセル数が少な

くなる。一方，wMEDが大きくなると，田んぼの UAが低下する。すなわち，「田んぼ」と分類

されたピクセルのうち本当に「田んぼ」のテストエリアに属しているピクセル数が少なくな

り，誤分類されるピクセル数が多くなる。このように，PAおよび UAは，wMEDおよび wSDの

大小による増減がクラスにより異なるが，(wMED, wSD) = (1.3, 0.7), (1.4, 0.6) のとき，すべての

クラスにおける PAおよび UAの高さのバランスがとれている。また図 4.23より，(wMED, wSD) 

= (1.3, 0.7) のとき，最も分類精度が高い。よって，各ケースの PA, UA, OA, KCを総合的に判

断した結果，wMED, wSDの値はそれぞれ 1.3, 0.7とする。 
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表 4.19	
 (wMED, wSD) = (1, 1) のときの分類精度表 

 
 

 

表 4.20	
 (wMED, wSD) = (1.1, 0.9) のときの分類精度表 

 
 

 

表 4.21	
 (wMED, wSD) = (1.2, 0.8) のときの分類精度表 

 
 

Farmland Grass Rice field Compacted soil
1039 0 319 0 1358 76.5

0 1027 0 0 1027 100.0
5 10 795 0 810 98.1
0 0 0 1075 1075 100.0

1044 1037 1114 1075 4270
99.5 99.0 71.4 100.0

OA (%): 92.2
KC (–): 0.896

Reference class

Compacted soil
Total

Classified
class

PA (%)

Total UA (%)

Farmland
Grass
Rice field

Farmland Grass Rice field Compacted soil
1022 0 261 1 1284 79.6

0 1023 0 0 1023 100.0
22 14 853 0 889 96.0
0 0 0 1074 1074 100.0

1044 1037 1114 1075 4270
97.9 98.6 76.6 99.9

OA (%): 93.0
KC (–): 0.907

Total
Reference class

Classified
class

Total
PA (%)

UA (%)

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil

Farmland Grass Rice field Compacted soil
1001 0 206 1 1208 82.9

0 1021 0 0 1021 100.0
43 16 908 0 967 93.9
0 0 0 1074 1074 100.0

1044 1037 1114 1075 4270
95.9 98.5 81.5 99.9

OA (%): 93.8
KC (–): 0.917

Total
Reference class

Classified
class

Total
PA (%)

UA (%)

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil
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表 4.22	
 (wMED, wSD) = (1.3, 0.7) のときの分類精度表 

 
 

 

表 4.23	
 (wMED, wSD) = (1.4, 0.6) のときの分類精度表 

 
 

 

表 4.24	
 (wMED, wSD) = (1.5, 0.5) のときの分類精度表 

 
 

Farmland Grass Rice field Compacted soil
969 0 163 1 1133 85.5

0 1018 0 0 1018 100.0
75 19 951 0 1045 91.0
0 0 0 1074 1074 100.0

1044 1037 1114 1075 4270
92.8 98.2 85.4 99.9

OA (%): 94.0
KC (–): 0.919

Reference class
Total UA (%)

Farmland
Grass

Total
PA (%)

Rice field
Compacted soil

Classified
class

Farmland Grass Rice field Compacted soil
921 0 136 2 1059 87.0

0 1014 0 0 1014 100.0
123 23 978 0 1124 87.0

0 0 0 1073 1073 100.0
1044 1037 1114 1075 4270
88.2 97.8 87.8 99.8

OA (%): 93.3
KC (–): 0.911

Reference class
Total UA (%)

Farmland
Grass

Total
PA (%)

Rice field
Compacted soil

Classified
class

Farmland Grass Rice field Compacted soil
860 34 106 2 1002 85.8

0 976 0 0 976 100.0
184 27 1008 0 1219 82.7

0 0 0 1073 1073 100.0
1044 1037 1114 1075 4270
82.4 94.1 90.5 99.8

OA (%): 91.7
KC (–): 0.890

Reference class
Total UA (%)

Farmland
Grass

Total
PA (%)

Rice field
Compacted soil

Classified
class
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図 4.21	
 異なる (wMED, wSD) の組合せに対するクラス毎の PA 

 

 

 
図 4.22	
 異なる (wMED, wSD) の組合せに対するクラス毎の UA 
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図 4.23	
 異なる (wMED, wSD) の組合せに対する OAおよび KC 

 

 

4.4.4   閾値の検討  

	
 「畑」「草地」「田んぼ」「固い地面」の 4クラスのいずれにも属さないピクセルを「その他」

と分類するために判別関数 fi に設ける閾値について，最適値を検討する。冬の撮影画像を用

い，閾値を 90から 100パーセンタイルまで 1パーセンタイルごとに変化させ，テストエリア

にて地表面分類を行う。その後，分類精度表の作成および各種分類精度評価指標の計算を実

施する。 

	
 表 4.25に，トレーニングエリア内のピクセルを対象とした分類において正答となったピク

セルの fiのうち，p (p = 90, 91, …, 100) パーセンタイルに相当する値 (fiの閾値) を示す。表

4.26–表 4.36に，各閾値における分類精度表を示す。また図 4.24および図 4.25にそれぞれ，

表 4.26–表 4.36 より算出された閾値毎の PA および UA を全ケースまとめて示す。図 4.26 に

は，表 4.26–表 4.36より算出された OAおよび KCを全ケースまとめて示す。図より，閾値が

90から 92パーセンタイルにかけて，草地の PAが大きく変化し，それに伴って OA及び KC

も変化している。OA, KCが最大となるのは，閾値 94パーセンタイルのときである。 
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表 4.25	
 各パーセンタイルに対応する fiの閾値 

 

 

 

表 4.26	
 閾値 90パーセンタイルのときの分類精度表 

 
 

 

表 4.27	
 閾値 91パーセンタイルのときの分類精度表 

 
 

 

90 0.290 0 0.174 0
91 0.308 0.011 0.181 0
92 0.323 0.022 0.188 0
93 0.357 0.037 0.200 0
94 0.381 0.053 0.208 0
95 0.423 0.066 0.219 0
96 0.447 0.090 0.225 0
97 0.465 0.110 0.230 0.046
98 0.492 0.147 0.252 0.093
99 0.548 0.190 0.264 0.151

100 0.624 0.228 0.317 0.304

Threshold of f iThreshold
percentile Farmland Grass Rice field Compacted soil

Farmland Grass Rice field Compacted soil Others
954 0 135 1 1 1091 87.4

0 527 0 0 254 781 67.5
23 19 687 0 14 743 92.5
0 0 0 1073 43 1116 96.1

67 491 292 1 869 1720 50.5
1044 1037 1114 1075 1181 5451
91.4 50.8 61.7 99.8 73.6

OA (%): 75.4
KC (–): 0.692

Total

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil
Others

PA (%)

Total UA (%)

Classified
class

Reference class

Farmland Grass Rice field Compacted soil Others
960 0 140 1 1 1102 87.1

0 744 0 0 259 1003 74.2
29 19 694 0 14 756 91.8
0 0 0 1073 43 1116 96.1

55 274 280 1 864 1474 58.6
1044 1037 1114 1075 1181 5451
92.0 71.7 62.3 99.8 73.2

OA (%): 79.5
KC (–): 0.744

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil
Others

Total UA (%)

Classified
class

Reference class

Total
PA (%)
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表 4.28	
 閾値 92パーセンタイルのときの分類精度表 

 
 

 

表 4.29	
 閾値 93パーセンタイルのときの分類精度表 

 
 

 

表 4.30	
 閾値 94パーセンタイルのときの分類精度表 

 
 

 

 

 

 

Farmland Grass Rice field Compacted soil Others
964 0 146 1 1 1112 86.7

0 1014 0 0 264 1278 79.3
31 19 701 0 15 766 91.5
0 0 0 1074 43 1117 96.2

49 4 267 0 858 1178 72.8
1044 1037 1114 1075 1181 5451
92.3 97.8 62.9 99.9 72.7

OA (%): 84.6
KC (–): 0.807

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil
Others

Total UA (%)

Classified
class

Reference class

Total
PA (%)

Farmland Grass Rice field Compacted soil Others
969 0 153 1 3 1126 86.1

0 1016 0 0 273 1289 78.8
39 19 716 0 19 793 90.3
0 0 0 1074 43 1117 96.2

36 2 245 0 843 1126 74.9
1044 1037 1114 1075 1181 5451
92.8 98.0 64.3 99.9 71.4

OA (%): 84.7
KC (–): 0.809

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil
Others

Total UA (%)

Classified
class

Reference class

Total
PA (%)

Farmland Grass Rice field Compacted soil Others
969 0 162 1 3 1135 85.4

0 1018 0 0 280 1298 78.4
50 19 734 0 24 827 88.8
0 0 0 1074 43 1117 96.2

25 0 218 0 831 1074 77.4
1044 1037 1114 1075 1181 5451
92.8 98.2 65.9 99.9 70.4

OA (%): 84.9
KC (–): 0.811

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil
Others

Total UA (%)

Classified
class

Reference class

Total
PA (%)
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表 4.31	
 閾値 95パーセンタイルのときの分類精度表 

 
 

 

表 4.32	
 閾値 96パーセンタイルのときの分類精度表 

 
 

 

表 4.33	
 閾値 97パーセンタイルのときの分類精度表 

 
 

 

 

 

 

Farmland Grass Rice field Compacted soil Others
969 0 163 1 3 1136 85.3

0 1018 0 0 294 1312 77.6
58 19 761 0 47 885 86.0
0 0 0 1074 43 1117 96.2

17 0 190 0 794 1001 79.3
1044 1037 1114 1075 1181 5451
92.8 98.2 68.3 99.9 67.2

OA (%): 84.7
KC (–): 0.809

Others
Compacted soil

Total UA (%)

Farmland
Grass
Rice fieldClassified

class

Reference class

Total
PA (%)

Farmland Grass Rice field Compacted soil Others
969 0 163 1 3 1136 85.3

0 1018 0 0 312 1330 76.5
61 19 780 0 74 934 83.5
0 0 0 1074 43 1117 96.2

14 0 171 0 749 934 80.2
1044 1037 1114 1075 1181 5451
92.8 98.2 70.0 99.9 63.4

OA (%): 84.2
KC (–): 0.803

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil
Others

Total UA (%)

Classified
class

Reference class

Total
PA (%)

Farmland Grass Rice field Compacted soil Others
969 0 163 1 3 1136 85.3

0 1018 0 0 323 1341 75.9
63 19 801 0 99 982 81.6
0 0 0 1074 43 1117 96.2

12 0 150 0 713 875 81.5
1044 1037 1114 1075 1181 5451
92.8 98.2 71.9 99.9 60.4

OA (%): 83.9
KC (–): 0.799

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil
Others

Total UA (%)

Classified
class

Reference class

Total
PA (%)
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表 4.34	
 閾値 98パーセンタイルのときの分類精度表 

 
 

 

表 4.35	
 閾値 99パーセンタイルのときの分類精度表 

 
 

 

表 4.36	
 閾値 100パーセンタイルのときの分類精度表 

 
 

 

 

Farmland Grass Rice field Compacted soil Others
969 0 163 1 3 1136 85.3

0 1018 0 0 351 1369 74.4
65 19 825 0 129 1038 79.5
0 0 0 1074 43 1117 96.2

10 0 126 0 655 791 82.8
1044 1037 1114 1075 1181 5451
92.8 98.2 74.1 99.9 55.5

OA (%): 83.3
KC (–): 0.792

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil
Others

Total UA (%)

Classified
class

Reference class

Total
PA (%)

Farmland Grass Rice field Compacted soil Others
969 0 163 1 3 1136 85.3

0 1018 0 0 351 1369 74.4
72 19 864 0 136 1091 79.2
0 0 0 1074 43 1117 96.2
3 0 87 0 648 738 87.8

1044 1037 1114 1075 1181 5451
92.8 98.2 77.6 99.9 54.9

OA (%): 83.9
KC (–): 0.799

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil
Others

Total UA (%)

Classified
class

Reference class

Total
PA (%)

Farmland Grass Rice field Compacted soil Others
969 0 163 1 3 1136 85.3

0 1018 0 0 351 1369 74.4
74 19 910 0 169 1172 77.6
0 0 0 1074 43 1117 96.2
1 0 41 0 615 657 93.6

1044 1037 1114 1075 1181 5451
92.8 98.2 81.7 99.9 52.1

OA (%): 84.1
KC (–): 0.802

Farmland
Grass
Rice field
Compacted soil
Others

Total UA (%)

Classified
class

Reference class

Total
PA (%)
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図 4.24	
 異なる閾値に対するクラス毎の PA 

 

 

 

図 4.25	
 異なる閾値に対するクラス毎の UA 
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図 4.26	
 異なる閾値に対する OAおよび KC 

 

 

4.5   推定エリアにおける地表面分類の実施  

	
 これまではテストエリアを対象に地表面分類を行い，分類時の設定条件を検討してきた。

その結果，冬に撮影された航空画像を用い，(wMED, wSD) = (1.3, 0.7) とし，fiの閾値は 94パー

センタイルとする条件において最も精度のよい分類結果が得られることがわかった。本節で

は，前節で決定されたこれらの条件を用いて，推定エリアにおいて地表面分類を実施する。 

	
 推定エリア内での地表面分類においては，建物部分を「その他」と分類するために，国土

地理院が提供する基盤地図情報基本項目 [30] のうち「建築物の外周線」データを用いる。「建

築物の外周線」内に属するピクセルは「その他」に分類する。 

	
 図 4.27に，推定エリアの南西端を (x, y) = (0, 0) [m] とし，推定エリア内における地表面分

類結果を示す。また，参照用として，冬に撮影された航空画像の推定エリア部分を拡大して

図 4.28 に示す。図 4.27 と図 4.28 を見比べると，全体としてはおおよそ妥当な地表面分類が

できている。一部，本来は木の箇所がその他に分類されていない箇所が見られるが，本来は

木である箇所については，数値表層モデル (DSM: digital surface model) と組み合わせること

で木の箇所を判別できるため，本来は木の箇所が異なる地表面と誤分類されることに関して

はさほど問題ではないと考えられる。ただし，DSMを用いた分類は今後の課題とする。 
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図 4.27	
 推定エリア内における地表面分類結果 

 

 
図 4.28	
 冬に撮影された航空画像の推定エリア部分 
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4.6   まとめ  

	
 本節では，第 4章のまとめを述べる。 

	
 広域における地表面種類分布の把握を目的とし，東郷フィールド周辺を対象として，ハイ

パースペクトル航空画像を 2017年 2月 27日 (冬)，同 6月 23日 (夏)，同 9月 25日 (秋) の

3 度にわたって撮影した。撮影画像をもとに，「畑」「草地」「田んぼ」「固い地面」「その他」

の 5 つのクラスへの地表面種類分類を試みた。分類にあたり，分類の基準とする分光反射率

を各クラスにつき算出するためのトレーニングエリア，分類精度を評価するためのテストエ

リア，実際に地表面分類を行う推定エリアを，撮影した航空画像内に設定した。地表面分類

手法として，判別関数に閾値を設けた MED-SD 法に対し，さらに MED 法および SD 法の重

み付けを行う方法を提案した。本手法を用い，分類時の最適な計算条件を検討した結果，以

下の条件下において最も精度のよい地表面分類結果が得られた。 

・	
 教師スペクトル算出に必要なピクセル数は，1000ピクセルとする。 

・	
 冬，夏，秋のうち，冬に撮影された航空画像を用いて地表面分類を行う。 

・	
 MED-SD法における MED法と SD法の重み付け係数 wMED, wSDは，それぞれ 1.3, 0.7とす

る。 

・	
 MED-SD法における判別関数 fiの閾値は，クラス毎にトレーニングエリア内で正答となっ

たピクセルの fiの 94パーセンタイルとする。 

	
 以上の条件を用いて，推定エリアにおいて地表面分類を実施した。地表面分類結果と航空

画像を比較したところ，概ね良好な地表面分類結果が得られた。 
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第 5章 

地表面音響特性マップの作成 
 

 

5.1   目的  

	
 第 3章では，各種地表面において，地表面音響特性経時変化モデルのモデル定数 a, b, c, d, 

p, qを決定した。また第 4章では，東郷フィールド周辺地域を対象とし，地表面種類分類を行

った。本章では，第 3 章までで構築された地表面音響特性経時変化モデルと，第 4 章で推定

された地表面種類空間分布を組み合わせて，経時変化を考慮した地表面音響特性マップを作

成する。このマップにより，地表面音響特性の時空間変動が明らかとなる。 

 

 

5.2   マップ作成方法  

	
 地表面音響特性マップ作成の流れを図 5.1 に示す。第 4 章にて分類した 5 つの地表面種類 

(畑，草地，田んぼ，固い地面，その他) のうち，第 3章にて地表面種類経時変化モデルを適

用可能と判断した畑，草地，田んぼの 3地表面については，2018年 11月 1日 0時から 2019

年 10 月 31 日 23 時における，1 時間ごとの平均気温を夜間を除いて 24 時間後方移動平均し

た値および 1時間ごとの積算降雨量を，入力データとしてモデルに入力する。そして，1年分

の飽和度，実効的流れ抵抗，1/3オクターブバンド中心周波数 125 Hz–4 kHzにおける地表面

吸音率を地表面ごとに計算する。一方，第 3 章にて地表面種類経時変化モデルを適用しない

と判断した固い地面，およびその他の地表面については，地表面音響特性は経時変化によら

ず一定とする。固い地面に与える実効的流れ抵抗は，図 3.26 にプロットされている全 21 サ

ンプルの流れ抵抗の，おおよその平均値である 1600 kPa s/m2とする。また，その他の地表面

に与える実効的流れ抵抗は，ASJ RTN-Model 2018にて「コンクリート，アスファルト」の実

効的流れ抵抗として定められている 20000 kPa s/m2とする。 

	
 その後，上記による計算結果のうち，実効的流れ抵抗および地表面吸音率と，第 4 章によ

り推定された，東郷フィールド周辺を含む推定エリア内における地表面種類空間分布を組み

合わせ，1時間ごとの地表面音響特性マップを作成する。 

	
 本研究で構築した地表面種類経時変化モデルは，積雪の影響は考慮していない。そのため，

2018年 11月 1日 0時から 2019年 10月 31日 23時の期間中に，地表面上に積雪があったと

しても，その影響は考慮しない。 

 



第 5章	
 地表面音響特性マップの作成 

 – 140 – 

 
図 5.1	
 地表面音響特性マップ作成概要図 

 

5.3   結果  

5.3.1   地表面音響特性の年間変動  

	
 図 5.2，図 5.3，図 5.4にそれぞれ，東郷フィールドにおける A: 畑，B: 草地，C: 田んぼで

の年間の地表面音響特性計算結果を示す。各図の (a) には 1時間ごとの平均気温を夜間を除い

て 24時間後方移動平均した値 T(t) を，(b) には 1時間ごとの積算降雨量 R(t) を示す。(c) には

T(t) および R(t) から計算される 1時間ごとの飽和度𝑆"(𝑡)を，(d) には𝑆"(𝑡)から計算される 1時

間ごとの実効的流れ抵抗𝜎(𝑡)を示す。(e) には，𝜎(𝑡)から計算した 1/3 オクターブバンド中心

周波数 125 Hz–4 kHzにおける 1時間ごとの吸音率𝛼((𝑡)のうち，中心周波数 250 Hz, 1 kHz, 4 

kHzの結果を代表して示す。図 5.2–図 5.4において，(a) および (b) に示した T(t) および R(t) は

すべての地表面において共通である。図 5.2–図 5.4の (c), (d), (e) は，地表面ごとに異なるモデ

ル定数を用いて計算された値である。 

	
 図 5.2より，畑では，計算飽和度は年間を通して約 15–100 % の範囲で変動する。流れ抵抗

は，年間を通して約 500–1000 kPa s/m2程度である。計算飽和度の変動に伴って流れ抵抗も変

動し，特に飽和度が 90 % 以上となる時刻では流れ抵抗の値も急激に大きくなる。地表面吸音

率は，年間を通して細かな時間変動はあるが，中心周波数 250 Hzでは吸音率 0.1程度，1 kHz

では 0.2–0.3程度，4 kHzでは 0.4–0.5程度である。飽和度が大きくなると吸音率はすべてのバ

ンドにおいて急激に低下し，流れ抵抗と逆の傾向を示す。 

その他畑 田んぼ 固い地面草地

地表面音響特性の経時変化モデルの適用 地表面音響特性の経時変化

モデルは適用しない

( 地表面音響特性は経時変化

によらず一定とする )年間における 1 時間ごとの地表面音響特性

その他畑

田んぼ 

固い地面

草地

地表面分類結果との対応づけ

降雨量 気温

入力条件 

時々刻々と変化する地表面音響特性マップ

時刻ステップ 0 時刻ステップ n

吸音大

吸音小

・・・ ・・・
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 図 5.3 より，草地では，計算飽和度は年間を通して約 5–100 % の範囲で変動し，その変動

幅は畑よりも大きい。流れ抵抗は，年間を通して約 200–700 kPa s/m2程度であり，畑よりも値

は小さいが，変動幅は大きい。それに伴い，地表面吸音率も年間を通して大きく変動してい

る。 

	
 図 5.4より，田んぼでは，計算飽和度は年間を通して約 50–100 % の範囲で変動する。畑や

草地と比べて，田んぼでは飽和度の絶対値は大きいが，その変動幅は小さい。流れ抵抗は，

飽和度が 90 % 以上となる時刻では急激に上昇するものの，年間を通して 75–80 kPa s/m2程度

であり，変動は小さい。それに伴い，地表面吸音率も年間を通してあまり変化しない。ただ

し田んぼについては，本研究において土壌水分計測および地表面音響特性測定を行ったのは

田植え前の時期であり，この期間の測定結果からモデル定数を決定した。したがって，イネ

が育っている期間 (およそ 5 月下旬〜10 月) については，今回構築したモデルは適用可能範

囲外であることに注意が必要である。 
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図 5.2	
 1時間ごとの (a) 平均気温を 24時間後方移動平均した値，(b) 積算降雨量，(c) 畑に

おける飽和度の計算値，(d) 畑における流れ抵抗の計算値，(e) 畑における吸音率の計算値 
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図 5.3	
 1時間ごとの (a) 平均気温を 24時間後方移動平均した値，(b) 積算降雨量，(c) 草地

における飽和度の計算値，(d) 草地における流れ抵抗の計算値，(e) 草地における吸音率の計

算値 
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図 5.4	
 1時間ごとの (a) 平均気温を 24時間後方移動平均した値，(b) 積算降雨量，(c) 田ん

ぼにおける飽和度の計算値，(d) 田んぼにおける流れ抵抗の計算値，(e) 田んぼにおける吸音

率の計算値 
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5.3.2   地表面音響特性マップ作成結果  

	
 地表面音響特性マップは，2018年 11月 1日 0時から 2019年 10月 31日 23時までの期間

において，1時間ごとに作成可能である。本項では，結果の例として，飽和度の違いによる地

表面音響特性マップの違いを見るために，草地において飽和度が最小，約 20 %，約 40 %，約

60 %，約 80 %，100 % の時刻にあたる，計 6つの時刻における地表面音響特性マップを作成

する。表 5.1に，作成する 6時刻 (Cases 1–6とする) および当該時刻における畑，草地，田ん

ぼそれぞれでの計算飽和度を示す。いずれの地面においても，Case 1から Case 6の順で計算

飽和度は上昇している。 

	
 6時刻それぞれにつき，実効的流れ抵抗，中心周波数 250 Hz, 1 kHz, 4 kHzにおける地表面

吸音率の計 4つの物理量をマッピングする。 

 

表 5.1	
 マップ作成時刻および当該時刻に対応する各地表面における計算飽和度 

Case 時刻 
計算飽和度 [%] 

畑 草地 田んぼ 

Case 1 2019年 8月 14日 8時 	
  16.5 	
 	
 3.7 	
  53.9 

Case 2 2019年 6月 27日 4時 	
  29.5 	
  20.0 	
  55.0 

Case 3 2018年 12月 4日 19時 	
  52.0 	
  40.0 	
  60.0 

Case 4 2019年 4月 16日 12時 	
  63.5 	
  60.0 	
  67.0 

Case 5 2019年 3月 15日 17時 	
  73.4 	
  80.0 	
  69.8 

Case 6 2019年 10月 14日 12時 	
 100.0 	
 100.0 	
 100.0 

 

 

	
 4.5節にて地表面分類結果を示したときと同様に，推定エリアの南西端を (x, y) = (0, 0) [m] 

とし，表 5.1に示す 6ケースそれぞれにおける実効的流れ抵抗マップを図 5.5–図 5.10に示す。

飽和度が小さい Case 1では，推定エリア内の大半の部分において流れ抵抗は 100 kPa s/m2以

下であるが，Case 1から Case 6にかけて飽和度が上昇するにつれ，流れ抵抗も大きくなる。

Case 6 では，田んぼ以外の地表面における流れ抵抗は 10000 kPa s/m2以上となる。このよう

に，年間を通した飽和度の違いにより，流れ抵抗の値は大きく異なることがわかる。 
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図 5.5	
 Case 1 (2019年 8月 14日 8時) における実効的流れ抵抗マップ 

 

 

 
図 5.6	
 Case 2 (2019年 6月 27日 4時) における実効的流れ抵抗マップ 
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図 5.7	
 Case 3 (2018年 12月 4日 19時) における実効的流れ抵抗マップ 

 

 

 
図 5.8	
 Case 4 (2019年 4月 16日 12時) における実効的流れ抵抗マップ 
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図 5.9	
 Case 5 (2019年 3月 15日 17時) における実効的流れ抵抗マップ 

 

 

 
図 5.10	
 Case 6 (2019年 10月 14日 12時) における実効的流れ抵抗マップ 
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 図 5.11–図 5.16に，6ケースにおける中心周波数 250 Hzの吸音率マップを示す。飽和度が

最も小さい Case 1では，草地や田んぼでの吸音が見られる。Case 2から Case 5にかけては，

いずれの地表面においても吸音率は低く，Case間での差はあまり見られない。すべての地表

面において計算飽和度が 100 % である Case 6では，推定エリア全域において計算吸音率が 0.1

以下となり，中心周波数 250 Hzの音はほとんど吸音されないという結果であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 5.11	
 Case 1 (2019年 8月 14日 8時) における中心周波数 250 Hzの吸音率マップ 
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図 5.12	
 Case 2 (2019年 6月 27日 4時) における中心周波数 250 Hzの吸音率マップ 

 

 

 
図 5.13	
 Case 3 (2018年 12月 4日 19時) における中心周波数 250 Hzの吸音率マップ 
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図 5.14	
 Case 4 (2019年 4月 16日 12時) における中心周波数 250 Hzの吸音率マップ 

 

 

 
図 5.15	
 Case 5 (2019年 3月 15日 17時) における中心周波数 250 Hzの吸音率マップ 
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図 5.16	
 Case 6 (2019年 10月 14日 12時) における中心周波数 250 Hzの吸音率マップ 

 

 

 

 

 

	
 図 5.17–図 5.22 に，6 ケースにおける中心周波数 1 kHz の吸音率マップを示す。Case 1 で

は，草地や田んぼで吸音率が高く，畑では中程度であり，固い地面やその他では吸音率が低

いというように，推定エリア内で吸音率に大きな差が見られる。Case 2から Case 5にかけて

は，飽和度の上昇につれて草地の吸音率は徐々に低下する。一方，田んぼの吸音率はあまり

変化しないが，これは図 5.4で示した吸音率の特徴を反映している。Case 6では，田んぼの吸

音率は 0.2程度，それ以外の地表面種類における吸音率は 0.1程度かそれ以下であり，中心周

波数 250 Hzにおける計算結果である図 5.16と大きな差は見られない。 
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図 5.17	
 Case 1 (2019年 8月 14日 8時) における中心周波数 1 kHzの吸音率マップ 

 

 

 
図 5.18	
 Case 2 (2019年 6月 27日 4時) における中心周波数 1 kHzの吸音率マップ 
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図 5.19	
 Case 3 (2018年 12月 4日 19時) における中心周波数 1 kHzの吸音率マップ 

 

 

 
図 5.20	
 Case 4 (2019年 4月 16日 12時) における中心周波数 1 kHzの吸音率マップ 
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図 5.21	
 Case 5 (2019年 3月 15日 17時) における中心周波数 1 kHzの吸音率マップ 

 

 

 
図 5.22	
 Case 6 (2019年 10月 14日 12時) における中心周波数 1 kHzの吸音率マップ 
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 図 5.23–図 5.28 に，6 ケースにおける中心周波数 4 kHz の吸音率マップを示す。Case 1 で

は，草地や田んぼの吸音率は 0.9程度，畑の吸音率は 0.6程度と大きい。Case 2から Case 5に

かけて，草地や畑の吸音率は低下し，Case 5では草地および畑の吸音率はともに 0.4程度とな

る。Case 6では，田んぼの吸音率は 0.4程度であるが，それ以外の地表面種類における吸音率

は 0.1程度かそれ以下である。 

 

 

 

 

 

 

 
図 5.23	
 Case 1 (2019年 8月 14日 8時) における中心周波数 4 kHzの吸音率マップ 
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図 5.24	
 Case 2 (2019年 6月 27日 4時) における中心周波数 4 kHzの吸音率マップ 

 

 

 
図 5.25	
 Case 3 (2018年 12月 4日 19時) における中心周波数 4 kHzの吸音率マップ 
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図 5.26	
 Case 4 (2019年 4月 16日 12時) における中心周波数 4 kHzの吸音率マップ 

 

 

 
図 5.27	
 Case 5 (2019年 3月 15日 17時) における中心周波数 4 kHzの吸音率マップ 
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図 5.28	
 Case 6 (2019年 10月 14日 12時) における中心周波数 4 kHzの吸音率マップ 

 

 

5.4   まとめ  

	
 本節では，第 5章のまとめを述べる。 

	
 畑，草地，田んぼについて，これまでに構築した地表面音響特性経時変化モデルに，2018

年 11 月 1 日 0 時から 2019 年 10 月 31 日 23 時までの 1 時間ごとの気温および降雨量を入力

し，年間における 1 時間ごとの飽和度，実効的流れ抵抗，地表面吸音率を計算した。その結

果，いずれの地表面においても飽和度，実効的流れ抵抗，地表面吸音率は変動したが，それ

らの変動幅は田んぼで小さく，草地で大きかった。 

	
 また，計算飽和度が異なる 6 時刻において計算された実効的流れ抵抗および地表面吸音率

と，第 4 章にて推定した地表面種類空間分布を組み合わせ，地表面音響特性マップを作成し

た。飽和度が上昇するにつれ，実効的流れ抵抗は大きくなり，吸音率は低下する傾向が見ら

れた。 
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第 6章 

地表面音響特性マップを用いた騒音伝搬計算 
 

 

6.1   目的  

	
 第 5章において，1時間ごとの地表面音響特性マップを作成した。本章では，このマップを

用い，地表面音響特性が実際の騒音伝搬に及ぼす影響を明らかにする。 

	
 本研究のさらなる展開としては，地表面音響特性を考慮した広域における騒音マッピング

が考えられる。広域における騒音マッピングを行うためには，多数の音源点および受音点を

設定し，多数点にて騒音レベルを計算する必要がある。しかしながらそのためには，音源点

および受音点の配置間隔や音源パワーレベルの設定など，検討すべき課題項目は多い。そこ

で本章では，広域における騒音マッピングに向けた基礎的検討として，単純なケースを設定

し，地表面音響特性を考慮した騒音伝搬計算を実施する。 

 

6.2   伝搬計算手法  

	
 音響伝搬計算に用いられる，一般的に知られる伝搬計算モデルとしては，例えば比較的近

年に提案された Di らによるモデル [60] や，ASJ RTN-Model に採用されている川井によるモ

デル [61] が挙げられる。これらのモデルでは，音源–受音点間の伝搬経路における地表面種類

は単一であることが想定されている。一方，本研究にてこれまでに作成した地表面音響特性

マップは，分解能が 1 m × 1 mの航空画像をもとにして作成されたものである。そのため，

伝搬経路においては，地表面種類が細かく切り替わることになる。このような場合において

音響伝搬計算が可能な手法として，Harmonoise工学モデルの Point-to-point (P2P) ライブラリ 

[62] がある。 

	
 Harmonoise 工学モデルは，第 1 章で述べた EU 指令に基づく騒音マップ作成プロジェクト

において，2001 年から 2005 年にかけて開発されたモデルである。Harmonoise 工学モデルに

よる伝搬計算において，幾何減衰を除く減衰量，すなわち自由空間中の距離減衰に対する超

過減衰量を，P2Pライブラリにより計算可能である。 

	
 P2Pライブラリによる伝搬計算の妥当性を確かめるため，図 6.1に示す音源–受音点配置の

もと，川井によるモデルと P2P ライブラリの両手法により，自由空間音圧に対する相対音圧

レベルを同一条件において算出し比較する。計算条件は表 6.1に示す通りであり，音源–受音

点間距離 xrの 2条件および流れ抵抗 σの 4条件の組合せである全 8条件について計算を行う。 
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図 6.1	
 計算における音源および受音点配置 

 

表 6.1	
 計算において設定したパラメータ値 

パラメータ 設定値 

音源高さ zs [m] 0.3 

受音点高さ zr [m] 1.2 

音源–受音点間距離 xr [m] 20, 80 

流れ抵抗 σ [kPa s/m2] 75, 300, 1250, 20000 

音速 [m/s] 343.7 

周波数 f [Hz] 25–10000 

 

 

	
 図 6.2に，全 8条件における，川井によるモデルおよび Harmonoiseの P2Pライブラリによ

る計算結果を示す。川井によるモデルは任意の周波数幅を設定できるのに対し，P2P ライブ

ラリで算出されるのは 1/3オクターブバンド中心周波数 25–10000 Hzの 27バンドにおける減

衰量であるため，P2P ライブラリによる計算結果は点プロットにより示している。全ての条

件において，両者による計算結果はよく一致している。これより，P2P ライブラリによる計

算結果の妥当性が示されたため，以降では P2Pライブラリを用いて音響伝搬計算を行う。 

 

Source

Receiver

zr

zs

xr

Ground surface

Flow resistivity: σ
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図 6.2	
 川井によるモデルおよび Harmonoiseの P2Pライブラリによる計算結果の比較 
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6.3   計算条件  

	
 本研究では，地表面音響特性マップを用いた伝搬計算として，簡単な 2 つのケース (Case 

PP, Case LPと称する) を設定し，それぞれにおいて伝搬計算を行う。なお，以下の計算にお

いては簡単のため，建物等の障害物および地面の起伏は考慮せず，地表面が平坦なものとし

て計算を行っている。 

 

6.3.1   Case  PP  

	
 Case PPでは，一つの点音源 (Point) から一つの受音点 (Point) への音響伝搬を計算する。

音源および受音点は，図 6.3に示す位置とする。両者間の距離は約 110 mであり，伝搬経路に

おける地表面種類は主に草地である。 

 
図 6.3	
 Case PPにおける音源および受音点位置ならびに伝搬経路 

 

	
 Harmonoise では，タイヤおよび路面騒音ならびにエンジン騒音の位置を分けて計算条件と

して与える必要があり，それぞれを 0.01 m，0.3 mとする。受音点高さは 1.5 mとする。Case 

PPでの音源は点音源であるため，ある一点に，走行状態の音響放射を模擬した車両がとどま

っている状況を考える。このとき，自動車の車種は Harmonoiseにおける light vehicles (小型車

類) とし，走行速度は 60 km/hとする。 

	
 以上の条件にて，2018年 11月 1日 0時から 2019年 10月 31日 23時までの期間の 1時間

ごとに，1/3オクターブバンド中心周波数 25–10000 Hzにおける超過減衰を計算する。その後，

25–10000 Hzの全 27バンドにおける受音点音圧レベルを計算し，A特性をかけて全バンド合



第 6章	
 地表面音響特性マップを用いた騒音伝搬計算 

 – 165 – 

成したのち，1時間等価騒音レベル LAeq,1hを計算する。さらに 1年分の LAeq,1hから，年平均等

価騒音レベル LAeq,1yearを算出する。また，参考として，地表面音響特性を考慮せず，地表面が

全て剛である場合の等価騒音レベル LAeqも算出する。このときは，地面の実効的流れ抵抗は

20000 kPa s/m2とし，時間によって変化しないこととする。 

 

6.3.2   Case  LP  

	
 Case LPでは，線音源 (Line) から一つの受音点 (Point) への音響伝搬を計算する。ここで，

線音源は多数の点音源の集合と考え，Case PPで実施した点対点の伝搬計算と同様の計算を複

数の伝搬経路について実施する。 

	
 音源および受音点は，図 6.4に示す位置とする。Case LPにおける音源は，Case PPで設定

した音源点が位置する道路に，20 m間隔で 34点設ける。各音源–受音点間の距離は，最短で

約 105 m，最長で約 437 mである。伝搬経路における地表面種類は，草地のほか，経路によっ

ては畑やその他を含む。 

 

図 6.4	
 Case LPにおける音源および受音点位置ならびに伝搬経路 

 

	
 音源高さや受音点高さは Case PPと同じとする。時速 60 kmの小型車類が 1時間に 300台

当該道路を通過する設定とする。また，進行方向と音源予測点のなす角に応じた指向性を考

慮している。Case LPでは，Case PPと同様，地表面音響特性の経時変化を考慮した場合の LAeq,1h

の時間変化および LAeq,1yearを計算する。さらに，Case PPと同様，参考として，地表面音響特

性を考慮せず，地表面が全て剛である場合の等価騒音レベル LAeqも算出する。このときは，
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地面の実効的流れ抵抗は 20000 kPa s/m2とし，時間によって変化しないこととする。 

 

6.4   計算結果  

6.4.1   Case  PP  

	
 図 6.5 に，等価騒音レベルの計算過程で算出される，タイヤおよび路面騒音の受音点にお

ける超過減衰を，1/3オクターブバンド中心周波数 250 Hz，1 kHz，4 kHzについて 1時間ご

とに示す。さらに，地表面音響特性の経時変化を考慮した場合の 1時間等価騒音レベル LAeq,1h

の時間変化および年平均等価騒音レベル LAeq,1year，ならびに地表面音響特性の経時変化を考慮

せず地表面を剛とした場合の等価騒音レベル LAeqを示す。図 6.5 上部に示す超過減衰は，値

が 0 より小さいと減衰することを表すが，減衰の年間変動の様子は周波数によって異なる。

1時間等価騒音レベルは日によって変動し，最大で 49.2 dB，最小で 38.3 dBであり，その差

は 10.9 dB であった。また，地表面音響特性の経時変化および空間分布を考慮した場合の

LAeq,1yearは 40.7 dB，経時変化を考慮せず地表面を全て剛とした場合の LAeqは 49.8 dBであり，

両者間には 9.1 dBの差が見られた。 

 
図 6.5	
 Case PPの計算結果 
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6.4.2   Case  LP  

	
 図 6.6に，地表面音響特性の経時変化を考慮した場合の 1時間等価騒音レベル LAeq,1hの時間

変化および年平均等価騒音レベル LAeq,1year，ならびに地表面音響特性の経時変化を考慮せず地

表面を剛とした場合の等価騒音レベル LAeqを示す。1 時間等価騒音レベルは日によって変動

し，最大で 46.6 dB，最小で 34.0 dBであり，その差は 12.6 dBであった。Case PPと Case LP

では音源の設定条件が異なり，LAeq,1hの絶対値を両者間で比較することはできないため，LAeq,1h

の年間の変動幅を両ケース間で比較すると，Case PPより Case LPの方が年間変動が大きい。

これは，Case LPでは伝搬経路が長くなる音源点が存在するためである。 

	
 地表面音響特性の経時変化および空間分布を考慮した場合の LAeq,1yearは 38.1 dB，経時変化

を考慮せず地表面を全て剛とした場合の LAeqは 48.9 dBであり，両者間には 10.8 dBの差が見

られた。 

 

 
図 6.6	
 Case LPの計算結果 

 

6.5   まとめ  

	
 本節では，第 6章のまとめを述べる。 

	
 経時変化する地表面音響特性マップを用い，一つの点音源から一つの受音点への音響伝搬 

(Case PP)，および線音源から一つの受音点への音響伝搬 (Case LP) の 2ケースにおいて伝搬

計算を行い，1 年間にわたる 1 時間ごとの等価騒音レベルおよび年平均等価騒音レベルを計

算した。さらに，比較のため，地表面音響特性の経時変化を考慮しない場合として，全ての

地表面が剛な場合について等価騒音レベルを計算した。 

	
 Case PPにおいて，1時間等価騒音レベルは日によって変動し，年間の変動幅は 10.9 dBで
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あった。また，地表面音響特性を考慮する場合としない場合で，等価騒音レベルには 9.1 dB

の差が見られた。一方，Case LPにおける 1時間等価騒音レベルの年間の変動幅は 12.6 dBで

あり，Case PPよりも大きい結果となった。また，地表面音響特性を考慮する場合としない場

合で，等価騒音レベルには 10.8 dBの差が見られた。 

	
 従来の騒音伝搬計算は，第 1 章で述べたように，地表面音響特性の経時変化は考慮されず

に行われてきた。しかしながら，本章における計算の結果，地表面音響特性の経時変化を考

慮することで，等価騒音レベルは年間で 10–13 dB変動し，年平均等価騒音レベルは剛な地表

面の代表的な特性を与えた場合と比べて，10 dB程度変化することが示された。これより，騒

音伝搬計算においては地表面音響特性を考慮する必要があるといえる。 
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第 7章 

結論 
 

 

	
 本章では，まず本研究の成果をまとめる。ついで，本研究のもたらす意義，さらに課題お

よび今後の展開について述べる。 

 

7.1   本研究の成果  

	
 第 1 章では，本研究の背景として，環境騒音をめぐる情勢や，現状の騒音伝搬予測モデル

における地表面音響特性の扱いに関する問題点，環境騒音伝搬予測における経時変化考慮の

必要性について述べた。それらの背景から，本研究では地表面音響特性の時空間変動の推定

を目的とすることを述べ，地表面の音響特性に関わる物理量や，本研究に関連する既往研究

を示し，最後に本論文の構成を示した。 

	
 第 2 章では，新潟大学キャンパス内における気象，土の飽和度，地表面音響特性の長期測

定結果より，降雨量と気温から飽和度を経て地表面吸音率を推定する 2 段階モデルを構築し

た。構築したモデルにより計算された地表面吸音率と，実測された地表面吸音率を比較した

ところ，推定吸音率は実測吸音率よりも日変動幅は小さいが，月次の平均値をよく捉えてい

た。 

	
 第 3 章では，名古屋大学東郷フィールドを対象とし，第 2 章での測定を複数種地表面に展

開して実施した結果を示した。そして，測定結果に対する，第 2 章で構築したモデルの適用

可能性を検討した。その結果，固い地面では飽和度と地面の実効的流れ抵抗の間に関連が見

られなかったため，地表面音響特性経時変化モデルの適用はしないこととした。畑，草地，

田んぼについては，モデル化は概ね良好に行われ，これらの地表面種ごとにモデル定数を決

定した。 

	
 第 4 章では，広域における地表面種類分布の把握を目的とし，ハイパースペクトル航空画

像を 2017年 2月 (冬)，6月 (夏)，9月 (秋) の 3度にわたって撮影した。撮影画像をもとに，

「畑」「草地」「田んぼ」「固い地面」「その他」の 5つのクラスへの地表面種類分類を試みた。

地表面分類手法として，判別関数に閾値を設けた MED-SD 法に対し，さらに MED 法および

SD法の重み付けを行う方法を提案した。本手法を用い，分類時の最適な計算条件を検討した。

その結果，教師スペクトル算出に必要なピクセル数は 1000ピクセルとし，冬に撮影された航

空画像を用い，MED-SD法における MED法と SD法の重み付け係数 wMED, wSDはそれぞれ 1.3, 

0.7 とした上で，判別関数 fiの閾値は 94 パーセンタイルとした場合が最も精度のよい地表面

分類結果が得られた。これらの条件のもと，推定エリアにおいて地表面分類を実施した。地

表面分類結果と航空画像を比較したところ，概ね良好な地表面分類結果が得られた。 
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 第 5章では，第 3章にて地表面音響特性経時変化モデルの適用が可能と判断した畑，草地，

田んぼについて，1時間ごとの気温および降雨量の 1年分をモデルに入力し，年間における 1

時間ごとの飽和度，実効的流れ抵抗，地表面吸音率を計算した。その後，計算飽和度が異な

る 6 時刻において計算された実効的流れ抵抗および地表面吸音率と，第 4 章にて推定した地

表面種類空間分布を組み合わせた地表面音響特性マップを示した。飽和度が上昇するにつれ，

実効的流れ抵抗は大きくなり，吸音率は低下する傾向が見られた。 

	
 第 6章では，第 5章にて作成した 1年分の 1時間ごとの地表面音響特性マップを用いた騒

音伝搬計算を行った。計算ケースとして，一つの点音源から一つの受音点への音響伝搬 (Case 

PP)，および線音源から一つの受音点への音響伝搬 (Case LP) の 2ケースを設定し，1年間に

わたる 1時間ごとの等価騒音レベルおよび年平均等価騒音レベルを計算した。その結果，1時

間等価騒音レベルは，年間で 10–13 dB程度変動することが示された。また，比較のため，地

表面音響特性の経時変化および空間分布を考慮しない場合についても同様の計算を行った。

その結果，Case LPでは，地表面音響特性の経時変化および空間分布を考慮した場合の年平均

等価騒音レベルは，剛な地表面の代表的な特性を与えた場合と比べて 10.8 dB 変化すること

が示された。このことから，より正確な騒音伝搬計算のためには，地表面音響特性の経時変

化および空間分布を考慮する必要があることが示された。 

 

 

7.2   本研究のもたらす意義  

	
 これまで，地表面音響特性の時空間変動を考慮した伝搬計算を行う術はなかったため，騒

音伝搬計算の際には，地表面は完全反射として伝搬計算を行う [63] か，ASJ RTN-Model 2018

にて 4 種の地表面種別に実効的流れ抵抗が定められているように，ある地表面種類における

代表的な特性を与えるしかなかった。しかし，本研究により，地表面音響特性の経時変化お

よび空間分布を考慮することで，1 時間等価騒音レベルが年間を通して変動することが示さ

れた。これまで不明であった，地表面音響特性の影響による騒音レベルの年間変動の程度が

本研究により明らかにされたという点で，本研究は騒音伝搬計算において新たな知見をもた

らしたといえる。 

	
 また，Case PPおよび Case LPにおける計算で明らかにされたように，地表面音響特性の経

時変化および空間分布を考慮した場合の年平均等価騒音レベルは，剛な地表面の代表的な特

性を与えた場合と比べて，約 10 dB の差があることが示された。このことから，本研究の成

果により，特に郊外のバイパス付近や空港周辺など，コンクリート以外の地表面が多く存在

する場所において，従来よりも正確な騒音評価が可能になると考えられる。 
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7.3   課題および今後の展開  

	
 本研究で実施した地表面音響特性経時変化のモデル化は，限られた条件下における基礎的

な検討である。本研究で残された課題，および本研究の成果を用いた今後の研究の展開につ

いて以下で述べる。 

 

7.3.1   課題  

	
 本研究にて実施した，地表面音響特性経時変化のモデル化および空間分布の推定において

残された今後の課題としては，以下が挙げられる。 

1.   安定的な測定結果が得られる地表面音響特性現場測定法の確立 

	
 1.4.1項で述べた通り，地表面音響特性を現場にて測定する手法は，これまでに多数提

案されている。しかしながら，工業的に均質に製造された室内用吸音材とは異なり，不

均質な自然材料である地表面の音響特性を，安定して測定可能な決定的な手法はいまだ

確立していない。そこで筆者らはこれまでに，表面音響特性現場測定法の中から代表的

な手法を取り上げ，各手法の特徴を調べてきた [64, 65 など]。その中でも EA 法および

ANSI法では比較的安定した測定結果が得られるとの判断に至り，本研究では地表面音響

特性測定手法として EA法および ANSI法を用いている。しかしながら，両手法において

も，近接した複数測定点における測定結果は，大きくばらつくことがあった。また，本

研究では ANSI法の配置 Aを用いて測定を行ったが，3.5.2項に述べた通り，流れ抵抗が

大きい地面では，配置 Aでは妥当な音響特性測定結果が得られなかった。このことから，

特に不均一性の地表面における地表面音響特性測定をどう安定させるかが今後の課題で

ある。 

2.   より多数の地表面種類を対象とした，地表面経時変化のモデル化 

	
 本研究では，畑，草地，田んぼ，固い地面の 4 種の地表面を対象として地表面経時変

化のモデル化を行った。しかしながら，一口に「畑」といっても「表面の柔らかい耕され

た畑」「作物が植えられた畑」「畑の中でも，農作業時に人によって踏み固められている

場所」など様々な地表面性状が考えられ，同様に草地についても，草の背丈や種類も含

めれば，その種類は無限にあるといっても過言ではない。そのため，より多数の地表面

種類を対象とした地表面経時変化のモデル化が必要と考える。 

	
 また，田んぼに関しては，本研究では 5 月上旬から 6 月上旬までの，田植え前の地表

面を対象として測定およびモデル化を行った。しかしながら，田んぼには初夏から秋に

かけてイネが植えられるため，5.3.1 項で述べた通り，イネが育っている期間 (およそ 5

月下旬〜10 月) については，今回構築したモデルは適用可能範囲外である。そのため，

イネの生育期間における田んぼのモデル化も今後の課題である。ここで，本研究では，

気温および降雨量から飽和度を経て地表面音響特性をモデル化しているが，イネの生育
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期間においては，田んぼには水が張られるため，土の飽和度は常に 100 % となるはずで

ある。そのため，田んぼでの年間の経時変化のモデル化の際には，地表面の土壌水分が

気象により変化しない期間があることに注意を払う必要がある。田んぼに限らず，畑な

どでも，気象の変化よりもむしろ農作業のような人為的な要素によって地表面性状が大

きく変化する地表面のモデル化をどのようにするかは，十分に考える必要がある。 

3.   航空画像からの地表面分類精度の向上 

	
 本研究では，ハイパースペクトルカメラにより撮影された中心波長 373～1048 nm の

72バンドの分光反射率のうち，72バンドすべてを教師スペクトルとして用い，地表面分

類を行った。一方で，光の波長には，土壌水分量と密接な関係がある波長帯や，植生の

有無によって大きく変動する波長帯が存在する。土壌水分や植生の有無は，これまで述

べてきた通り，地表面音響特性に大きく関わる要素である。そこで，72 バンドのうち，

地表面音響特性への寄与が大きいバンドのみを用いて地表面分類を行う手法を構築する

ことで，より精度の高い地表面分類を実施できる可能性がある。 

	
 また，本研究による地表面分類結果には一部，本来は木の箇所が「その他」に分類さ

れていない箇所が見られた。本来は木である箇所については，4.5節でも述べたが，数値

表層モデル (DSM: digital surface model) と組み合わせることで木の箇所を判別できると

考えられる。これは今後の課題である。 

4.   地形や建物等の影響を考慮した，より現実的な状況における騒音伝搬計算 

	
 本研究の第 6 章における騒音伝搬計算では，簡単のため，建物等の障害物および地面

の起伏は考慮せず，地表面が平坦なものとして計算を行っている。しかしこれは当然の

ことながら，現実的な都市の状況とは大きく乖離している。より現実的な騒音レベルを

算出するために，建物や地面の起伏による反射音・回折音の影響を考慮した伝搬計算が

望まれる。 

 

7.3.2   今後の展開  

	
 今後の展開としてはまず，地表面音響特性の経時変化および空間分布を考慮した広域騒音

マップの作成が考えられる。本研究では基礎段階として受音点は 1 点のみのケースを計算し

たが，伝搬計算範囲を広げ，受音点を多数設定することで，広域騒音マップの作成が可能と

なる。さらに，騒音レベルの経時変化に関して，本研究では気象による地表面音響特性の経

時変化のみを考えたが，実際は交通量も時間によって変動する。そのような，地表面音響特

性以外にも経時変化する要素を適切にモデル化し計算に組み込むことで，より高精度な伝搬

計算が可能となる。 

	
 本研究では当初段階として航空機によりハイパースペクトル画像を撮影したが，長期目標

としては衛星画像からの地表面音響特性推定が想定される。これが実現すれば，衛星画像か

らの超広域 (日本全土) における高精度な騒音レベル推計が可能になる。騒音レベル推計値
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分布の分析により，環境騒音が社会生活へ与える様々な影響の定量化が可能となると考えら

れる。例えば，騒音曝露による健康被害を受ける人口の算定が可能となると，それをもとに，

騒音源となる航空機の運行状況の見直しや，道路交通制限などの対策の立案により，国民全

体の健康増進に寄与できると考えられる。 
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付録 A インピーダンスモデルに関する検討 

 

	
 第 2章において，EA法による音響特性測定結果から，インピーダンスモデル，EA法の数

理モデル，反復法を用いて垂直入射吸音率を算出した。この算出過程に用いるインピーダン

スモデルとして，第 2章ではWilsonモデルを用いたが，算出に用いるインピーダンスモデル

としてはWilsonモデルの他にも多数考えられる。付録 Aでは，複数のインピーダンスモデル

を用いて zEAから各モデル中のパラメータ値及び zを推定し，結果をモデル間で比較する。 

 

A.1   扱うインピーダンスモデルの概要  

	
 本研究では，Delany–Bazleyによるモデル [15] (以下 DBモデル), Mikiによる 3パラメータ

モデル [66] (以下 Mikiモデル), Zwikker –Kostenによるモデル [10] (以下 ZKモデル), Wilson

による 1 パラメータモデル (以下 Wilson モデル) を扱う。DB モデルは実験データからの回

帰曲線によるモデルである。これに対し，Miki モデル，ZK モデル，Wilson モデルは迷路度

や空隙率を考慮したモデルであり，物理的な妥当性に留意が払われたモデルである [67]。以

下では，各モデルの概要を述べる。なお，以下では時間因子は e jωt (j, ω, t はそれぞれ虚数単

位，角周波数，時刻) を仮定する。 

 

A.1.1   DBモデル  

	
 特性インピーダンス比 zcは次式で表される。 

 𝑧" = 1 + 9.08
1000𝑓
𝜎

,-../

− 𝑗11.9
1000𝑓
𝜎

,-..2

 (A.1) 

ここで f [Hz], σ [Pa s/m2] はそれぞれ周波数，流れ抵抗である。式 (A.1) の通り，DBモデルは

σのみの 1パラメータにより特性インピーダンス比を表すことができる。 

 

A.1.2   Mikiモデル  

	
 zcは次式で表される。 

 𝑧" =
𝑞
Ω

1 + 0.070
𝑓
𝜎6

,-.728

− 𝑗0.107
𝑞
Ω

𝑓
𝜎6

,-.728

 (A.2) 

ただし q [–], Ω [–], σe [Pa s/m2] はそれぞれ迷路度，空隙率，実効的流れ抵抗である。多孔質材

の空隙部分を円筒でモデル化した図 A.1 のうち，迷路度は空隙部分の曲がり具合を，空隙率

は試料全体に占める空隙の割合を表す。式 (A.2) 中の q / Ωを一つのパラメータと考えると，

式 (A.2) は実質的には q / Ω及び σeの 2つのパラメータで表されるといえる。ここで，σeと σ

の関係は次式である [66]。 
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 𝜎6 =
Ω
𝑞8
𝜎 (A.3) 

 

 
図 A.1	
 多孔質材の空隙部分を円筒でモデル化した模式図 

 

A.1.3   ZKモデル  

	
 地中を σ, Ω, 構造定数 cs [–] (qと等価) の 3パラメータの多孔媒質により表現する，以下の

波動音響伝搬の基礎方程式を用いる。 

 
𝑐:𝜌
Ω
𝜕𝑣
𝜕𝑡
+ 𝜎𝑣 = −

𝜕𝑝
𝜕𝑥
	
  	
  , (A.4) 

 −
𝜕𝑣
𝜕𝑥

=
Ω
𝜌𝑐8

𝜕𝑝
𝜕𝑡

 (A.5) 

p, v, ρ, cはそれぞれ音圧，粒子速度，空気密度，空気中の音速である。ここで音圧および粒子

速度を，式 (A.6) および式 (A.7) のようにおく。 

 𝑝	
   = 	
   𝑝-𝑒D(FGHIJ), (A.6) 

 𝑣	
   = 	
   𝑣-𝑒D(FGHIJ) (A.7) 

ここで p0, v0, k, ω はそれぞれ音圧の振幅，粒子速度の振幅，波長定数，角周波数である。式 

(A.4), (A.5) に式 (A.6), (A.7) を代入し式変形することで，特性インピーダンス比 zcを以下のよ

うに得る。 

 𝑧" = −
𝑞L
Ω
	
  	
  , (A.8) 

 𝑞L = 	
  −
𝑐M
Ω
+ 𝑗

𝜎
𝜌𝜔

 (A.9) 

 

A.1.4   Wilsonモデル  

	
 第 2 章で述べた通りであるが，式 (2.20)–(2.22) の近似を用いると，特性インピーダンス比

zcは流れ抵抗 σW [Pa s/m2] のみの関数として次式で表される。 

 𝑧" = 1 +
𝜅 − 1

1 + 𝑗3.1𝜌𝜔/𝜎R
1 −

1
1 + 𝑗2.1𝜌𝜔/𝜎R

,T/8

 (A.10) 

試料

空隙
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ここで，σWと σの関係は次式である。 

 𝜎R = 𝜌𝜎 (A.11) 

 

A.2   特性インピーダンス比推定方法  

	
 第 2章では，Wilsonモデルを用い，zEAおよび αEAを zおよび αへと変換した。以下では，

Wilsonモデルに限らず，いずれかのインピーダンスモデルを用いる場合について，第 2章で

述べた内容を一般化し変換手順を述べる。変換手順を図示すると，図 A.2となる。 

 

 
図 A.2	
 zEAから zへの変換フローチャート 

 

EA法の数理モデル

開始

特性インピーダンス比の計算

表面インピーダンス比の計算

音圧反射係数の計算

マイクロホン位置での音圧の計算

マイクロホン間の伝達関数の計算

zEAの実測値と計算値の間のRMSEの計算

EA法による表面インピーダンス比zEAの計算

RMSEが十分小さい

i ← 0

x ← xi

i ← i + 1

xiをパラメータ推定値とする

特性インピーダンス比の計算

終了

Yes

No

パラメータ値の更新

インピーダンスモデル

インピーダンスモデル
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 変換ではまず，各インピーダンスモデル中のパラメータの初期値 x0 = (x1,0, …, xN,0) (Nは各

インピーダンスモデル中のパラメータ個数) を設定する。x0を，DBモデル，Mikiモデル，ZK

モデル，Wilson モデルのいずれかに代入し，zcを計算する。その後，地面は十分な厚さがあ

ると考え，表面インピーダンス比 zsを以下により算出する。 

 𝑧: = 𝑧" (A.12) 

	
 ついで，第 2 章に従い，zsを用いて EA 法による 2 マイクロホン間の伝達関数 H12を計算

し，H12から zEAを計算する。ここでの zEAの計算値を zEA,calcとし，実測値 zEA,measとの間の二

乗平均平方根 (RMSE: Root Mean Square Error) を以下により計算する。 

 RMSE =
1
𝑁Z

𝑧[\,]^_: − 𝑧[\,"_`"
8

Z

, (A.13) 

ここで Nfは，周波数 400 Hz – 4 kHzにおける離散周波数の総数である。第 2章では地表面吸

音率のモデル化が目的であったため，RMSEは吸音率を対象とした。一方，本付録では RMSE

は吸音率ではなく，表面インピーダンス比を対象として求める。 

	
 その後，x0よりも RMSE が小さくなる x1 = (x1,1, …, xN,1) を，反復的解法の一つである L-

BFGS-B法により求める。x1以降についても同様の過程を繰り返す。以上の計算を繰り返し実

行し，収束判定値以下となったときの xi (i は計算繰り返し回数) を最終的なパラメータ推定

値とする。xiを式 (A.1)，(A.2)，(A.8)，(A.10) のいずれかに代入し，zsを得る。zsから，吸音率

αを以下より得る。 

 𝛼 = 1 −
𝑧: − 1
𝑧: + 1

8
 (A.14) 

 

 

A.3   計算条件  

	
 2014年 8月 1日及び 11月 16日に測定された地表面の zEAから，各日について，インピー

ダンスモデルのパラメータ値及び zを推定する。測定対象地表面は植生が疎らであり，8月 1

日は地表面が乾いている状態，11月 16日は地表面が湿っている状態である。 

	
 計算条件を表 A.1に示す。ただし，表中 nm, N, x1, x2, Δfはそれぞれ音源個数，FFTの平均化

回数，地表面–上側マイクロホン中心間距離，地表面–下側マイクロホン中心間距離，周波数

間隔である。 
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表 A.1	
 計算条件 

Parameter Value Parameter Value 

nm 4 ρ [kg/m3] 1.205 

N 150 κ [–] 1.41 

x1 [m] 0.028 c [m/s] 351.8 (Aug/01/2014), 

x2 [m] 0.015  339.7 (Nov/16/2014) 

Δf [Hz] 6.25   

 

A.4   計算結果  

	
 表 A.2 に，8 月 1 日の測定結果から推定された各モデル中のパラメータ値を，設定した初

期値とともに示す。流れ抵抗に着目すると，式 (A.3), (A.11) の通り σ, σe, σWがそれぞれ異なる

量であるため同列には比較できないが，各モデルともに 200–400 kPa s/m2程度であり，植生が

疎らな地表面の流れ抵抗としては妥当な値といえる。しかしながら，ZK モデル中のΩ, csの

推定値はともに 1.0 であるが，これらはパラメータの意味を考えると，土中において物理的

に妥当な値とは考えにくい。 

	
 図 A.3 に，8 月 1 日に実測された zEA及び αEA，A.2 節の手順により推定されたパラメータ

値を用いて EA法の数理モデル及びインピーダンスモデルから計算された zEA及び αEA，なら

びに推定されたパラメータ値を用いてインピーダンスモデルから計算された z 及び α を，イ

ンピーダンスモデル毎に示す。ZKモデルでは，前述のように一部のパラメータ推定値が妥当

でないにもかかわらず，いずれのモデルを用いた場合でも，zEA及び αEAの実測値と計算値は

良く一致する。また，zの虚部は負であり，αは周波数の増加とともに緩やかに上昇する。 

 

表 A.2	
 8月 1日の測定結果から推定された各モデル中のパラメータ値 

Model Parameter Initial value Estimated value 

DB σ [kPa s/m2] 200 232 

Miki σe [kPa s/m2] 1000 363 

 q / Ω [–] 3.5 1.0 

ZK σ [kPa s/m2] 300 299 

 Ω [–] 0.5 1.0 

 cs [–] 1.69 1.0 

Wilson σW [kPa s/m2] 300 404 
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図 A.3	
 8月 1日に実測された zEA及び αEA，計算された zEA及び αEAならびに z及び α 

 

 

	
 表 A.3 及び図 A.4 に，11 月 16 日における結果を表 A.2 及び図 A.3 と同様にして示す。表

A.3中の流れ抵抗の値は，各モデルともに 1000–2000 kPa s/m2程度であり，8月 1日の測定結

果から推定された流れ抵抗の値よりも大きい。これは，乾いた地面より湿った地面の方が流

れ抵抗は大きいという一般的知見と一致する。図 A.4 より，Wilson モデルを用いた場合の低

域を除き，zEAの実測値と計算値は良く一致する。αEAの実測値と計算値は，Mikiモデル及び

ZKモデルでは概ね一致するものの，1パラメータモデルである DBモデル及びWilsonモデル

では特に高周波域において乖離する。図 A.4 (a), (d) の DBモデル及びWilsonモデルによる吸

音率を比較すると，DBモデルは高域で，Wilsonモデルは特に低域で，αEAの実測値と計算値

に開きが見られる。 
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表 A.3	
 11月 16日の測定結果から推定された各モデル中のパラメータ値 

Model Parameter Initial value Estimated value 

DB σ [kPa s/m2] 200 988 

Miki σe [kPa s/m2] 1000 1000 

 q / Ω [–] 3.5 2.09 

ZK σ [kPa s/m2] 1250 1250 

 Ω [–] 0.3 0.31 

 cs [–] 1.96 1.0 

Wilson σW [kPa s/m2] 400 2293 

 

 
図 A.4	
 11月 16日に実測された zEA及び αEA，計算された zEA及び αEAならびに z及び α 

 

	
 ここで，複数のパラメータをもつモデルについて，さらなる検討を実施する。表 A.4 に，

複数パラメータモデルである Mikiモデル及び ZKモデルについて，異なる初期値を設定した

場合に 11 月 16 日の測定結果から推定されたパラメータ値を示す。両モデルともに，初期値

を変化させると異なるパラメータ値が推定される。図 A.5 に，異なる初期値から推定された

パラメータ値を用いて計算された zEA, αEA, z, αを，実測値とともに示す。両モデルともに，パ

ラメータ推定値が異なる場合でも，類似した zEA, αEA, z, αが算出されている。このように，パ

ラメータが複数ある場合には，実測値から各パラメータの値を一意に推定することは難しい

と考えられる。 
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表 A.4	
 11月 16日の測定結果から推定された，Miki及び ZKモデル中のパラメータ値 

Model Case Parameter Initial value Estimated value 

Miki Case 1-1 σe [kPa s/m2] 1000 1000 

  q / Ω [–] 3.5 2.09 

 Case 1-2 σe [kPa s/m2] 3000 3000 

  q / Ω [–] 3.5 1.07 

ZK Case 2-1 σ [kPa s/m2] 1250 1250 

  Ω [–] 0.3 0.31 

  cs [–] 1.96 1.0 

 Case 2-2 σ [kPa s/m2] 300 300 

  Ω [–] 0.5 0.08 

  cs [–] 1.69 1.0 

 

 
図 A.5	
 各初期値を用いた推定結果 
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 以上，4種のインピーダンスモデルを用い，EA法の表面インピーダンス比測定結果から各

モデル中のパラメータ値及び特性インピーダンス比を推定した。いずれのモデルを用いた場

合でも，zEAの実測値と計算値は概ね一致したことから，妥当な特性インピーダンス比が算出

されていると考えられる。 

	
 ただし，複数のパラメータをもつインピーダンスモデルを用いた場合には，1パラメータモ

デルを用いるよりも実測値と計算値がよく一致したが，パラメータ値は一意に決定されなか

った。これより，特性インピーダンス比の推定にはいずれのモデルを用いても推定結果に大

差はないが，流れ抵抗のような土中の物性に関わるパラメータ値の推定には，複数パラメー

タモデルよりも 1パラメータモデルの使用が推奨される。 
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付録 B 表面音響特性現場測定法の特性に関する検討 

 

	
 本研究では，第 2 章では EA 法，第 3 章では ANSI 法を用いて地表面音響特性を現場にて

測定している。付録 Bでは，これら現場測定法の特性に関する検討として実施したことを述

べる。 

 

B.1   EA法におけるマイクロホン設置高さ誤差の検討  

	
 EA法では，2本のマイクロホンを測定対象表面に近接させて設置する。マイクロホン設置

高さの違いによる測定結果の差異については，これまでに解析や実測により検討されてきた 

[68, 69]。一方で，マイクロホンの設置高さ誤差，すなわち本来マイクロホンを設置すべき高

さに対する実際のマイクロホン設置高さの差は，実測上不可避であるにもかかわらず，この

誤差が測定結果に及ぼす影響はこれまでに検討されていない。そこで以下では，EA法におけ

るマイクロホン設置高さ誤差が測定結果に及ぼす影響について，モデル計算により検討する。 

 

B.1.1   計算条件  

	
 EA 法では，1/2 インチマイクロホンを隙間なく束ね，マイクロホンスタンドに挟んで固定

する。そのため，2マイクロホン間距離 lが測定のたびに誤差を生じるとは考えにくい。よっ

て，本検討では l は 13 mmで不変とする。 

	
 今回の検討項目であるマイクロホン設置高さ誤差の模式図を図 B.1 に示す。2 本のマイク

ロホンをそれぞれ点 M1, M2に設置するとき，本来であれば測定表面–M1間距離，測定表面–

M2間距離をそれぞれ x1, x2とするところが，設置誤差が生じたためそれぞれ x1′, x2′となった場

合について考える。このとき，x1に対する x1′の差 (x2に対する x2′の差と同値) を Δxとする。 

	
 計算ケースを表 B.1に示す。本来のマイクロホン設置高さ x1, x2をそれぞれ 28 mm, 15 mm

とし，それに対して上下それぞれに 2 または 5 mm 誤差を生じる場合，および誤差を生じな

い場合の計 5ケースを計算する。 

 
図 B.1	
 マイクロホン設置高さ誤差の模式図 

Specimen

M1

M2

x2

x2′

: Accurate position
: Position with errorΔx x1

x1′

Δx

l
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表 B.1	
 各計算ケースにおける x1, x2, x1′, x2′, Δx 

x1 [mm] x2 [mm] x1′ [mm] x2′ [mm] Δx [mm] 

28 15 

23 10 – 5 

26 13 – 5 

28 15   0 

30 17 + 2 

33 20 + 5 

 

	
 第 2章で述べた EA法のモデル式を用い，以上 5ケースそれぞれにおいて zEAおよび αEAを

計算する。すなわち，式 (2.14) 中の xiには表 B.1中の x1および x2の値を代入するが，式 (2.28) 

中の xiには表 B.1 中の x1′および x2′の値を代入して zEAおよび αEAを計算する。ただし本検討

では，インピーダンスモデルとして，第 2章で用いたWilsonモデルである式 (2.23) の代わり

に，付録 Aで述べた DBモデルである式 (A.1) を用いて計算を行う。式 (A.1) 中の流れ抵抗の

値は，表 B.2 に示す密度 32 kg/m3のグラスウールに概ね対応する値 [70]，ならびに草地及び

固い地面に対応する実効的流れ抵抗 [7] とする。その他計算に必要なパラメータとして，音源

個数 nm = 4，平均回数 N = 150，空気密度 ρ = 1.205 [kg/m3]，音速 c = 339.3 [m/s]，周波数間隔

を 6.25 Hzとする。 

 

表 B.2	
 吸音材および 2種の地表面とその流れ抵抗 

試料 流れ抵抗 [kPa s/m2] 

吸音材 グラスウール (密度: 32 kg/m3)   	
 	
 	
  15 

地面 
草地  	
 	
 	
  300 

固い地面 	
 	
 	
  1250 

 

B.1.2   計算結果  

	
 図 B.2に，周波数に対する zEA及び αEAを，3種の σについて Δxごとに示す。zEAの実部は，

σ = 15 [kPa s/m2] では Δxによる変化がほとんど無いが，σ = 300, 1250 [kPa s/m2] では低中域で

変化が見られる。zEAの虚部は，σ = 15 [kPa s/m2] では Δx によらずほぼ一定の負値をとるが，

σ = 300 [kPa s/m2] では低域でばらつきが生じ，符号は概ね正となる。σ = 1250 [kPa s/m2] では，

σ = 300 [kPa s/m2] と比較すると zEAの虚部は Δx による変化が小さい。さらに αEAは，σ = 15 

[kPa s/m2] では高音域でわずかに変化するのみであるが，σが大きくなると高音域でばらつき，

ピーク周波数は Δxが正であると低域へ，負であると高域へ移動する。σが大きい場合におけ

る，低音域での zEA及び高音域での αEAのばらつきやすさは，音源分布の変化に対するばらつ

きの傾向と類似する [71, 72]。 
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図 B.2	
 異なる Δxにおける，周波数に対する zEA及び αEA 

 

	
 以上，EA法を対象に，マイクロホン設置高さの誤差が測定結果に及ぼす影響をモデル解析

により検討した。流れ抵抗が小さい場合は Δxにより結果はほとんど変化しなかったが，流れ

抵抗が大きい場合は，Δxの変化に対して zEAは低中域で，αEAは高音域でばらついた。これら

の結果より，流れ抵抗が大きい表面，すなわち地表面などを測定対象とする場合には，マイ

クロホン設置高さに十分注意すべきであるといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Δx = 0 mmΔx = – 2 mm
Δx = + 2 mm Δx = + 5 mm
Δx = – 5 mm
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B.2   ANSI法の測定結果のばらつきに関する検討  

	
 ANSI法による地表面音響特性測定に先立ち，複数測定点での測定および 1測定点での複数

回測定を行い，測定の再現性および測定値のばらつきを調べた。以下でその検討内容につい

て述べる。 

 

B.2.1   測定概要  

	
 新潟大学陸上競技場グラウンドを対象に，ANSI 法の配置 A にて測定を行う。測定風景を

図 B.3 に示す。使用した音源およびマイクロホンは，第 3 章にて述べたものと同一である。

ただし本検討では，2 マイクロホンはそれぞれを 1 本ずつマイクロホンスタンドにより固定

している。2 マイクロホン間の複素音圧比を，FFT 分析器にて求める。上限周波数は 5 kHz，

周波数間隔は 6.25 Hz，平均回数は 150 回とする。 

	
 測定点 P1–P9を，図 B.4 (a) のように定める。図 B.4 (b) のように地表面上にテグスを張り，

その交点を測定点 P1–P9とする。測定点は，第 3章と同様，音源と 2受音点の反射点の中点と

定義する。測定の再現性及び測定値のばらつきを調べるため，Cases 1–3の 3ケースの測定を

実施する。Case 1では，P1–P9の各点で 1回ずつ複素音圧比を測定する。Case 2では，P5にて

マイクロホンを固定したまま 9 回複素音圧比を測定し，その後マイクロホン位置を入れ替え

て同様に 9回複素音圧比を測定する。Case 3では，P5にて 9回測定するが，Case 2とは異な

り，1 回の測定ごとにマイクロホンや音源装置を一度別の場所へ避け，その後再設置する。

Case 3 では，マイクロホン位置の入れ替えは都度行う。Case 1 および Cases 2, 3 の比較によ

り，測定点ごとの音響特性のばらつきを調べる。Case 2および Case 3の比較により，機材設

置位置の誤差による測定値のばらつきを調べる。 

 

 

図 B.3	
 測定風景 
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図 B.4	
 測定点 P1–P9の平面図 

 

	
 測定された複素音圧比から，基本的には 3.3 節で述べた方法に従い，実効的流れ抵抗 σ を

連続量として推定する。ただし，3.3 節では 4 測定点のスペクトルレベル差の平均 LDavから

σを推定しているが，本測定の目的は測定値のばらつきを調べることであるため，9測定点の

スペクトルレベル差の平均から σ を推定するのではなく，各測定点で測定されたスペクトル

レベル差から，測定点ごとに σを推定する。また，第 3章ではマイクロホンの固定には 2マ

イクロホン間の距離を 0.23 mとして固定できるスタンドを用いたが，本測定では前述の通り，

2マイクロホンはそれぞれを 1本ずつマイクロホンスタンドにより固定している。そのため，

第 3章では σおよび音源高さ hsの計 2パラメータを推定したが，本測定結果からは，σ, 上側

マイクロホン高さ ht, 下側マイクロホン高さ hbの計 3パラメータを推定する。 
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B.2.2   結果  

	
 図 B.5に，各 Caseで測定された全 9回の LDを示す。1回の測定ごとに測定機材を再設置

した Cases 1, 3では，測定ごとに LDにわずかなばらつきが見られるが，機材をほとんど移動

させずに測定した Case 2では，9回の LDはほぼ一致している。 

 

図 B.5	
 各 Caseで測定された全 9回の LD 

 

 

	
 表 B.3 に，フィッティングにより推定されたパラメータの平均および標準偏差を示す。推

定された σの平均値は，いずれの Caseにおいても 3000 kPa s/m2程度であり，固い地面として

は妥当な値といえる。σの標準偏差は，Case 2が最も小さい。また，推定された ht及び hbは，

いずれの Caseにおいても同程度であり，実測時には両マイクロホンとも規定高さより 1.5 cm

程度下方に設置されていたと推定された。 

 

表 B.3	
 各パラメータ推定値の平均および標準偏差 

 σ [kPa s/m2] ht [m] hb [m] 

 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 

Case 1 3650 1133 0.449 0.006 0.213 0.005 

Case 2 2891  324 0.446 0.002 0.216 0.002 

Case 3 2669  811 0.449 0.007 0.212 0.006 
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 図 B.6に，推定された σを用いて計算した z及び αを示す。zの実部及び虚部は，Cases 1, 3

では測定ごとにばらつきが見られるが，Case 2のばらつきは他の Caseよりも小さい。これは，

図 B.5で見られた傾向と同様である。しかしながら，αはいずれの Caseにおいても 9データ

間で zほどにはばらつかない。 

 
図 B.6	
 計算された特性インピーダンス比 zおよび吸音率 α 

 

 

	
 以上，ANSI法による測定結果から流れ抵抗を連続量として推定し，測定値のばらつきを調

べた。繰り返し測定の実施結果より，ANSI法による測定では，機材設置位置の誤差等による

ばらつきが含まれることがわかった。よって，ANSI法にて音響特性を測定する際は，なるべ

く多数回測定し平均をとることが望ましいといえる。 
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